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布　施　博　正
Ⅰ　はじめに
電機産業は日本の基幹産業であり、日本を代表する輸出産業であって、将来を担う戦略
産業でもある。こうした重要性を持つことからこれまで総合電機ともいうべき日立製作所、
東芝を、民生用電機ではソニー、松下（１）を、それぞれに財務分析を行ってきた。これら
は企業グループの実態を捉えるために連結と単独・親会社の両方の分析を行ったものであ
る。しかし同業他社や業界・産業平均、国際比較の視点を中心とするものではなかった。
本稿では電機産業の中でも本年度2008年３月期に勝ち組みとも言うべきソニーと松下の
比較分析を行うものである。できるだけ中心となる比較を心掛けたが、利益の上げ方や企
業運営の仕組みをさす「ビジネスモデル」の違いとの関係を鮮明に分析抽出するのには、
まだ不十分である。ただ財務構造（収益力、財政力を中心に）の特徴や相違点だけを抽出
分析しようとしたものである。
松下は2002年３月に創業以来最大の巨大損失（税引前損失5,480億円、当期純損失4,310
億円）を出し、翌2003年３月にも最終赤字（当期純損失195億円）を出した。これを回復
したのは中村邦夫社長時の「中期経営計画」の「創生21」の経営大改革によるものといわ
れている。それはまた会計的には管理会計改革（ＣＣＭによる意識改革）とバランスシー
ト改革によるもので、これまで実質あまり機能しなかった連結会計システムの構築であっ
たと言われる（２）。またここのところキャッシュ化速度の改善によって収益力も改善され
たことも指摘されている（３）。2003年３月から2006年３月まで売上高営業利益率が毎年１
ポイント上がるほどハイペースで「Ｖ字回復」後収益力高めてきた。2007年３月は5.05％、
2008年３月は5.7％と成長している。
2008年３月はデジタルＡＶ商品や白物商品などを中心に全ての部門で増収を達成した。
利益を上げた商品はＡＶＣネットワークでは薄型テレビ、デジタルカメラ、パソコン、カ
ーエレクトロニクス機器、アプライアンスではエアコン、冷蔵庫、洗濯機、デバイスでは
一般電子部品、電工・パナホームでは電材、電子材料などである。
その結果、営業利益5,194億81百万円（対前年度比13％増）税引前利益4,349億３百万円
（対前年度比１％減）、当期純利益2,818億77百万円（対前年度比30％増）の過去最高を更
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事業区分および主要製品
エレクトロニクス
オーディオ 家庭用オーディオ
携帯型オーディオ
カーオーディオ
パーソナルナビゲーションシ
ステム
当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーエンジニアリング㈱
ソニーマーケティング㈱
Sony Electronics Inc.
Sony Electronics Asia Pacific Pre. Ltd.
Sony EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd.
Sony France S. A.
Sony Deutschland G. m. b. H.
Sony United Kingdom Ltd.
ビデオ ビデオカメラ
デジタルスチルカメラ
ブルーレイディスクプレーヤ
ー／レコーダー
ＤＶＤビデオプレーヤー／レ
コーダー
当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーマーケティング㈱
Sony Electronics Inc.
Sony Electronics Asia Pacific Pre. Ltd.
Sony France S. A.
Sony EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd.
Sony Deutschland G. m. b. H.
Sony United Kingdom Ltd.
テレビ 液晶テレビ 当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーマーケティング㈱
Sony Electronics Inc.
Sony Electronics Asia Pacific Pre. Ltd.
Sony Espana S. A.
Sony EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd.
Sony Slovakia Spol. s. r. o.
Sony United Kingdom Ltd.
S-LCD Corporation
情報・通信 パーソナルコンピューター
放送用・業務用オーディオ／
ビデオ／モニター
その他の業務用機器
当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーマーケティング㈱
Sony Electronics Inc.
Sony United Kingdom Ltd.
Sony France S. A.
Sony Deutschland G. m. b. H.
半導体 イメージセンサー
その他の半導体
当社、ソニーセミコンダクタ九州㈱
Sony Device Technology (Thailand) Co., Ltd.
コンポーネント 光学ピックアップ、電池
オーディオ／ビデオ／データ
記録メディア
データ記録システム、ＬＣＤ
当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーエナジー・デバイス㈱
ソニーケミカル＆インフォメーションデバイス㈱
ソニーマーケティング㈱
ソニー白石セミコンダクタ㈱
ソニーＮＥＣオプティアーク㈱
ソニーモバイルディスプレイ㈱
Sony Electronics Inc.
Sony Electronics (Singapore) Pty. Ltd.
Sony United Kingdom Ltd.
Sony Deutschland G. m. b. H.
その他
ゲーム
上記カテゴリーに含まれない
製品やサービス
当社、ソニーイーエムシーエス㈱
ソニーマニュファクチュアリングシステムズ㈱
ソニーサプライチェーンソリューション㈱
Sony DADC Austria A. G.
Sony Ericsson Mobile Communications, AB
家庭用ゲーム機、ソフトウェ
ア
㈱ソニー・コンピュータエンタテインメント
Sony Computer Entertainment America Inc.
Sony Computer Entertainment Europe Limited.
主　要　会　社
第１表　ソニーの事業分野
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事業区分および主要製品
映画
金融
その他
映画、テレビ番組
デジタルエンタテインメント
事業
㈱ソニー・ピクチャーズエンタテインメント
Sony Pictures Entertainment Inc.
生命保険
損害保険
銀行
リースおよびクレジットファ
イナンス事業
ソニーフィナンシャルホールディングス㈱
ソニー生命保険㈱
ソニー損害保険㈱
ソニー銀行㈱
㈱ソニーファイナンスインターナショナル
音楽ソフトウェア
ネットワークサービス関連事
業
アニメーション作品の制作・
販売事業
広告代理店事業
その他の事業
㈱ソニー・ミュージックエンタテインメント
SONY BMG MANAGEMENT CO., LLC
SONY BMG MUSIC ENTERTAINMENT
SONY BMG MUSIC ENTERTAINMENT BV
ソネットエンタテインメント㈱
㈱アニプレックス
㈱フロンテッジ
主　要　会　社
［ビジネスセグメントの関連性］
　エレクトロニクス分野の主要製品は、主として国内および海外の製造会社が製造し、主に国内および海外の販売会社が
販売しています。
　国内および海外の製造会社が製造した一部の半導体を、ゲーム分野の会社に供給しています。
　国内および海外の製造会社が製造した一部の記録メディアを、ゲーム分野、映画分野およびその他分野の会社に供給し
ています。
　金融分野における㈱ソニーファイナンスインターナショナルは、主としてエレクトロニクス分野に対するリース事業を
行っています。
出所　有価証券報告書
新した。
一方、ソニーは製造拠点の統廃合、再編をしているがコングロマリット（多角化）を行
うことによって、それぞれの事業分野が各年度１期以上はトップの利益をあげており（４）、
それによって停滞・赤字分野を補って、結果としてソニー全体（多角化による総合力）で
過去10数年とも、同業他社が損失を出しているなか１度も損失を出さず利益を上げている。
しかも世界マーケットで均等で売れている世界企業であり、このことは世界中にソニー
ブランドが認められている証しである。
2004年３月から連結３期営業損失を出していたエレクトロニクス分野も2007年３月より
回復し、今期全営業利益3,744億82百万円（利益率4.22％、伸び率421.93％）のうち3,560億
３千万円（利益率4.01％、伸び率121.78％）を上げ圧倒的貢献をしている。しかしゲーム
分野が2007年３月より２期赤字をかかえているという問題もあるが、これも2009年３月に
は営業黒字の見通しという（その後金融危機の影響を受け赤字に修正されている）。
セグメント別に両社を比較すると、事業分野別では営業利益はソニーはエレクトロニク
スと映画で儲け、松下はＡＶＣネットワークとデバイスで利益を上げている。
地域別セグメントでの営業利益はソニーは日本とその他地域で稼ぎ、松下も日本とアジ
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事業区分及び主要商品 主　要　会　社
ＡＶＣネットワーク
映像・音響機器
　プラズマテレビ、液晶テレビ、ＤＶＤレコーダー、ＤＶＤプレー
　ヤー、ビデオカメラ、デジタルカメラ、ＣＤ・ＭＤ・ＳＤプレー
　ヤー、その他オーディオ機器、ＳＤメモリーカード等記録メディ
　ア、光ピックアップ等光学デバイス　等
情報・通信機器
　パソコン、光ディスク駆動装置、複写機、プリンター、電話機、
　携帯電話機、ファクシミリ、放送・業務用ＡＶシステム機器、通
　信ネットワーク関連機器、交通関連システム機器、カーオーディ
　オ・カーナビゲーション等自動車用関連機器、ヘルスケア機器
　等
松下電器産業㈱、パナソニック　モバイルコ
ミュニケーションズ㈱、パナソニック　コミ
ュニケーションズ㈱、パナソニック四国エレ
クトロニクス㈱、パナソニック　ノースアメ
リカ㈱、パナソニックＡＶＣネットワークス
　チェコ㈲
冷蔵庫、エアコン、洗濯機、衣類乾燥機、掃除機、アイロン、電子
レンジ、炊飯器、その他調理機器、食器洗い乾燥機、扇風機、空気
清浄機、電気暖房器、電気給湯機器、温水洗浄便座、照明管球、換
気・送風・空調機器、カーエアコン、コンプレッサー、自動販売機
等
松下電器産業㈱、松下冷機㈱、松下エコシス
テムズ㈱、パナソニックＨＡエアコン広州㈱、
パナソニック冷機デバイス　シンガポール㈱
半導体、電子部品（コンデンサー、チューナー、回路基板、電源、
回路部品、機構部品、スピーカー等）、モーター、電池　等
照明器具、配線機器、美・理容器具、健康機器、水まわり設備、シ
ステムキッチン、内装建材、外装建材、電子材料、制御機器、戸建
住宅、集合住宅、医療・福祉施設、リフォーム、不動産仲介・賃貸
管理　等
電子部品自動実装システム、産業用ロボット、溶接機器、自転車、
輸入部材　等
松下電器産業㈱、パナソニック　エレクトロ
ニックデバイス㈱、松下電池工業㈱、パナソ
ニック　エレクトロニックデバイス　アメリ
カ㈱、パナソニック　エレクトロニックデバ
イス　マレーシア㈱
松下電工㈱、パナホーム㈱
松下電器産業㈱、パナソニック　ファクトリ
ーソリューションズ㈱、松下溶接システム㈱、
パナソニック　ファクトリーソリューション
ズ　シンガポール㈱、パナソニック溶接シス
テム唐山㈲
アプライアンス
デバイス
電工・パナホーム
その他
平成20年３月31日現在第２表　松下の事業分野
出所　有価証券報告書
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ア中国他で儲けており、両社とも利益を上げているのは日本国内をベースに同じ地域であ
る。
両社の事業内容をみると第１表、第２表の通りであり、松下はＡＶＣネットワーク、ア
プライアンス、デバイス、電工・パナホーム、日本ビクター、その他と６事業分野となっ
ている。ソニーはエレクトロニクス、ゲーム、映画、金融、その他と５事業分野であり、
松下と同業分野は直接的にはソニーは「エレクトロニクス」分野だけである。
本稿ではソニーと松下の連結のみを対象として比較したが、その内容は以下の様である。
①会社の所有・支配をみる大株主、株式所有者別状況、②今期及び将来の利益獲得のため
の事業種類別の今期の設備投資と来期の投資計画と配置従業員、③グループの実態・規模
を知るための連結と単独の決算比較一連単倍率、④グループの財政状態、経営成績を捉え
るための連結Ｂ／Ｓ、Ｐ／Ｌの分析、⑤連結の収益・利益をどの分野、どの地域で獲得し
ているかを具体的にみるためのセグメント分析（連結事業の種類別、地域別の収益力）、
⑥グループのキャッシュフローの政策・経営の変化を知るための連結キャッシュフローの
分析、⑦実際にどのくらい蓄積しているのかをみる利益の内部留保の分析等を内容とする。
ソニーと松下の前回までの分析では10年間比という、いわば長期の分析を行って特徴を
みたが、本稿では紙幅の都合もあり６年比（５年間）を中心とすることにした。したがっ
てここでは長期的推移と変化は捉えられていない。しかし諸比率では10年を採っているも
のもあり、補足している。
したがって「中期」の変化や特徴を見ることになり、長期における経済的背景との関連
では不十分となるが、たとえ５年間でもソニーと松下の比較はその限りで可能有用であろ
うと思われる。
本稿は連結財務諸表分析のため、資料上から製造原価の分析、人件費の分析、損益分岐
点分析、付加価値の分析、労働諸指標の分析等は出来にくいこと、詳細な資料が必ずしも
体系的、明示的になっておらず、私しなりに噛み砕きにくい点もあった。
尚、「個別」財務諸表の両社の比較は次の課題である。
Ⅱ　大株主と株式の所有者別状況
ソニー、松下のそれぞれ５年間の比較をする。
（１）ソニー
ソニーの場合、第３表のように大株主の筆頭はモクスレイ・アンド・カンパニーで
6.81％の所有であり、10大株主中の５株主が外国人株主で28.32%中、14.4％を所有してい
る。
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平成15年３月31日現在第３表　ソニーの大株主（2003年）
氏名又は名称 住所
普通株式
63,004 － 63,004
48,160 7 48,167
39,130 83 39,213
23,586 － 23,586
22,455 － 22,455
15,944 － 15,944
15,050 － 15,050
12,779 － 12,779
11,391 － 11,391
10,500 － 10,500
261,999 90 262,089
6.81
5.20
4.24
2.55
2.43
1.72
1.63
1.38
1.23
1.13
28.32
種類株式
（子会社連
動株式）
合計
所有株式数（千株） 発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）
モクスレイ・アンド・カンパニ
ー　＊１
（常任代理人　株式会社東京
三菱銀行）
日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）＊２
日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）　＊２
ステート・ストリート・バンク
・アンド・トラスト・カンパニ
ー　＊３
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行）
ザ・チェース・マンハッタン・
バンク・エヌ・エイ・ロンドン
＊３
（常任代理人　株式会社
みずほコーポレート銀行）
ＵＦＪ信託銀行株式会社
（信託勘定Ａ口）　＊２
ザ・チェース・マンハッタン・
バンク・エヌ・エイ・ロンドン
・エス・エル・オムニバス・ア
カウント　＊３
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行）
ボストン・セ̶フ・デポズィッ
ト・ビー・エス・ディー・ティ
ー・トリーティー・クライアン
ツ・オムニバス　＊３
（常任代理人　香港上海銀行）
レイケイ株式会社
計
株式会社三井住友銀行
アメリカ・ニューヨーク
（東京都千代田区丸の内２
－７－１）
東京都中央区晴海１－８－
11
東京都港区浜松町２－11－
３
アメリカ・ボストン
（東京都中央区日本橋兜町
６－７）
イギリス・ロンドン
（東京都中央区日本橋兜町
６－７）
東京都千代田区丸の内１－
４－３
イギリス・ロンドン
（東京都中央区日本橋兜町
６－７）
アメリカ・ボストン
（東京都中央区日本橋３－
11－１）
東京都中央区日本橋蛎殻町
１－５－６
－
東京都千代田区有楽町１－
１－２
（注）＊１　モクスレイ・アンド・カンパニーは、ＡＤＲ（米国預託証券）の受託機関であるジェー・ピー・モルガン
　　　　　　・チェース・バンクの株式名義人です。
　　　＊２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託
　　　　　　口）およびＵＦＪ信託銀行株式会社（信託勘定Ａ口）の所有株式は、すべて各社が証券投資信託等の信託
　　　　　　を受けている株式です。
　　　＊３　ステート・ストリート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー、ザ・チェース・マンハッタン・バンク
　　　　　　・エヌ・エイ・ロンドン、ザ・チェース・マンハッタン・バンク・エヌ・エイ・ロンドン・エス・エル・
　　　　　　オムニバス・アカウントおよびボストン・セーフ・デポズィット・ビー・エス・ディー・ティー・トリー
　　　　　　ティー・クライアンツ・オムニバスは、主として欧米の機関投資家の所有する株式の保管業務を行うとと
　　　　　　もに、当該機関投資家の株式名義人となっています。
出所　有価証券報告書
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（注）１　株主名簿上の自己名義株式376,829株は、「個人その他」に3,767単元および「単元未満株式の状況」に129株
　　　　　含まれています。なお、自己株式376,829株は株主名簿記載上の株式数であり、平成15年３月31日現在の実保
　　　　　有株式数は376,246株です。
　　　２　「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それ
　　　　　ぞれ697単元および３株含まれています。
第４表　ソニーの所有者別状況（2003年） 平成15年３月３１日現在
区　分
単元未満
株式の状況
（株）
株式の状況（１単元の株式数　100株）
金融機関 証券会社 計政府及び地方公共団体
その他の
法人
外国法人等
個人以外 個人
個人
その他
株主数（人）
所有株式数
（単元）
5
863
0.01
446
2,499,322
27.13
121
101,307
1.10
6,017
519,276
5.64
1,660
3,314,598
35.97
447
1,840
0.02
791,366
2,778,410
30.15
799,615
9,213,776
100.00
－
4,079,576
－所有株数の割合（％）
出所　有価証券報告書
10社中５社は日本であり、２位は日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社の5.20％
であり、他は銀行等であり28.32％中、13.92％とそれぞれ持株に大差はない。
第４表のように同年の所有者別状況をみると、１位が外国法人等、1,660人で所有割合
は35.97％を占め、２位が個人その他で791,366人の30.15％、３位が金融機関の446人で
27.13％である。その他の法人は6,017人であるが5.64％、証券会社は121人の1.10％等に過
ぎない。
第５表のように５年後の2008年３月の大株主は１位、２位は変らず、３位以下順位に変
化があること、三井銀行が消えて、住友信託銀行が７位に入って、３社が新顔であること、
１位のモクスレイ・アンド・カンパニーが9.4％も増やし、16.21％の圧倒的に多い大株主
であること、外国人株主は37.79％中、24.27％と10大株主が支配を強めたことで外国人株
主の支配が一層強まったこと等が特徴である。
また第６表のように、同年の所有者別状況をみると、１位が35.97％から50.72％にも増
やし外国法人等が占めている。２位の個人株主が30.15％から23.11％に減らし、３位の金
融機関も27.13％から21.57％へと5.56％も減らした。その他の法人も5.64％から3.10％へ減
らし、逆に証券会社が1.10％であったものが「金融商品取引業者」となり1.48％と若干増
やした。減少したとはいえ、ソニーは個人株主の人気が高いことも特徴である。
（２）松下
第７表のように2003年３月の松下の大株主は１位日本トラステイ・サービス信託銀行株
式会社の5.51％である。２位に米国が入ってモクスレイ・アンド・カンパニーの4.88％で
あり、10位にも米国が入っているが、10大株主中２株主に過ぎず10大株主の31.69％のう
ち6.9％と外国人株主は多くはない。
第８表のように同年の所有者別状況をみると金融機関が圧倒的で43.47％も占めている。
２位には外国法人等がやはり占め24.43％としている。３位が個人株主の23.24％、４位が
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2008年３月31日現在第５表　ソニーの大株主（2008年）
氏　名　又　は　名　称 住　　所
162,805
379,530
16.21
55,435 5.52
50,222 5.00
48,611 4.84
13,256 1.32
12,311 1.23
10,760 1.07
9,295 0.93
8,653 0.86
8,182 0.81
37.79
発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）
所有株式数
（千株）
Moxley and Company　＊１
（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）　＊２
State Street Bank and Trust Company　＊３
（常任代理人　株式会社みずほコーポレート銀行）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）　＊２
計
アメリカ・ニューヨーク
（東京都千代田区丸の内２
－７－１）
東京都中央区晴海１－８－
11
アメリカ・ボストン
（東京都中央区日本橋兜町
６－７）
東京都港区浜松町２－11－
３
State Street Bank and Trust Company 505103　＊３
（常任代理人　株式会社みずほコーポレート銀行）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口４）　＊２
アメリカ・ボストン
（東京都中央区日本橋兜町
６－７）
東京都中央区晴海１－８－
11
住友信託銀行株式会社（信託Ｂ口）　＊２
（常任代理人　日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社）
大阪市中央区北浜４－５－
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（東京都中央区晴海１－８
－11）
SSBT OD05 Omnibus China Treaty 808150　＊３
（常任代理人　三井住友銀行）
オーストラリア・シドニー
（東京都千代田区丸の内１
－３－２）
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（信託口）　＊２
東京都千代田区丸の内１－
４－５
JPMorgan Chase Bank 380055　＊３
（常任代理人　株式会社みずほコーポレート銀行）
アメリカ・ニューヨーク
（東京都中央区日本橋兜町
６－７）
－
（注）＊１　ＡＤＲ（米国預託証券）の受託機関であるJPMorgan Chase Bank, N. A. の株式名義人です。
　　　＊２　各社の所有株式は、すべて各社が証券投資信託等の信託を受けている株式です。
　　　＊３　主として欧米の機関投資家の所有する株式の保管業務を行うとともに、当該機関投資家の株式名義人とな
　　　　　　っています。
　　　　４　Dodge & Cox から2007年９月21日付で大量保有報告書の変更報告書の写しが当社に送付され、2007年９月
　　　　　　15日現在で以下のとおり当社株式（ＡＤＲとしての保有分を含む。）を保有している旨の報告を受け、現
　　　　　　在に至っていますが、当社としては当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができていません。
氏名又は名称
Dodge & Cox 84,461 8.42
所有株式数（千株）
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）
出所　有価証券報告書
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（注）１　株主名簿上の自己名義株式1,015,979株は、「個人その他」に10,158単元および「単元未満株式の状況」に179
　　　　　株含まれています。なお、自己株式1,015,979株は株主名簿記載上の株式数であり、2008年３月31日現在の実
　　　　　保有株式数は1,015,596株であります。
　　　２　「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それ
　　　　　ぞれ693単元および26株含まれています。
第６表　ソニーの所有者別状況（2008年） 2008年３月３１日現在
区　分
単元未満
株式の状況
（株）
株式の状況（１単元の株式数　100株）
金融機関 計政府及び地方公共団体
金融商品
取引業者
その他の
法人
外国法人等
個人以外 個人
個人
その他
株主数（人）
所有株式数
（単元）
5
847
0.01
297
2,161,065
21.57
124
148,204
1.48
4,108
310,714
3.10
983
5,080,165
50.72
388
1,318
0.01
633,040
2,314,738
23.11
638,945
10,017,051
100.00
－
2,738,264
－所有株数の割合（％）
出所　有価証券報告書
平成15年３月31日現在第７表　松下の大株主（2003年）
氏　名　又　は　名　称 住　　　所
134,887
775,924
5.51
119,696 4.88
99,908 4.08
97,649 3.98
81,849 3.34
67,796 2.76
56,713 2.31
44,017 1.79
39,276 1.60
34,130 1.39
31.69
発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）
所有株式数
（千株）
日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）（注）１
モックスレイ・アンド・カンパニー
（常任代理人　株式会社三井住友銀
行）（注）２
日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）（注）３
株式会社三井住友銀行（注）４
住友生命保険相互会社
松下興産株式会社（注）５
株式会社りそな銀行（注）６
三井住友海上火災保険株式会社
ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー
（常任代理人　株式会社みずほコー
ポレート銀行）（注）７
計
日本生命保険相互会社
東京都中央区晴海一丁目８番11号
米国　ニューヨーク
（東京都千代田区有楽町一丁目１番２号）
東京都港区浜松町二丁目11番３号
東京都千代田区有楽町一丁目１番２号　
大阪市中央区城見一丁目４番35号
大阪市中央区今橋三丁目５番12号
大阪府門真市大字門真1006番地
大阪市中央区備後町二丁目２番１号
東京都中央区新川二丁目27番２号
米国　ボストン
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）
－
（注）１　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の信託口は、住友信託銀行株式会社、りそな信託銀行株式会社
　　　　　及び三井アセット信託銀行株式会社が受託している信託業務に係る株式が再信託されたものである。
　　　２　モックスレイ・アンド・カンパニーは、ＡＤＲ（米国預託証券）の預託機関であるモルガン　ギャランティ
　　　　　トラスト　カンパニー　オブ　ニューヨークの株式名義人である。
　　　３　日本マスタートラスト信託銀行株式会社の信託口は、三菱信託銀行株式会社等５社が受託している信託業務
　　　　　に係る株式が再信託されたものである。
　　　４　株式会社三井住友銀行は、平成14年12月に株式移転により株式会社三井住友フィナンシャルグループの完全
　　　　　子会社となり、平成15年３月に株式会社わかしお銀行との合併を行った。
　　　５　松下興産株式会社が所有している株式については、商法第241条第３項の規定により議決権がない。
　　　６　株式会社あさひ銀行の持株会社である株式会社大和銀ホールディングスは、平成14年10月に株式会社りそな
　　　　　ホールディングスに商号変更した。株式会社あさひ銀行は、平成15年３月に営業の一部を株式会社埼玉りそ
　　　　　な銀行に承継後、株式会社大和銀行と合併し、株式会社りそな銀行に商号変更した。
　　　７　ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニーは、主として欧米の機関投資家の所有する
　　　　　株式の保管業務を行うとともに当該機関投資家の株式名義人となっている。
　　　８　当社は、自己株式88,606千株を保有している。
出所　有価証券報告書
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（注）１．自己株式88,612,377株は「個人その他」に88,612単元及び「単元未満株式の状況」に377株含めて記載している。
　　　　　なお、自己株式88,612,377株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は88,606,377株で
　　　　　ある。
　　　２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ54単
　　　　　元及び808株含まれている。
第８表　松下の所有者別状況（2003年）
区　分
単位未満
株式の状況
（株）
株式の状況（１単位の株式数　１,０００株）
金融機関 証券会社 計政府及び地方公共団体
その他の
法人
外国法人等
（うち個人）
個人
その他
株主数
（人）
所有株式数
（単元）
所有株式数の
割合（％）
1
123
0.01
418
1,038,420
43.47
92
21,714
0.91
2,461
189,742
7.94
792
583,404
24.43
(59)
(403)
(0.02)
160,352
555,188
23.24
164,116
2,388,591
100.00
－
59,332,088
－
2008年３月31日現在
出所　有価証券報告書
その他法人が7.94％、証券会社が0.91％である。
第９表のように、５年後の今期2008年３月には株主構成で松下興産、りそな銀行が消え、
松下電器従業員持株会が８位に入っている。外国株主が３株主となって、１位がモクスレ
イ・アンド・カンパニーの7.58％となっている。10大株主の所有比率が31.69％から29.62％
に支配が弱くなっているなかで、外国人株主が6.9％から11.4％へと所有を強めたことがわ
かる。
第10表のように同年の所有者別状況は、５年前は３位であった個人その他が23.24％か
ら31.89％と8.65％も上昇して１位になった。１位であった金融機関が43.47％から31.03％
と12.44％も減らして２位に、２位であった外国法人等が24.43％から29.20％へと4.77％上
昇させ３位となった。その他の法人は7.94％から6.74％へと比率を下げた。
（３）ソニーと松下の比較
ソニーは10大株主の１位モクスレイ・アンド・カンパニーが9.4％も増やし16.21％を占
め、他を圧倒しており、外国人株主が10大株主全体の37.79％のうち24.27％も占め、外国
人の支配が強まったことが特徴である。
所有者別状況では外国人株主が５年間に35.97％から50.72％へと14.75％も支配を強化し、
他は減少した。
松下は５年前は１位は日本の日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社で10大中８社
が日本で、外国法人等は31.69％中6.9％とまだ少ない。
しかし５年後には３外国人株主が6.9％から11.4％へと4.5％増大し、１位が米国のモクス
レイ・アンド・カンパニーが7.58％を占めている。
所有者別状況は機関株主が１位であったものが、個人その他が31.89％と１位になって
いる。機関株主は、31.03％と２位に後退、外国法人等が３位に下ったが比率を上げ
24.43％から29.20％へと上昇しているのが特徴である。
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平成20年３月31日現在第９表　松下の大株主（2008年）
氏　名　又　は　名　称 住　　　所
185,959
726,619
7.58
134,450 5.48
87,358 3.56
68,030 2.77
67,000 2.73
57,583 2.34
35,106 1.43
33,869 1.38
31,382 1.27
25,878 1.05
29.62
発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）
所有株式数
（千株）
モックスレイ・アンド・カンパニー
（常任代理人　株式会社三井住友銀
行）
日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）（注）３
日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）（注）２
ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー
（常任代理人　株式会社みずほコー
ポレート銀行）
日本生命保険相互会社
株式会社三井住友銀行
三井住友海上火災保険株式会社
松下電器従業員持株会
住友生命保険相互会社
ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー
505103
（常任代理人　株式会社みずほコー
ポレート銀行）
計
米国　ニューヨーク
（東京都千代田区有楽町一丁目１番２号）
東京都港区浜松町二丁目11番３号
東京都中央区晴海一丁目８番11号
米国　ボストン
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）
大阪市中央区今橋三丁目５番12号
東京都千代田区有楽町一丁目１番２号
東京都中央区新川二丁目27番２号
大阪府門真市大字門真1006番地
大阪市中央区城見一丁目４番35号
米国　ボストン
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）
－
（注）１　所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しています。
　　　２　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社等が受託
　　　　　している信託業務に係る株式が再信託されたものなどです。
　　　３　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、住友信託銀行株式会社等が受託し
　　　　　ている信託業務に係る株式が再信託されたものなどです。
　　　４　当社は、自己株式351,936千株（14.34％）を保有しています。
出所　有価証券報告書
（注）１　自己株式351,936,341株は「個人その他」に351,936単元及び「単元未満株式の状況」に341株含めて記載して
　　　　　います。
　　　２　「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ45単元
　　　　　及び674株含まれています。
第10表　松下の所有者別状況（2008年） 平成20年３月31日現在
区　分
単元未満
株式の状況
（株）
株式の状況（１単元の株式数　1,000株）
金融機関 計政府及び地方公共団体
金融商品
取引業者
その他の
法人
外国法人等
個人以外 個人
個人
その他
株主数（人）
所有株式数
（単元）
－
－
－
350
749,318
31.03
71
27,358
1.13
1,961
162,701
6.74
762
705,155
29.20
33
153
0.01
145,170
770,291
31.89
148,347
2,414,976
100.00
－
38,077,497
－所有株数の割合（％）
出所　有価証券報告書
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（１）連結経営指標等
第11表　ソニーの主要な経営指標等の推移
回　　　　　次
決　算　年　月
売上高および営業収入
営業利益
税引前利益
当期純利益
純資産額
総資産額
１株当り純資産額
基本的１株当り当期純利益
希薄化後１株当り当期純利益
自己資本比率
自己資本利益率
株価収益率
従業員数
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
円
円
円
％
％
倍
人 162,000
7,530,635
133,146
144,067
88,511
2,378,002
9,090,662
2,563.67
95.97
87.00
26.2
3.8
45.4
7,191,325
145,628
157,207
163,838
2,870,338
9,499,100
2,872.21
175.90
158.07
30.2
6.2
24.3
7,510,597
226,416
286,329
113,616
3,203,852
10,607,753
3,200.85
122.58
116.88
30.2
4.1
44.5
8,295,695
71,750
102,037
126,328
3,370,704
11,716,362
3,363.77
126.15
120.29
28.8
3.8
47.5
8,871,414
374,482
466,317
369,435
3,465,089
12,552,739
3,453.25
368.33
351.10
27.6
10.8
10.8
2003年度
2004年３月
2004年度
2005年３月
2005年度
2006年３月
2006年度
2007年３月
2007年度
2008年３月
（注）１　当社の連結経営指標等は、米国預託証券の発行に関して要請されている会計処理の原則および手続ならびに表
　　　　　示方法、すなわち、米国で一般に認められた会計原則にもとづき作成されています。
　　　２　2003年７月、米国公認会計士協会の会計基準委員会は意見書（Statement of Position, 以下「SOP」）03-１
　　　　　「保険会社による長期の非伝統的保険契約および分離勘定にかかわる会計処理および報告（Accounting and
　　　　　Reporting by Insurance Enterprises for Certain Nontraditional Long-Duration Contracts and for Separate Accounts）」を
　　　　　公表しました。SOP　03-１は、保険会社に対して、最低保証部分や年金受取オプションを有している長期の生
　　　　　命保険契約について追加負債の引当を要求するとともに、分離勘定の定義に関するガイダンスを提供するもの
　　　　　です。ソニーは2004年４月１日にこの意見書を適用しました。SOP　03-１を適用した結果、2004年度において
　　　　　ソニーの営業利益は、5,156百万円減少しました。これに加え、2004年４月１日において、会計原則変更による
　　　　　累積影響額として4,713百万円の損失（税効果2,675百万円控除後）を計上しました。
646.997
△931,172
205,177
779,103
399,858
△871,264
359,864
703,098
561,028
△715,430
247,903
799,899
757,684
△910,442
505,518
1,086,431
632,635
△761,792
313,283
849,211
151,400 158,500 163,000 180,500
百万円
百万円
百万円
百万円
営業活動によるキャッシュ・
フロー
投資活動によるキャッシュ・
フロー
財務活動によるキャッシュ・
フロー
現金・預金および現金同等物
期末残高
出所　有価証券報告書
ソニーの所有者別状況は５年前より圧倒的に外国法人等が１位で50％を上回った。また
個人その他にも人気があり比率は落したが23.11と２位となっている。３位に２位だった
金融機関が入って27.13％である。
松下も変化があり、個人その他が31.89％と１位になり、１位の金融機関が２位に、２
位であった外国法人等が３位となったが比率を上昇させ29.20％としている。
両社に共通しているのは外国法人等が支配を強めていることと、個人その他が上位を占
めていることである。
Ⅲ　主要な経営指標等の推移
第11表、第12表のように主要な連結経営指標は17個、16個で、それぞれ５年間の推移を
表示している。
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（１）連結経営指標等
第12表　松下の主要な経営指標等の推移
決　算　年　度
決　算　年　月
売上高
税引前利益
当期純利益
株主資本
純資産額
１株当たり株主資本
基本的１株当り当期純利益
希薄化後１株当たり当期純利益
株主資本比率
株主資本利益率
株価収益率
従業員数
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（円）
（円）
（円）
（％）
（％）
（倍）
（人） 290,493
7,479,744
170,822
42,145
3,451,576
7,438,012
1,488.77
18.15
18.00
46.4
1.3
88.59
平成15年度
平成16年３月
平成16年度
平成17年３月
平成17年度
平成18年３月
平成18年度
平成19年３月
平成19年度
平成20年３月
（注）１　当社の連結財務諸表は、米国で一般に公正妥当と認められた会計原則に基づいて作成しています。
　　　２　売上高には、消費税等は含まれていません。
　　　３　株主資本、１株当たり株主資本、株主資本比率及び株主資本利益率は米国会計基準に基づき作成しており、従
　　　　　来どおり表記しています。
　　　４　松下電工(株)普通株式に対する公開買付けにより、平成16年４月１日付で、松下電工(株)とパナホーム(株)が
　　　　　当社の連結子会社となりました。結果として、平成16年４月１日の期首連結貸借対照表上で総資産が1,043,282
　　　　　百万円増加しています。
　　　５　日本ビクター(株)及びその連結子会社は平成19年８月より持分法適用関連会社となりました。
473,226
△85,445
△256,795
1,275,014
334.752
8,713,636
246,913
58,481
3,544,252
8,056,881
1,569.39
25.49
25.49
44.0
1.7
61.99
464,562
△178,296
△405,578
1,169,756
334,402
8,894,329
371,312
154,410
3,787,621
7,964,640
1,714.22
69.48
69.48
47.6
4.2
37.64
575,418
407,091
△524,568
1,667,396
328,645
9,108,170
439,144
217,185
3,916,741
7,896,958
1,824.89
99.50
99.50
49.6
5.6
23.87
532,557
△567,808
△427,703
1,236,639
305,828
9,068,928
434,993
281,877
3,742,329
7,443,614
1,781.11
132.90
132.90
50.3
7.4
16.25
466,058
△61,371
△203,548
1,214,816
（百万円）
（百万円）
（百万円）
（百万円）
営業活動によるキャッシュ・
フロー
投資活動によるキャッシュ・
フロー
財務活動によるキャッシュ・
フロー
現金および現金同等物の
期末残高
出所　有価証券報告書
本稿の他の中では、株主への有用情報とされる指標は分析していないのでここで分析す
る。それは１株当りの純資産、基本的１株当り当期純利益、希薄化後１株当り当期純利益、
株価収益率の４指標である。
先ず１株当りの純資産を比較する。ソニーは５年間毎年増加しており、今期3,453.25円
としている。松下は１株当り株主資本として５年比で今期のみ下って1,781.11円であった。
基本的１株当り当期純利益は株主の立場からみた収益性および配当能力を示すものであ
る。ソニーが毎年増加して今期368.33円にもなった。松下も増加しているが今期初めて
110円台を上回って132.90円とした。ソニーの３分の１弱である。
希薄化後１株当たり純利益は権利の行使や転換を仮定した潜在的な発行済株式で除した
ものを指す。ソニーは上下変動はあるものの今期は初めて３百円台に乗せ351.10円と利益
が最高となった。松下は５年間とも基本的１株当りと全く同額であり今期132.90円である。
株価収益率は株価を１株当り純利益で割ったもので、利益水準と比較した株価水準を判
断するもので、純利益によって投資額を回収するのに何年が必要であるかを示す。ソニー
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第13表　ソニーの事業の種類別セグメント内訳
2008年３月31日現在
事業の種類別セグメントの名称
エレクトロニクス
ゲーム
映　画
金　融
その他
　　　　小　　　　計　　　　　
配賦不能
　　　　合　　　　計
299,078
5,409
15,087
8,469
17,916
345,959
74,206
420,165
607,287
12,587
15,991
13,950
4,445
654,260
10,635
664,895
978,777
17,996
39,403
38,511
67,763
1,142,450
100,899
1,243,349
154,300
5,100
7,400
6,800
4,600
178,200
2,300
180,500
従業員数
（人）
帳簿価額（百万円）
建物および
構　築　物
機械装置・
その他の資産
土　　地
（面積千㎡）
72,412　
（8,092）
－　
（－）
8,325　
（258）
16,092　
（124）
45,402　
（176）
142,231　
（8,650）
16,058　
（171）
158,289　
（8,821）
合　　計
（注）１　金額には消費税等は含まれていません。
　　　２　「機械装置・その他の資産」は、機械装置およびその他の有形固定資産ならびに建設仮勘定です。
　　　３　従業員数は百人未満を四捨五入して記載しています。
　　　４　ソニーは、情報関連およびその他の機器、工場施設、事務所、倉庫、従業員の住居施設およびその他の資産の
　　　　　一部を賃貸しています。これらリース資産については、「第５　経理の状況」連結財務諸表注記『９　リース
　　　　　資産』に記載しています。
出所　有価証券報告書
は40倍台が多いが今期10.8倍にまでなった。松下は変動が激しく2003年３月が最高の88.59
倍、その後持ち直して今期最少の16.25倍とした。
Ⅳ　設備の状況－主要な設備の状況
（１）ソニーの設備投資
第13表のようにソニーの設備の事業種類別セグメントを検討する。
これまでの設備投資総額は１兆2,433億49百万円で、従業員180,500人である。１位が圧
倒的に土地、建物および構築物、機械装置・その他の資産、とも「エレクトロニクス」で
あり78.72％を占め9,787億77百万円であった。従業員は85.48％も占め154,300人を配置して
いる。多角化しているが電機産業に含められる所以である。設備投資２位が「その他」分
野であり677億63百万円の人員は一番少なく4,600人である。３位が「映画」の394億３百
万円で人員は２位で7,400人である。４位が「金融」で385億11百万円の6,800人である。５
位に「ゲーム」の179億96百万円の5,100人であるり、土地は計上していない。配賦不能は
1,008億99百万円で8.12％で人員は2,300人配置している。
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第15表　ソニーの設備の新設、除却等の計画
事業の種類別セグメントの名称 設備等の主な内容・目的
エレクトロニクス
ゲーム
映　画
金　融
その他
88.37
2.33
4.19
2.09
0.7
97.67
2.33
100.0
380,000
10,000 ネットワーク関連設備投資など
18,000
9,000
3,000
420,000
10,000
430,000
2008年度設備投資計画金額
　　　　　（百万円）
半導体や電子デバイスを中心とした
生産設備投資
映画製作に関わる設備、ＩＴ関連設
備投資など
リース事業に伴うリース用資産の購
入、システム関連投資など
インターネット関連サービス事業に
おけるシステム関連投資など
（注）１　金額には消費税等は含まれていません。
　　　２　上記の設備投資額の支払いは、主として自己資金により賄う予定です。
　　　３　経常的な設備の更新のための除却および売却を除き、重要な設備の除却および売却は見込んでいません。
　2008年度の設備投資額は、半導体および電子デバイスを中心とした生産設備投資を行うため、総額としては前年度に
比べ約28％増加の約4,300億円となる見通しです。
　なお、上記の設備投資計画は、現在入手可能な情報から得られたソニーの経営者の判断にもとづいています。したがっ
て、これらの設備投資計画のみに全面的に依拠することは控えるようお願いします。実際の設備投資は、さまざまな重要
な要素により、これら計画とは大きく異なる結果となりうることをご承知おき下さい。
　ソニーは、多種多様な事業を国内外で行っており、期末時点ではその設備の新設・拡充の計画を個々のプロジェクト
ごとに決定していません。そのため、事業の種類別セグメントごとの数値を開示する方法によっています。
　2008年度（自　2008年４月１日　至　2009年３月31日）における事業の種類別セグメントごとの設備投資計画（新設・
拡充）は次のとおりです。
　　　　　　　　小　　　　計　　　　　　　　　
配賦不能
　　　　　　　　合　　　　計
　　　　　　　－
社屋ビルなど
　　　　　　　－
出所　「有価証券報告書」より作成
構成比
第14表　ソニーの設備投資の概要
事業の種類別セグメントの名称 構成比
エレクトロニクス
ゲーム
映　画
金　融
その他
　　　　　　　　小　　　　計　　　　　　　　　
配賦不能
　　　　　　　　合　　　　計
306,692
5,639
9,924
6,379
2,952
331,586
4,140
335,726
91.35
1.68
2.96
1.9
0.88
98.77
1.23
100.0
2007年度
（自2007年４月１日至2008年３月31日）
金額（百万円）
（注）　金額は有形固定資産の増加額であり、消費税等は含まれていません。
　当年度の設備投資額(有形固定資産の増加額)は3,357億円となりました。この主な内訳はエレクトロニクス分野で半導体
や新製品の生産設備を中心に3,067億円、ゲーム分野で56億円、映画分野で64億円、金融分野で64億円、その他分野で30億
円でした。
　尚、設備の除去等については、当年度において、ソニーセミコンダクタ九州(株)長崎テクノロジーセンターFab２内にあ
る30mmウェハーラインのうち、一部を除く現有設備(簿価717億円)を売却しました。また、ドイツ・ベルリン市に所在す
る都市型複合施設「ソニーセンター〈ソニー・センター・アム・ポツダマープラッツ〉」の保有・運営会社であるソニー
ベルリン(Sony Berlin GmbH)の全株式を売却し、「ソニーセンター」にかかる土地・建物等(簿価632億円)を処分しました。
　ソニーは、生産部門の合理化および品質向上、ならびに需要増大にともなう生産設備の増強を目的とした設備投資のほ
か、開発研究の強化をはかるため継続して投資を行っています。
当年度の設備投資額の内訳は次のとおりです。
出所　「有価証券報告書」より作成
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第16表　ソニーの提出会社の状況 2008年３月31日現在
事　業　所　名
（主な所在地）
事業の種類別
セグメントの
名　　　　称
設備の内容 従業員数（人）
帳簿価額（百万円）
建　物
および
構築物
5,361　
（63）
機械装置
・その他
の資産
土　地
（面積
　千㎡）
合　計
（注）１　金額には消費税等は含まれていません。
　　　２　「機械装置・その他の資産」は、機械および装置、車両およびその他の運搬具、工具器具および備品ならびに
　　　　　建設仮勘定です。
　　　３　上記のほか、土地および建物の一部を賃借しています。なお、賃借中の土地の面積は34千m2です。
　　　　　また、リース契約による賃借設備は、主として所有権が借主に移転すると認めるもの以外のファイナンス・
　　　　　リースであり、通常の賃貸借取引に係る法律に準じた会計処理によっています。これらリース取引については、
　　　　　「第５　経理の状況」財務諸表の注記　リース取引関係に記載しています。
　　　４　上記のほか、半導体製造設備等を主として国内関係会社に貸与しています。
エレクトロニクス、
その他、配賦不能
資産
エレクトロニクス、
配賦不能資産
本社（東京都港区） 15,516 9,843 30,722 4,624
6,403　
（23） 9,457 5,764 21,624 1,336
御殿山テクノロジーセンター
（東京都品川区）
パーソナルコン
ピューター・テ
レビ機器・電子
部品等の製造・
研究設備、本社
設備
基礎・開発研究
設備、本社設備
エレクトロニクス －　
（－） 1,701 2,609 4,311 3,957
品川テクノロジーセンター
（東京都港区）
オーディオ機器
・ビデオ機器の
製造・研究設備
エレクトロニクス －　
（－） 771 1,013 1,784 1,226
大崎東テクノロジーセンター
（東京都品川区）
半導体・電子部
品等の製造・研
究設備
エレクトロニクス 788　
（160） 29,552 31,652 61,994 5,401
厚木テクノロジーセンター
（神奈川県厚木市）
半導体および放
送用・業務用ビ
デオ機器等の製
造・研究設備、
基礎・開発研究
設備
エレクトロニクス 3,638　
（25） 4,121 180 7,940 62
湘南テクノロジーセンター
（神奈川県藤沢市）
アフターサービ
スおよび顧客管
理用等設備
エレクトロニクス 508　
（126） 9,660 5,955 16,124 606
仙台テクノロジーセンター
（宮城県多賀城市）
記録メディア・
電池および電子
部品等の製造・
研究設備
エレクトロニクス －　
（－） 382 209 592 343
有明ビジネスセンター
（東京都江東区）
オーディオ機器
の製造・研究設
備
出所　有価証券報告書
第14表のように今年度の設備投資は生産設備の増強と開発研究の強化を目的に3,357億
26百万円を投資した。中心は圧倒的に91.35％にあたる3,066億92百万円が「エレクトロニ
クス」に投じられた。２番目が「映画」で2.96％の99億24百万円であった。他は１％前後
であり、３位「金融」の63億79百万円、４位「ゲーム」の56億39百万円、５位「その他」
分野の29億52百万円であった。
来年2008年度の設備投資計画は第15表のように4,300億円であり、１位が「エレクトロ
ニクス」の88.37％の3,800億円を投じ、半導体や電子デバイスを中心とした生産設備投資
である。２位が「映画」であり、4.19％の180億円で映画製作に関わる設備、ＩＴ関連設
備投資としている。「ゲーム」は100億円、「金融」は90億円の計画予定である。
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第17表　ソニーの主要な国内子会社の状況 2008年３月31日現在
事　業　所　名
（主な所在地）
事業の種類別
セグメントの
名　　　　称
設備の内容 従業員数（人）
帳簿価額（百万円）
建　物
および
構築物
12,829
(878)
機械装置
・その他
の資産
土　地
(面積千㎡) 合　計
（注）１　金額には消費税等は含まれていません。
　　　２　「機械装置・その他の資産」は、機械およびその他の有形固定資産ならびに建設仮勘定です。
　　　３　従業員数は百人未満を四捨五入して記載しています。
　　　４　ソニーケミカル＆インフォメーションデバイス(株)および(株)ソニー・ミュージックエンタテインメントの各
　　　　　数値は連結決算数値です。
　　　５　2007年12月１日付けで、エスティ・エルシーディ(株)とエスティ・モバイルディスプレイ(株)が会社統合を行
　　　　　い、社名をソニーモバイルディスプレイ(株)としました。
エレクトロニクス
エレクトロニクス
ソニーイーエムシーエス
（株）
（東京都港区）
23,907 73,414 110,150 8,900
6,380
(419) 61,908 180,863 249,151 5,900
ソニーセミコンダクタ
九州（株）
（福岡県福岡市早良区）
電子機器等の製
造設備
半導体等の製造
設備
エレクトロニクス 2,439
(222) 11,127 20,490 34,056 6,400
ソニーケミカル＆
インフォメ－ションデバイス
（株）
（東京都品川区）
記録メディア、
電子部品および
磁気デバイス製
品等の製造設備
エレクトロニクス 2,686
(210) 11,159 18,638 32,483 2,000
ソニーエナジー・デバイス
（株）（福島県郡山市）
電池等の製造設
備
エレクトロニクス －  
(－) 21,825 35,710 57,535 1,400
ソニーモバイルディスプレイ
（株）
（愛知県知多郡東浦町）
液晶ディスプレ
イパネルの製造
設備
エレクトロニクス 6,770
(260) 5,011 3,284 15,065 700
（株）ソニ－・ミュージック
マニュファクチュアリング
（静岡県榛原郡吉田町）
音声・映像ソフ
トウェア等の製
造設備
金融 4,126
(4) 719 442 5,287 5,400
ソニー生命保険（株）
（東京都港区）
社屋ビル、提出
会社の本社建物
等
金融 11,967
(120) 7,481 12,633 32,081 500
（株）ソニーファイナンス
インターナショナル
（東京都港区）
（株）ソニー・ミュージック
エンタテインメント
（東京都千代田区）
リース用設備・
賃貸用不動産等
の設備
その他 38,301
(101) 11,075 1,400 50,776 1,700
音楽・映像ソフ
トウェア等の制
作・製造設備
出所　有価証券報告書
第16表のように提出会社の設備投資の状況は総額1,450億91百万円である。１番大きい
ところは「厚木テクノロジーセンター」の半導体および放送用・業務用ビデオ機器等の製
造・研究設備、基礎開発研究設備等で619億94百万円である。従業員も１番多く5,401人で
ある。２位が「本社」の307億22百万円の4,624人である。３位が「御殿山テクノロジーセ
ンター」で216億24百万円の人員は４位の1,336人である。４番目が「仙台テクノロジーセ
ンター」の161億24百万円の606人である。以下５番目「湘南テクノロジーセンター」の19
億４千万円の62人、６番目が「品川テクノロジーセンター」の43億11百万円の従業員は多
く3,957人である。７番目が「大崎東テクノロジーセンター」、８番目が「有明ビジネスセ
ンター」となっている。
第17表のようにソニーの主要な国内子会社は９社ある。設備投資の多い順から３位まで
をみると、１位「ソニーセミコンダクタ九州」でエレクトロニクスで2,491億51百万円で
39
松下電器とソニーの財務分析
第18表　ソニーの主要な在外子会社の状況 2008年３月31日現在
事　業　所　名
（主な所在地）
事業の種類別
セグメントの
名　　　　称
設備の内容 従業員数（人）
帳簿価額（百万円）
建　物
および
構築物
4,117
(2,980)
機械装置
・その他
の資産
土　地
(面積千㎡) 合　計
（注）１　金額には消費税等は含まれていません。
　　　２　「機械装置・その他の資産」は、機械およびその他の有形固定資産ならびに建設仮勘定です。
　　　３　従業員数は百人未満を四捨五入して記載しています。
　　　４　Sony Corporation of Americaの各数値は連結決算数値です。
エレクトロニクス
映　画Sony Corporation of America（アメリカ　ニューヨーク）
35,216 58,341 97,674 19,900
8,325
(258) 15,087 15,960 39,372 7,200
Sony United Kingdom Ltd.
（イギリス　ミドルセックス）
電子機器等の製
造設備
映画、テレビ番
組、ビデオソフ
ト等の製作・製
造設備
その他、配賦不能
資産
5,628
(47) 16,059 6,827 28,514 900
Sony EMCS（Malaysia）Sdn.
Bhd.
（マレーシア　ペナン）
社屋ビル
エレクトロニクス 3,567
(76) 7,486 2,210 13,263 1,700
Sony Espana S. A.
（スペイン　バルセロナ）
社屋および販売
設備等
エレクトロニクス 419
(171) 4,741 12,267 17,427 7,100
Sony Device Technology
(Thailand) Co.,  Ltd.
（タイ　バンカディ）
電子機器等の製
造設備
エレクトロニクス 2,218
(207) 5,781 9.360 17,359 2,400
索尼精密部件（惠州）
有限公司
（中国　広東省）
電子機器等の製
造設備
エレクトロニクス 391
(132) 4,236 8,288 12,915 2,700
索尼電子（無錫）有限公司
（中国　江蘇省）
半導体等の製造
設備
エレクトロニクス －  
(－) 885 10,184 11,069 15,000
電子機器等の製
造設備
エレクトロニクス －  
(－) 4,271 11,653 15,924 9,900
電子機器等の製
造設備
索尼（中国）有限公司
（中国　北京市） エレクトロニクス
－  
(－) 2,473 3,589 6,062 1,900
電子機器等の製
造設備
Sony Slovakia Spol. s. r. o.
（スロバキア　ブラチスラバ）エレクトロニクス
893
(441) 8,027 8,924 17,844 2,500
電子機器等の製
造設備
Sony Computer Entertainment
America Inc.
（アメリカ　カリフォルニア）
ゲーム －  
(－) 1,421 5,473 6,894 1,400
電子機器等の製
造設備
出所　有価証券報告書
従業員5,900人、２位「イーエムシーエス」のエレクトロニクスで1,101億５千万円で従業
員8,900人、３位「ソニーモバイルデスプレイ」のエレクトロニクスで575億35百万円で従
業員1,400人である。
第18表のように主要な在外子会社をみると「アメリカ」が１位でエレクトロニクス、映
画、その他等３事業で総額1,655億６千万円、従業員28,000人、他にアメリカはソニーコン
ピューターエンタテイメントアメリカがあり68億94百万円の1,400人を容している。２位
「中国」の３会社で330億55百万円の従業員26,800人である。３位が「スロバキア」のエレ
クトロニクスで178億44百万円、従業員2,500人である。
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（２）松下の設備投資
第19表のように今期松下は総額4,493億48百万円の投資をし、前年より7.4％増加した。
１番多いのが「ＡＶＣネットワーク」の全投資の46.66％、伸び39.1％の2,096億63百万円で
あった。デジタルＡＶ機器及び新製品生産及び増産を目的とするものであった。２番目が
デバイスで30.19％を占め、伸び0.5％で1,356億54百万円で半導体や電子部品等の新製品生
産及び増産を内容とするものであった。３番目が「アプライアンス」で10.46％で△1.91％
の470億１百万円であり、家庭電化機器の増産及び合理化を中心とするものである。４位
に「電工・パナホーム」の397億31百万円、５位に「その他」の76億96百万円、６位に
「日本ビクター」の30億２百万円の投資である。
第20表のように来年度（平成20年度）の設備投資計画は5,300億円（対前年度比17.9％増）
も計画している。１番多い投資は全投資の49.81％を占める2,640億円の「デジタルＡＶＣ
ネットワーク」であり、デジタルＡＶ機器及び情報機器の新製品生産及び増産である。２
番目が「デバイス」の27.92％の1,480億円である。３番目が「アプライアンス」の490億円、
４番目が「電工・パナホーム」の470億円、最後に「その他」の220億円となっている。全
投資自己資金で賄うこととしている。
第21表は提出会社の設備の状況であるが、昨年から岡山工場が消え、23事業所となった。
セグメント別では「ＡＶＣネットワーク」が13事業所、「アプライアンス」が９事業所、
「デバイス」が９事業所となっている。
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第19表　松下の設備投資等の概要
事業の種類別セグメントの名称
計
全社（共通）
合　　　　計
ＡＶＣネットワーク
アプライアンス
デバイス
電工・パナホーム
日本ビクター
その他
金額（百万円）
209,663
47,001
135,654
39,731
3,002
7,696
442,747
6,601
449,348
46.66
10.46
30.19
8.84
0.67
1.71
98.53
1.47
100.0
＋39.1
△1.9
＋0.5
＋1.2
△76.2
△46.8
＋10.7
△64.2
＋7.4
構成比 前年度比（％）
　ＡＶＣネットワークでは、デジタルＡＶ機器及び情報器機の新製品生産及び増産を中心に2,096億６千３百万円の投資と
なりました。
　アプライアンスでは、家庭電化機器の増産及び合理化を中心に470億１百万円の投資となりました。
　デバイスでは、半導体や電子部品等の新製品生産及び増産を中心に、1,356億５千４百万円の投資となりました。
　電工・パナホームでは、電材、住設建材等の新製品生産及び増産を中心に397億３千１百万円の投資となりました。
　日本ビクターでは、30億２百万円の投資となりました。
　その他では、ＦＡ機器の新製品生産及び合理化を中心に76億９千６百万円の投資となりました。
第３【設備の状況】
１【設備投資等の概要】
事業の種類別セグメントごとの内訳は、次のとおりです。
出所　「有価証券報告書」より作成
第20表　松下の設備の新設、除却等の計画
事業の種類別セグメントの名称
平成20年度計画金額
（百万円） 主　な　内　容　・　目　的 資金調達方法
デジタルＡＶＣネットワーク
アプライアンス
電工・パナホーム
デバイス
その他
　　　　合　　　　　　計
デジタルＡＶ機器及び情報機器の新
製品生産及び増産 自己資金
自己資金
自己資金
自己資金
自己資金
－
家庭電化器機の新製品生産及び増産
半導体及び電子部品等の新製品生産
及び増産
電材、住設建材等の新製品生産及び
増産
ＦＡ機器等の新製品生産及び合理化
－
264,000
49,000
47,000
148,000
22,000
530,000
（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれていません。
　　　２　重要な設備の新設の計画は、以下のとおりです。
　　　３　経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却の計画はありません。
　　　４　平成20年度より、従来の「ＡＶＣネットワーク」セグメントを「デジタルＡＶＣネットワーク」セグメントに
　　　　　名称変更しております。
（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれていません。
　　　２　上記金額は、平成20年度投資計画金額を含む、総投資予定金額です。
　当年度後１年間（平成20年度）の設備投資計画は5,300億円（対前年度比17.9％増）であり、内訳
は次のとおりであります。
構成比
49.81
9.25
8.87
27.92
4.15
100.0
事業所名 所在地 事業の種類別セグメントの名称 設備の内容
総投資予定
金額
（百万円）
着　工 生産開始予定 生産能力
ＩＰＳアルファテ
クノロジ姫路工場
兵庫県
姫路市
デジタルＡＶＣ
ネットワーク
液晶パネルな
どの生産設備 300,000 平成20年８月 平成22年１月
月125万台
（32型換算）
出所　「有価証券報告書」より作成
設備投資の大きい上位10事業所をみると、①位が「本社部門他」で704億３百万円の従
業員が２番目の3,462人である。②位が「新井工場」のデバイスで249億79百万円の従業員
９位の1,229人である。③位「魚津工場」のデバイスで196億２千万円の従業員11位の1,085
人、④「砺波工場」のデバイスで185億32百万円の従業員13位の636人、⑤位「草津工場」
のアプライアンスの142億43百万円の従業員３位の2,778人、⑥位「高槻工場」の132億24
百万円の従業員６位の2,352人、⑦位「門真工場」のＡＶＣネットワークが131億16百万円
の従業員１位の5,960人、⑧位「プロセス開発センター」のデバイスで117億44百万円の従
業員16位の473人、⑨「神戸工場」のＡＶＣネットワーク、アプライアンスで116億97百万
円の従業員12位の759人、⑩位が「山形工場」のＡＶＣネットワークで112億93百万円の従
業員18位の436人等である。
設備投資で10位に入らないが、従業員では10位に入る事業所は、従業員４位の2,632人
のデバイスの「長岡工場」、従業員５位の2,509人のＡＶＣネットワークのアプライアンス、
デバイス、その他の「くらし環境開発センター他」である。従業員７位の2,267人のＡＶ
Ｃネットワークの「佐江戸工場」、従業員８位の1,781人でＡＶＣネットワーク、アプライ
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第21表　松下の提出会社の主要な設備
事 業 所 名
（所在地）
門真工場
（大阪府門真市）
映像・音響機器の
生産設備
563 
(207)
90 
(121)
325 
〈759〉
411 
(73)
735 
(85)
473 
(69)
985 
(343)
4,924 
(185)
1,566 
(89)
775 
(136)
516 
(81)
318 
(195)
304 
(186)
390 
(57)
2,488 
(156)
1,938 
(250)
2,068 
(228)
8,731 
(12)
197 
(38)
744 
(101)
3,706 
(53)
4,078 
(81)
41,067 
(786)
－  
(－)
6,426
1,870
1,098
1,842
1,454
6,159
4,252
1,674
1,688
1,109
1,613
369
5,226
3,868
8,017
12,299
10,093
2,042
2,747
4,449
3,006
8,392
25,249
5,537
1,993
4,605
8,596
2,579
6,447
2,418
1,129
2,788
3,115
2,549
1,181
7,460
957
4,124
3,363
2,736
940
2,277
1,643
189
482
3,991
590
16
713
120
5
652
103
105
144
153
286
6,072
234
872
10,350
2,020
3,635
31
774
33
－
7
96
13,116
3,969
6,827
11,293
4,511
14,243
11,697
4,474
5,395
4,893
4,766
7,622
13,224
6,087
24,979
19,620
18,532
11,744
5,995
6,869
6,901
12,959
70,403
5,960
550
436
466
2,778
759
399
431
607
1,141
2,267
2,352
2,632
1,229
1,085
636
473
2,509
1,040
103
1,781
3,462
映像・音響関連部品
の生産設備
映像・音響関連部品
の生産設備
エアコン、コンプレッ
サーの生産設備
情報機器及び電化調
理機器の生産設備
記録メディアの生産
設備
ビデオ及び関連機器
の生産設備
家庭電化機器の生産
設備
半導体の研究開発用
設備
本社・寮・社宅・厚
生施設等
研究開発用設備
研究開発用設備
研究開発用設備
販売用設備
情報機器、自動車機
器の生産設備
炊飯機器の生産設備
照明の生産設備
半導体の生産設備
半導体の生産設備
半導体の生産設備
半導体の生産設備
自動車機器の生産設備
映像機器の生産設備
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
ア プ ラ イ ア ン ス
ア プ ラ イ ア ン ス
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
ア プ ラ イ ア ン ス
ＡＶＣネットワーク
ア プ ラ イ ア ン ス
デ バ イ ス
デ バ イ ス
デ バ イ ス
デ バ イ ス
デ バ イ ス
全　　　　　　　社
茨木工場
（大阪府茨木市）
仙台工場
（宮城県名取市）
山形工場
（山形県天童市）
松本工場
（長野県松本市）
草津工場
（滋賀県草津市）
神戸工場
（神戸市西区）
ＡＶＣネットワーク、
ア プ ラ イ ア ン ス
ＡＶＣネットワーク、
ア プ ラ イ ア ン ス、
デバイス、その他
ＡＶＣネットワーク、
ア プ ラ イ ア ン ス、
デバイス、その他
ＡＶＣネットワーク、
ア プ ラ イ ア ン ス、
デバイス、その他
ＡＶＣネットワーク、
ア プ ラ イ ア ン ス、
デバイス、その他
社工場
（兵庫県加東市）
津山工場
（岡山県津山市）
岡山工場
（岡山県岡山市）
奈良工場
（奈良県大和郡山市）
佐江戸工場
（横浜市都筑区）
高槻工場
（大阪府高槻市）
長岡工場
（京都府長岡京市）
新井工場
（新潟県妙高市）
魚津工場
（富山県魚津市）
砺波工場
（富山県砺波市）
プロセス開発センター
（京都市南区）
くらし環境開発センター他
（大阪府守口市）
生産技術研究所他
（大阪府門真市）
先端技術研究所
（京都府相楽郡）
支店・営業所
（札幌市中央区他）
本社部門他
（大阪府門真市他）
事 業 の 種 類 別
セグメントの名称 設 備 の 内 容
従業員数
（人）
帳簿価額（百万円）
建物及び
構 築 物
機械装置
及び備品
土　　地
（面積千㎡） そ の 他 合　　計
平成20年３月31日現在
出所　有価証券報告書
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第22表　松下の国内子会社の主要な設備
平成20年３月31日現在　（２）国内子会社
事業 所 名
（所在地）会　社　名
松下電工(株)
パナソニック　
コミュニケーションズ
(株)
パナホーム(株)
松下プラズマ
ディスプレイ(株)
パナソニック
エレクトロニック
デバイス(株)
本社工場
（大阪府門真市・守口市）
住宅設備機器の生産
設備
制御機器の生産設備
照明器具の生産設備
事務所・研究開発用
設備
情報通信機器及び光
ディスク等の生産設備
住宅システム部材の
生産設備、物流設備
住宅システム部材の
生産設備、物流設備
プラズマディスプレイ
パネル等の生産設備
プラズマディスプレイ
パネル等の生産設備
電子部品の生産設備
電子部品の生産設備
電子部品の生産設備
情報機器の生産設備
配線機器、制御機器、
防災防犯機器の生産
設備
電工・パナホーム
電工・パナホーム
電工・パナホーム
電工・パナホーム
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
電工・パナホーム
電工・パナホーム
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
デバイス
デバイス
デバイス
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
その他
その他
アプライアンス
アプライアンス
デバイス
デバイス
デバイス
デバイス
4,412
5,381
6,336
3,019
3,288
756
599
3,594
1,857
12,046
55,313
3,449
3,144
4,314
5,445
1,665
1,127
2,137
2,420
6,005
1,143
6,799
2,166
1,873
4,444
1,404
7,927
6,183
3,005
438
3,617
127
848
714
2,316
107,668
4,453
6,260
1,013
1,878
1,487
63
694
671
3,126
2,651
11,454
886
46
5,973
607 
(47)
［11］
1,717 
(112)
［11］
－ 
(329)
［329］
88 
(152)
1,649 
(143)
1,984 
(247)
555 
(104)
356 
(157)
5,824 
(328)
2,989 
(131)
895 
(78)
1,284 
(47)
1,409 
(77)
－ 
(－)
37
954
1,566
247
480
313
127
23
43
28
17,410
933
711
65
13
134
－
81
15
611
718
7,223
1,117
－
1,088
6,460
15,979
14,173
7,920
6,190
5,241
1,209
10,289
5,603
14,390
180,391
9,730
11,399
6,801
8,726
5,111
5,307
3,345
3,825
11,182
5,652
31,569
4,382
2,548
13,249
1,972
1,308
946
583
2,211
1,198
292
313
239
759
574
1,630
831
839
372
81
360
921
1,229
1,332
1,931
166
108
津工場
（三重県津市）
伊勢工場
（三重県度会郡）
新潟工場
（新潟県燕市）
本社部門
（福岡市博多区）
熊本工場
（熊本県玉名郡）
新潟工場
（新潟県小千谷市）
本社工場
（滋賀県東近江市）
筑波工場
（茨城県つくばみらい市）
茨木工場
（大阪府茨木市）
尼崎工場
（兵庫県尼崎市）
門真地区工場
（大阪府門真市・守口市）
宇治工場
（京都府宇治市）
大野工場
（岐阜県揖斐郡）
事 業 の 種 類 別
セグメントの名称 設 備 の 内 容
従業員数
（人）
帳簿価額（百万円）
建物及び
構 築 物
機械装置
及び備品
土　　地
（面積千㎡） そ の 他 合　　計
パナソニック　モバイル
コミュニケーションズ
(株)
パナソニック
ファクトリー
ソリューションズ(株)
松下エコシステムズ(株)
松下冷機(株)
本社工場
（横浜市都筑区）
通信機器の生産設備
及び研究開発設備
研究開発設備
実装機の生産設備
実装機の生産設備
住宅用及び業務用空調
システム機器の生産
設備
冷凍・冷蔵機器及び
その部品の生産設備
通信機器の生産設備
1,390 
(122)
1,825 
(107)
4,117 
(16)
433 
(68)
719 
(45)
1,440 
(162)
1,140 
(209)
1,978 
〈480〉
静岡工場
（静岡県掛川市）
ＹＲＰ研究所
（神奈川県横須賀市）
甲府事業所
（山梨県中巨摩郡）
鳥栖事業所
（佐賀県鳥栖市）
春日井地区工場
（愛知県春日井市）
草津工場
（滋賀県草津市）
松下電池工業(株)
電池の生産設備
電池の生産設備
電池の生産設備
電池及び電池応用機
器の生産設備
6,093 
(92)
［3］
213 
(69)
［5］
－ 
〈380〉
629 
(106)
1,744 
(102)
本社・大阪工場
（大阪府守口市）
湘南工場
（神奈川県茅ヶ崎市）
浜名湖工場
（静岡県湖西市）
和歌山工場
（和歌山県紀の川市）
出所　有価証券報告書
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事　業　所　名
（所在地）会　社　名
パナソニック四国
エレクトロニクス(株)
(株)ＩＰＳアルファ
テクノロジ
松下溶接システム(株)
デジタルビデオカメラ
等映像機器の生産設備
ＤＡＴデータストレ
ージ、血糖値センサ
ーの生産設備
機構部品等の生産設
備
血糖値測定システム
の生産設備
液晶パネル等の生産
設備
各種電気製品・部品
の生産設備
溶接・溶接ロボット
関連商品の生産設備
半導体の生産設備
電子部品の生産設備
電子部品の生産設備
販売設備
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
ＡＶＣネットワーク
アプライアンス
その他
デバイス
デバイス
デバイス
1,144
1,950
1,019
707
28,326
2,174
690
2,375
782
2,194
437
733
835
491
549
120,941
4,489
985
4,394
1,525
8,370
138
－
(92)
［92］
1,250 
(104)
［21］
345 
(68)
［11］
770 
(73)
［10］
－ 
(13)
［1］
1,237 
(107)
391 
(60)
336 
(76)
95 
(40)
573 
(136)
97 
(59)
39
12
7
－
9,667
926
2
1,333
419
1,900
－
3,153
3,188
2,090
1,353
158,934
7,925
1,772
9,352
3,071
13,234
575
761
439
454
366
733
540
601
1,178
315
847
3,125
西条工場
（愛媛県西条市）
松山工場
（愛媛県東温市）
大洲工場
（愛媛県大洲市）
ＭＥ脇町製造所
（徳島県美馬市）
（千葉県茂原市）
パナソニック　フォト・
ライティング(株) （大阪府高槻市他）
（大阪府豊中市）
パナソニック半導体
ディスクリート
デバイス（株）
（京都市右京区他）
パナソニック
エレクトロニック
デバイス松江(株)
（島根県松江市他）
パナソニック
エレクトロニック
デバイス福井(株)
（福井県福井市他）
パナソニック
コンシューマー
マーケティング(株)
（大阪市北区他）
ＡＶＣネットワーク、
ア プ ラ イ ア ン ス、
デバイス、その他
事業の種類別
セグメントの名称 設備の内容
従業員数
（人）
帳簿価額（百万円）
建物及び
構築物
機械装置
及び備品
土　　地
（面積千㎡） その他 合　　計
（注）　松下プラズマディスプレイ(株)茨木工場は、提出会社から土地52千㎡を賃借しています。
出所　有価証券報告書
アンス、デバイス、その他の「支店・営業所（札幌市）」、従業員10位が1,141人のアプラ
イアンスの「奈良工場」等である。
第22表のように国内子会社のうち設備投資上位５社は①位「松下プラズマディスプレイ
尼崎工場」のＡＶＣネットワークで1,589億百万円、②位「松下電池工業」の「本社大阪
工場」でデバイスの315億69百万円、③位「松下電工の津工場」で電工・パナホームで159
億79百万円、④位「松下プラズマディプレイ」の「茨木工場」でＡＶＣネットワークの
143億９千万円、⑤位「松下電工」の「伊勢工場」で電工・パナホームの141億73百万円で
ある。
従業員の多い上位３位は①位「パナソニックコンシューマーマケテイグ㈱」で3,125人、
②位「パナソニックコミュニケーションズの本社部門」のＡＶＣネットワークの2,211人、
③位が「パナソニックモバイルコミュニケーションズ㈱」のＡＶＣネットワークで1,978
人等である。
第23表は在外子会社の設備投資、従業員である。
主要な在外子会社は18社開示している。国別の設備投資の規模の５位までの順位は１位
「中国」の６社あり、設備投資額638億31百万円の従業員２位の12,333人である。２位が
「シンガポール」の３社であり267億92百万円で、従業員３位の9,620人、３位が「アメリ
カ」であり、３社あり222億69百万円の従業員１位の15,051人である。４位は「チェコ」
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第23表　松下の在外子会社の主要な設備
平成20年３月31日現在
会　社　名
（所在地）
パナソニック　ノースアメリカ(株)
（アメリカ　ニュージャージー）
パナソニック　アビオニクス(株)
（アメリカ　カリフォルニア）
パナソニック　イギリス(株)
（イギリス　バーク）
パナソニック　台湾(株)
（台湾　中和市）
パナソニック冷機デバイス　
シンガポール(株)
（シンガポール）
パナソニック半導体アジア(株)
（シンガポール）
パナソニック四国エレクトロニクス
シンガポール(株)
（シンガポール）
パナソニック　エレクトロニック
デバイスマレーシア(株)
（マレーシア　セランゴール）
パナソニック
プラズマディスプレイ上海(有)
（中国　上海市）
パナソニック　ＨＡ杭州(有)
（中国　杭州市）
パナソニック半導体蘇州(有)
（中国　蘇州市）
パナソニックＨＡエアコン広州(有)
（中国　広州市）
パナソニック　チャイナ(有)
（中国　北京市）
パナソニック・
万宝コンプレッサー広州(有)
（中国　広州市）
パナソニック　ブラジル(有)
（ブラジル　サン・パウロ）
パナソニック　エレクトロニック
デバイス　アメリカ(株)
（アメリカ　テネシー）
パナソニックＡＶＣネットワークス
チェコ(有)
（チェコ　プルゼニ）
パナソニック　エレクトロニック
デバイス　ヨーロッパ(有)
（ドイツ　ルーエンブルグ）
各種電気製品の生産
及び販売設備
各種電気製品の生産
及び販売設備
プラズマテレビ、液
晶テレビの生産設備
電子部品等の生産設
備
各種電気製品の生産
及び販売設備
冷凍・冷蔵機器及び
その部品の生産設備
航空機ＡＶの生産設
備
電子部品等の生産設
備
販売設備
半導体の生産設備
流体軸受モーターの
生産設備
電子部品等の生産設
備
コンプレッサーの生
産設備
ＰＤＰ完成品及びモ
ジュール等の生産
設備
エアコン用コンプレ
ッサー、ドラム式洗
濯機等の生産設備
半導体の生産設備
エアコン関連製品の
生産設備
販売設備・管理業務
用設備
ＡＶＣネットワーク、
アプライアンス、デ
バイス、その他
ＡＶＣネットワーク、
アプライアンス、デ
バイス、その他
ＡＶＣネットワーク、
アプライアンス、デ
バイス、その他
ＡＶＣネットワーク、
アプライアンス、デ
バイス、その他
ＡＶＣネットワーク、
アプライアンス、デ
バイス、その他
ＡＶＣネットワーク
デバイス
ＡＶＣネットワーク
デバイス
アプライアンス
デバイス
ＡＶＣネットワーク
デバイス
アプライアンス
ＡＶＣネットワーク
アプライアンス
デバイス
アプライアンス
5,516
742
1,610
612
6,849
1,277
1,863
552
1,008
3,322
944
2,589
3,821
392
4,996
1,903
1,967
－
4,857
4,507
905
2,015
6,988
1,797
422
2,452
3,435
5,959
7,461
4,360
12,075
10,911
10,243
9,664
5,853
523
－ 
(251)
［251］
－ 
(126)
［126］
380 
(43)
［11］
－ 
(56)
［56］
200 
(158)
［158］
－ 
(131)
［131］
－ 
(82)
［82］
－ 
(146)
［146］
346 
(558)
72 
(370)
312 
(166)
85 
(127)
3,104 
(30)
624 
(115)
56
(105)
1,439 
(785)
－ 
(101)
［101］
－ 
(－)
1,140
755
434
206
816
97
－
11
2,913
1,052
262
390
－
157
478
629
200
19
12,970
6,004
3,295
2,905
14,965
3,256
5,389
3,639
7,412
10,713
8,667
7,539
15,896
11,460
15,717
12,196
8,020
542
10,698
2,113
2,240
1,566
1,940
1,615
397
1,466
1,015
1,434
7,271
2,996
3,484
1,298
1,098
2,899
1,725
1,829
事業の種類別
セグメントの名称 設備の内容
従業員数
（人）
帳簿価額（百万円）
建物及び
構築物
機械装置
及び備品
土　　地
（面積千㎡）
その他 合　　計
（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれていません。
　　　２　現在休止中の主要な設備はありません。
　　　３　土地の一部を連結会社以外から賃借しています。
　　　　　賃借している土地の面積については、［　］で外書きしています。
　　　４　一部の事業所は、関係会社に貸与されています。
　　　　　貸与されている事業所については、貸与先の従業員数を〈　〉で表示しています。
（３）在外子会社
出所　有価証券報告書
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の１社でありＡＶＣネットワークで149億65百万円の従業員1,940人である。５位が「マレ
ーシェア」の１社でデバイスで75億39百万円を投じ従業員2,996人であった。
会社別設備投資上位５位までをみる。
１位「中国パナソニック・万宝コンプレッサー広州㈲」でアプライアンスで158億96百
万円、従業員3,484人、２位「中国のパナソニックＨＡ抗州㈲」でアプライアンスで157億
17百万円で1,098人、３位は「チェコでパナソニックＡＶＣネットワークチェコ」で149億
65百万円の従業員1,940人である。４位がアメリカの「パナソニックノースアメリカ」の
ＡＶＣネットワーク、アプライアンス、デバイス、その他で129億７千万円で従業員が１
番多く10,698人である。５位が中国で「パナソニック半導体蘇州㈲」のデバイスで121億
96百万円の従業員2,899人を容している。
（３）ソニーと松下の設備投資の比較
①ソニーの設備投資の帳簿残高は１兆2,433億49百万円であり、松下のそれは１兆7,573
億73百万円とソニーよりも若干多い。ソニーの内訳はエレクトロニクスが78.72％を占め
9,787億77百万円と圧倒的であり、電機産業に分類される所以である。従業員も85.48％を
占め圧倒的である。松下には内訳表示はない。
②今年度の設備投資を比較すると、ソニーは3,357億26百万円で、内訳はエレクトロニ
クスに91.35％を占める3,066億92百万円を集中投資をした。松下のそれはソニーより１千
億円以上多い4,493億48百万円で、伸びも7.4％であった。内訳はＡＶＣネットワークが
46.66％伸び、39.1％の2,096億63百万円、デバイスが30.19％、伸び0.5％で1,356億54百万円、
アプライアンスが10.46％、伸び△1.9％の470億１百万円他であったので、ＡＶＣネットワ
ークに多くの力を入れているがソニーのエレクトロニクスから比べれば分類的には分散的
平均的投資といえよう。
③来年度の投資計画を比較すると、ソニーは4,300億円を計画し、内エレクトロニクス
に前年より多い88.37％を占め3,800億円である。それ以外の分野は100億円前後である。こ
れに対して松下は5,300億円（伸17.9％増）も計画し、内訳はＡＶＣネットワークが49.81％
と集中し2,640億円、デバイスが27.92％の1,480億円、アプライアンスが9.25％の490億円他
で、３分野に集中していると解される。
④提出会社の設備投資の規模であるが、ソニーは都内を中心に８事業所を有し、計算す
ると1,450億91百万円である。代表は「厚木テクノロジーセンター」の619億94百万円の従
業員5,401人、２番目が「本社」で307億22百万円の4,624人他である。
松下は23事業所をもち、ＡＶＣネットワーク13、アプライアンス９、デバイス９となっ
ており総額計算によればソニーの倍以上の2,901億19百万円である。内訳は１位「本社部
門」の704億３百万円の従業員3,462人、２位が「新井工場」の249億79百万円の1,229人他
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第24表　ソニーの連結子会社
４【関係会社の状況】
（１）連結子会社
名　　称 住　　所 資本金（百万円） 主な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）
関　係　内　容
当社製品の国内における販売会社です。
役員の兼任等……無
製品を当社および当社の子会社へ納入し
ています。
当社所有の土地・建物の一部を工場用と
して賃借しています。
当社の賃借建物の一部を工場用として転
借しています。
役員の兼任等……有
当社製品の製造・販売会社です。
役員の兼任等……有
製品を当社の子会社へ納入しています。
当社の賃借建物の一部を事務所用として
転借しています。
役員の兼任等……有
（株）アビックグループ 東京都杉並区 100 エレクトロニクス
エレクトロニクス
エレクトロニクス
エレクトロニクス
そ　の　他
金　　　融
エレクトロニクス
エレクトロニクス
ゲ　ー　ム
エレクトロニクス
金　　　融
エレクトロニクス
金　　　融
金　　　融
金　　　融
そ　の　他
エレクトロニクス
（100.0）
100.0
役員の兼任等……有
役員の兼任等……有
当社所有の土地・建物の一部を事務所用
として賃借しています。
当社の賃借建物の一部を事務所用として
転借しています。
役員の兼任等……有
製品を当社および当社の子会社へ納入し
ています。
当社所有の土地・建物の一部を工場用と
して賃借しています。
当社の賃借建物の一部を事務所用として
転借しています。
役員の兼任等……有
当社より製品を仕入れています。
当社の賃借建物の一部を事務所用として
転借しています。
役員の兼任等……有
当社製部品を当社より仕入れるとともに、
海外関係会社製の製品・部品を当社へ納
入しています。
役員の兼任等……有
当社所有の土地の一部を事務所用として
賃借しています。
当社の賃借建物の一部を事務所用として
転借しています。
当社へ所有建物の一部を事務所用として
賃貸しています。
役員の兼任等……有
製品を当社および当社の子会社へ納入し
ています。
当社所有の土地・建物・製造設備の一部
を工場用として賃借しています。
役員の兼任等……有
役員の兼任等……有
電子計算機等を当社へリースしています。
資金援助（貸付金）……有
役員の兼任等……有
役員の兼任等……有
役員の兼任等……有
当社製品の製造・販売会社です。
役員の兼任等……有
ソニーイーエムシーエス
（株）＊３
ソニーエナジー・デバイス
（株）
ソニーＮＥＣオプティアーク
（株）
ソニー企業（株）
ソニー銀行（株）＊６
ソニーグローバルソリュー
ションズ（株）
ソニーケミカル＆インフォ
メーションデバイス（株）
（株）ソニー・コンピュー
タエンタテイメント
ソニーサプライチェーン
ソリューション（株）
ソニー生命保険（株）
＊３、６
ソニーセミコンダクタ
九州（株）＊３
ソニー損害保険（株）＊６
（株）ソニーファイナン
スインターナショナル
ソニーファイナンシャル
ホールディングス（株）
＊４、５、６
（株）ソニー放送メディア
ソニーマニュファクチュ
アリングシステムズ（株）
東京都港区
福島県郡山市
東京都品川区
東京都中央区
東京都港区
東京都品川区
東京都品川区
東京都港区
東京都大田区
東京都港区
福岡県福岡市
早良区
東京都大田区
東京都港区
東京都港区
東京都港区
埼玉県久喜市
6,741
2,200
1,490
8,500
25,000
100
5,480
1,933
1,550
65,000
24,250
20,000
4,867
19,900
100
4,640
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
60.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
55.0
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名　　称 住　　所 資本金（百万円） 主な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）
関　係　内　容
当社製品の国内における販売会社です。
当社所有の建物の一部を事務所用として
賃借しています。
当社の賃借建物の一部を事務所用として
転借しています。
役員の兼任等……有
役員の兼任等……有
役員の兼任等……無
役員の兼任等……無
役員の兼任等……有
（株）ソニー・ミュージッ
クエンタテインメント
（株）ソニー・ミュージッ
クディストリビューション
（株）ソニー・ミュージッ
クマニュファクチュアリング
（株）ソニー・ミュージッ
クコミュニケーションズ
製品を当社に納入しています。
当社へ所有建物の一部を工場用として賃
借しています。
役員の兼任等……有
役員の兼任等……有
当社製品の広告宣伝の一部を請け負って
います。
役員の兼任等……有
役員の兼任等……無
役員の兼任等……無
役員の兼任等……無
役員の兼任等……無
役員の兼任等……有
役員の兼任等……無
役員の兼任等……無
役員の兼任等……無
役員の兼任等……無
役員の兼任等……無
ソニーマーケティング
（株）
ソニーモバイルディスプ
レイ（株）＊７
ソネットエンタテインメ
ント（株）＊４
（株）フロンテッジ
Califon Productions, Inc.
Columbia Pictures
Industries, Inc.
CPE Holdings, Inc.
CPT Holdings, Inc.
C3D Corp.
Jeopardy Productions, Inc.
LEP Holdings, Inc.
Lot, Inc.
PEP Communications
Quadra Productions, Inc.
東京都港区
東京都千代田区
東京都新宿区
東京都千代田区
静岡県榛原郡
吉田町
愛知県知多郡
東浦町
東京都品川区
東京都港区
アメリカ
カリフォルニア
アメリカ
カリフォルニア
アメリカ
カリフォルニア
アメリカ
デラウェア
アメリカ
デラウェア
アメリカ
デラウェア
アメリカ
デラウェア
アメリカ
デラウェア
アメリカ
デラウェア
アメリカ
デラウェア
8,000 100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
100.0
86.0
（12.6）
58.2
60.0
100.0100
480
480
480
23,100
7,965
100
米ドル
1
米ドル
101
米ドル
1
米ドル
1
米ドル
154
米ドル
1
米ドル
1,000
米ドル
100
米ドル
1
米ドル
1
エレクトロニクス
そ　の　他
そ　の　他
そ　の　他
エレクトロニクス
エレクトロニクス
そ　の　他
そ　の　他
映　　　画
映　　　画
映　　　画
映　　　画
そ　の　他
映　　　画
映　　　画
映　　　画
映　　　画
映　　　画
他956社
出所　有価証券報告書
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第25表　ソニーの持分法適用関連会社
（２）持分法適用関連会社
名　　称 住　　所 資本金（百万円） 主な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）
関　係　内　容
当社および当社の子会社の製品・部品を
当社および当社の子会社より仕入れると
ともに、部品を当社の子会社へ納入して
います。
役員の兼任等……無
役員の兼任等……有
役員の兼任等……有
役員の兼任等……有
役員の兼任等……有
役員の兼任等……有
当社の子会社へ部品を納入しています。
役員の兼任等……有
当社の子会社より製品を仕入れています。
当社の子会社の賃借建物の一部を事務所
用として転借しています。
役員の兼任等……無
当社の子会社より製品を仕入れています。
役員の兼任等……無
共新テクノソニック（株）
＊４
（株）スターチャンネル
ビットワレット（株）
MGM Holdings, Inc.
S-LCD Corporation
SONY BMG
MANAGEMENT CO., LLC
SONY BMG MUSIC
ENTERTAINMENT
SONY BMG MUSIC
ENTERTAINMENT BV
Sony Ericsson Mobile
Communications AB
その他54社
東京都品川区
東京都港区
東京都品川区
アメリカ
デラウェア
アメリカ
デラウェア
アメリカ
デラウェア
韓国忠清南道
牙山市
オランダ
フィアーネン
スウェーデン
ルンド
1,433
2,000
36,373
千米ドル
5,304
百万韓国ウォン
3,500,000
－
－
ユーロ
54,758
千ユーロ
100,000
エレクトロニクス （2.0）
30.5
そ　の　他 （17.8）17.8
金　　　融 （21.0）34.0
映　　　画 （45.0）45.0
エレクトロニクス （50.0）50.0
そ　の　他
そ　の　他
（50.0）
50.0
（50.0）
50.0
そ　の　他 （50.0）50.0
エレクトロニクス 50.0
（注）　１　「主な事業の内容」には、事業の業種別セグメントの名称を記載しています。
　　　　２　議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内書です。
　　　＊３　特定子会社に該当します。
　　　＊４　有価証券報告書を提出しています。
　　　＊５　ソニーファイナンシャルホールディングス（株）は、2007年10月11日に東京証券取引所市場第一部へ上場
　　　　　　しました。
　　　＊６　当社はソニーファイナンシャルホールディングス（株）の株式を60％保有しています。ソニーファイナン
　　　　　　シャルホールディングス（株）は、ソニー銀行（株）、ソニー生命保険（株）、ソニー損害保険（株）の
　　　　　　株式をそれぞれ100％保有しています。
　　　＊７　2007年12月１日付けで、エスティ・エルシーディ（株）とエスティ・モバイルディスプレイ（株）が会社
　　　　　　統合を行い、社名をソニーモバイルディスプレイ（株）としました。
　　　　８　Sony Berlin GmbH は、BE-ST Bellevuestrasse Development GmbH & Co. First Real Estate KG を吸収合併後、
　　　　　　2008年３月27日付けで、売却により連結子会社から除外されました。
　　　＊９　2007年４月１日付けで、SEL Holdings Inc. は、Sony Magnetic Products Inc. of America と合併し、
　　　　　　Sony Magnetic Products Inc. of America は、Sony Electronics Inc. を存続会社として合併しました。
　　　＊10　Sony Electronics Inc. については売上高（連結会社間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が
　　　　　　10％を超えています。主要な損益情報等は以下のとおりです。
Sony Electronics Inc.
主要な損益情報等
売上高
（百万円）
税引前当期
純利益・損失（△）
（百万円）
当期純利益・
損失（△）
（百万円）
純資産額
（百万円）
総資産額
（百万円）
1,466,273 △17,446 △11,956 130,055 422,226
出所　有価証券報告書
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第26表　松下の連結子会社
４【関係会社の状況】
（１）連結子会社
名　　　称 住　所 資本金（百万円） 主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）
関　係　内　容
役員の
兼任等 貸付金 営業上の取引
摘要
平成20年３月31日現在
照明器具、情報機械、電器、
住宅建材、電子材料及び制
御機器の製造販売
当社製品の販売並び
に材料・商品の供給
＊１
＊２
＊７
（株）ＩＰＳアルファテクノロジ 液晶パネルの製造販売 当社製品の製造
当社製品の製造販売
当社製品の製造 ＊１
当社製品の製造
当社製品の製造
当社製品の製造
当社製品の製造
当社製品の製造
当社製品の製造
当社製品の製造
当社製品の製造
当社製品の製造
当社製品の製造販売
当社製品等の製造販
売
＊１
＊６
プラズマテレビ、モジュー
ル等の製造販売
固定通信関連機器（ドキュ
メント関連を含む）の製造
販売
住宅の製造・施工販売、分
譲住宅・宅地の販売、資産
活用事業、リフォーム事業
当社製品の販売、並
びに材料の購入
電気・電子機器、電子部品、
電子材料、電子機械器具の
製造販売
当社製品・生産用部
品の製造
携帯電話端末事業、ネット
ワーク事業に関連する機器
の製造販売
回路形成、実装システム等
生産システムの製造販売
環境システム事業関連機器
の製造販売
冷蔵庫、自動販売機、冷蔵
庫用コンプレッサー、冷熱
部品等の製造販売
一次電池、二次電池、充電
器、電池応用機器、電池部
材等の製造販売
ブラウン管事業の製造販売大阪府高槻市ＭＴ映像ディスプレイ（株）
ヘルスケア機器、映像機器、
デバイス機器製品の製造販売
制御機器の製造販売
半導体・電子部品の製造 当社製品・生産用部品の製造
倉庫業並びに運送業 当社製品の運送並びに保管
情報システムの設計、開発、
管理、運営、販売
当社に対する情報処
理サービスの提供
各種電気製品・部品の製造 当社製品・生産用部品の製造
当社製品・生産用部
品の製造
当社製品の卸販売 当社製品の販売
当社製品の販売
半導体・電子部品等の製造
溶接・溶接ロボット関連商
品の製造販売
当社製品の卸販売
当社製品の販売当社製品の卸販売
当社製品の販売当社製品の卸販売
当社製品の販売当社製品の卸販売
電子部品等の製造
電子部品等の製造
システム構築、ソフト開発、
電気通信設備の工事設計・
施工
当社に対するＩＴ
サービスの提供
当社に対するＩＴ
サービスの提供
システム導入コンサルティ
ング
松下電工（株）
松下プラズマディスプレイ
（株）
パナソニック　コミュニ
ケーションズ（株）
パナホーム（株）
パナソニック　エレクトロ
ニックデバイス（株）
パナソニック　モバイルコ
ミュニケーションズ（株）
パナソニック　ファクト
リーソリューションズ（株）
松下エコシステムズ（株）
松下冷機（株）
松下電池工業（株）
パナソニック四国エレクト
ロニクス（株）
サンクス（株）
パナソニック半導体ディス
クリートデバイス（株）
松下ロジスティクス（株）
松下電工インフォメーショ
ンシステムズ（株）
パナソニック　フォト・ラ
イティング（株）
パナソニック　コンシュー
マーマーケティング（株）
パナソニック半導体オプト
デバイス（株）
松下溶接システム（株）
パナソニック　インダスト
リーセールス（株）
パナソニック　エレクトロ
ニックデバイス福井（株）
パナソニック　エレクトロ
ニックデバイス松江（株）
パナソニック　カーエレク
トロニクス（株）
パナソニックＳＳエンジニ
アリング（株）
パナソニックＣＣソリュー
ションズ（株）
パナソニックＳＳマーケ
ティング（株）
パナソニック　テレコム
（株）
大阪府
門真市
千葉県
茂原市
大阪府
茨木市
福岡市
博多区
大阪府
豊中市
大阪府
門真市
横浜市
都筑区
大阪府
門真市
愛知県
春日井市
滋賀県
草津市
大阪府
守口市
愛知県
東温市
愛知県
春日井市
京都市
右京区
大阪府
摂津市
大阪市
北区
大阪府
高槻市
大阪市
北区
鹿児島県
日置市
大阪府
豊中市
東京都
中央区
福井県
福井市
島根県
松江市
東京都
品川区
横浜市
港北区
東京都
新宿区
東京都
目黒区
東京都
港区
148,513
50,225
35,600
29,845
28,375
23,012
22,856
15,000
12,092
11,942
10,500
10,000
7,907
3,155
2,700
1,800
1,040
1,000
1,000
500
450
300
240
200
182
170
65
30
10
52.1
44.9
75.0
100.0
54.6
（27.3）
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
51.7
（51.7）
100.0
100.0
63.8
（63.8）
100.0
99.7
100.0
100.0
100.0
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
100.0
（100.0）
82.9
100.0
100.0
有
有
有
有
有
有
有
有
有
有
＊１
＊１
＊８
＊３
＊２
＊２
＊１
＊３
＊１
＊２
他526社
出所　有価証券報告書
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第27表　松下の持分法適用関連会社
名　　　称
日本ビクター
（株）
住信・松下フィナ
ンシャルサービス
（株）
東芝松下ディスプ
レイテクノロジー
（株）
＃
ミネベアモータ
（株）
アドコアテック
（株）
日本オーチス・エ
レベータ（株）
パナソニックＥＶ
エナジー（株）
（株）日本クライ
メイトシステムズ
（株）三社電機製
作所
宮田工業（株）
中国華録・パナソ
ニックＡＶＣネッ
トワークス（有）
その他　128社
住　所
横浜市
神奈川区
大阪市
北区
東京都
港区
東京都
目黒区
神奈川県
横須賀市
東京都
中央区
静岡県
湖西市
広島県
東広島市
大阪市
東淀川区
神奈川県
茅ヶ崎市
中国
大連市
（２）持分法適用関連会社 平成20年３月31日現在
ＡＶ関連の民生用
・業務用機器、磁
気テープ・ディス
ク等の製造販売
総合金融サービス
業
液晶デバイスの製
造販売
ファンモーター・
振動モーター等の
製造
携帯電話向け通信
プラットフォーム
の開発、ライセン
ス販売、保守サー
ビス、システム評
価等
エレベーター・エ
スカレーター等の
製造販売、取付、
保守、修理及び点
検
ハイブリッド車用
電池パック等の製
造販売
自動車用エアコン
ディショナーシス
テムの設計、開発、
製造販売
半導体素子、電源
機器及び電子機器
の製造販売
自転車及び防災機
器・設備の製造販
売
ビデオ・ビデオＣ
Ｄ・ＤＶＤ等の製
造販売
百万円
51,615
37.0
（0.04）
20,520
10,000
10,000
6,000
4,364
3,000
3,000
2,264
1,428
百万
ＲＭＢ　1,403
資　本　金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）
役員の
兼任等 貸付金
関係内容
営業上の取引
摘要
（注）１　議決権の所有割合欄の（　）内数字は、間接所有割合（内数）です。
　　　２　役員の兼任等については上記以外に、ほとんどの連結子会社及び持分法摘要関連会社において当社従業員による役員の兼任等があ
　　　　　ります。
　　　３　＊１：特定子会社に該当しています。
　　　４　＊２：有価証券報告書を提出しています。
　　　５　＊３：重要な債務超過会社。債務超過の額は平成20年３月31日現在で以下のとおりです。
　　　　　　　　ＭＴ映像ディスプレイ（株）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　61,583百万円
　　　　　　　　パナソニック　エレクトロニックデバイス松江（株）　　　　　　　　　　　　　　　　　10,424百万円
　　　６　＊４：議決権の所有割合は18.8％ですが、米国会計原則審議会意見書第18号「持分法による普通株式投資の会計」に従い、持分法
　　　　　　　　適用関連会社としたものです。
　　　７　＊５：議決権の所有割合は51.0％ですが、合弁契約の条項に寄り実質的支配権の要件を満たさないため、持分法適用関連会社とし
　　　　　　　　たものです。
　　　８　＊６：米国財務会計基準審議会解釈指針第46号（平成15年12月改定）「変動持分事業体の連結」に従い、平成20年３月31日から連
　　　　　　　　結子会社としたものです。
　　　９　＊７：松下電工（株）については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えていま
　　　　　　　　すが、当該子会社は有価証券報告書提出会社であるため、損益情報等の記載を省略しています。
　　　10　＊８：平成20年４月１日付で当社が吸収合併しています。
　　　11　＃は下記表のとおり、社名変更したものです。
旧　　名　　称
ミネベア・松下モータ（株） ミネベアモータ（株）
新　　名　　称
有
有
有
＊２
＊４
＊２
＊２
＊５
当社使用部品
の製造及び材
料の購入
当社製品のリ
ース業務・ク
レジット販売
当社製品等の
製造販売
当社製品等の
製造販売
当社製品等の
製造販売
当社使用部品
の製造
当社製品等の
研究開発
当社製品の供
給
当社製品の製
造
当社製品の製
造
当社製品の中
国における製
造販売
34.0
40.0
40.0
44.2
（32.5）
18.8
40.0
（4.0）
33.3
26.6
40.7
51.0
（25.0）
出所　有価証券報告書
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第28表　ソニーの連単倍率 （単位　百万円、倍）
2003年
３月31日
2004年
３月31日
2005年
３月31日
2006年
３月31日
2007年
３月31日
2008年
３月31日 伸び率
2008年
対
2003年
出所　「有価証券報告書」より作表
（連結決算）
売上高および営業収入
営業利益
税引前利益
当期純利益
総資本（総資産）
従業員数
連結子会社
持分法適用会社
単独決算
売上高
営業利益
税引前利益
当期純利益
総資本（総資産）
従業員数
連結決算／単独決算
売上高
営業利益
税引前利益
当期純利益
総資本（総資産）
従業員数
7,473,633
185,440
247,621
115,519
8,370,545
161,100
1,035
84
2,526,264
△136,644
△43,457
△4,868
3,529,749
17,159
2.96倍
－
－
－
2.37
9.39
7,496,391
98,902
144,067
88,511
9,090,662
162,000
1,048
66
2,814,577
△139,709
△152,151
△98,530
3,695,642
17,627
2.66倍
－
－
－
2.46
9.19
7,159,616
113,919
157,207
163,838
9,499,100
151,400
913
56
2,895,413
△64,622
89,890
56,656
3,684,545
15,851
2.47倍
－
1.75
2.89
2.58
9.57
7,475,436
161,255
286,329
123,616
10,607,753
158,500
936
58
3,179,579
△15,590
55,079
34,478
3,654,062
16,194
2.35倍
－
5.19
3.59
2.90
9.79
8,295,695
71,750
102,037
126,328
11,716,362
163,000
998
62
4,013,101
141,971
172,447
119,630
3,909,190
16,632
2.07倍
0.51
0.59
1.06
3.00
9.80
8,871,414
374,482
466,317
369,435
12,552,739
180,500
1030
63
4,513,121
140,209
534,482
401,850
4,426,477
17,555
1.97倍
2.67
0.87
0.92
2.84
10.28
6.94
421.93
357.01
192.44
7.14
10.74
3.21
1.61
12.46
△1.24
209.94
233.71
13.23
5.55
△4.83
423.53
47.46
△13.21
△5.33
4.90
1.19
2.02
1.88
3.20
1.50
1.12
1.0
0.75
1.79
△1.02
△12.30
△82.55
1.25
1.02
0.67
－
－
－
1.20
1.09
である。従業員は１位「門真工場」の5,960人、２位「草津工場」の2,778人他である。
⑤主要国内子会社の比較をすれば、ソニーは全国に９社にすぎない。
松下は全国に18社36事業所を持ち、特に国内に生産の重点があることがわかる。
⑥主要在外子会社をみるとソニーは10社12事業所でほぼエレクトロニクスを中心に、ア
メリカを中心に中国等の７か国に分在している。
松下は18会社で、中国を中心にシンガポール、アメリカ等９か国に分散している。
Ⅴ　連結財務諸表の分析
（１）連結（米基準）と単独（日本基準）の決算比較
①ソニー（第28表）
第28表のように、先ずソニーの連単倍率を分析する。
売上高の連単倍率は2008年３月は過去最低の1.97倍であった。これは連結８兆8,714億14
百万円の伸び6.94％より、単独の過去最高額の４兆5,131億21百万円の伸び12.46％が高かっ
たことによる。
2003年３月の2.96倍が最高であり、それ以降低下傾向を示している。このことは単独の
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伸びが著しく、減収はみられないことと、連結の減収期（2005年３月）と停滞期（2006年
３月）であったことによるもので、子会社の収益が単独ほど大きく伸びていないことを示
しているともいえる。
営業利益については連結は変動しているものの黒字であり、単独では2003年３月から
2006年３月まで４期連結赤字であって倍率はでない。2007年３月より黒字化し、2008年の
今期には2.67倍と６年比最高を示した。これは連結の営業利益が最高の3,744億82百万円
（伸421.93％）もあったからである。
税引前利益の連単倍率は2005年３月より計上でき、2006年には最高の5.19倍を示した。
今期2008年３月は前期に続き１倍も届かず0.87倍で、単独が連結を上回っており、小会社
が業績が悪くなっている状況である。
当期純利益の連単も2003年、2004年と単独が税引前利益と同様２期赤字であった。その
後３年間は連結額が上回ったが、2008年３月には0.92倍と連結を下回ったことで、1,029社
の子会社が親会社の利益に届かず、親の利益をくいつぶす結果となっている。
総資本の連単倍率は５年間２倍強と上昇傾向を示し、2007年３月には最高の３倍となっ
たが、今期2008年３月には2.84倍と初めて下った。これは連結が12兆5,527億39百万円と最
高を示したが、単独も最高で４兆4,264億77百万円の伸び13.23％と連結の伸び7.14％を上回
ったことによる。
従業員については2005年より毎年上昇傾向を示し、９倍台から今期10.28倍を示した。
これは2001年３月以来の18万人台に増員し、前期より17,500人を増やし（伸び10.74％）た
ことと、親会社も2004年３月より17千人台として今期は前期より923人増やし17,555人と
したが、伸びは5.55％の連結には及ばなかったことによる。この比率が他より断然大きい
のは、親子間で相殺できないこと、連結子会社数が前期より32社も増え1,030社としたこ
と、設備投資による配置人数の増大によるものと思われる。
②松下の連単倍率（第29表）
売上高の連単倍率においては過去最高は2005年３月の2.10倍であった。今期は前期の
1.92倍より下げて1.87倍とした。これは連結の売上高が△0.43％減って９兆689億28百万円
になったのに対して、単独では2.43％増加して４兆8,622億２千万円を計上したことによる。
2004年以降1.8倍以上で推移している。
営業利益の最高は６年比で2004年３月の4.16倍である。今期は前期の3.24倍より高く3.91
倍であった。単独が△6.49％減少したのに、連結が13.04％上昇し5,194億81百万円としたこ
とによる。2005年３月より３倍以上を維持している。
税引前利益は今期が６年比最高の3.24倍であった。単独が△23.63％も減少し、連結の△
0.95％の減少を上回ったことによる。単独の税引前利益の変動幅が大きいが、近年やや安
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第29表　松下の連結と単独の決算比較 （単位　百万円、倍）
2003年
３月31日
2004年
３月31日
2005年
３月31日
2006年
３月31日
2007年
３月31日
2008年
３月31日前年より
の伸び率
前年より
の伸び率
2008年
対
2003年
（倍）
出所　「有価証券報告書」より作表
（連結決算）
売上高
営業利益
税引前利益
当期純利益
総資本（総資産）
従業員数
連結子会社
持分法適用会社
（単独決算）
売上高
営業利益
税引前利益
当期純利益
総資本（総資産）
従業員数
（連結決算／単独決算）
売上高
営業利益
税引前利益
当期純利益
総資本（総資産）
従業員数
7,401,714
126,571
68,916
△19,453
7,834,693
288,324
384
48
4,237,869
52,884
88,566
28,828
5,062,813
52,376
1.75
2.39
0.12
－
1.55
5.50
7,479,744
195,492
170,822
42,145
7,438,012
290,493
372
59
4,081,485
46,993
84,069
59,499
5,217,934
51,340
1.83
4.16
2.03
0.71
1.43
5.66
8,713,636
308,494
246,913
58,481
8,056,881
334,752
628
66
4,145,654
88,393
107,198
73,453
4,920,540
47,867
2.10
3.49
2.30
0.80
1.64
6.99
8,894,329
414,273
371,312
154,410
7,964,640
334,402
638
67
4,472,579
123,218
△2,667
20,445
4,991,261
45,668
1.88
3.36
－
7.55
1.60
7.32
9,108,170
459,541
439,144
218,185
7,896,958
328,645
653
71
4,746,868
141,989
175,860
77,057
4,816,679
44,932
1.92
3.24
2.78
2.70
1.64
7.31
9,068,928
519,481
434,993
281,877
7,443,614
305,828
555
139
4,862,220
132,772
134,364
100,300
4,604,441
42,728
1.87
3.91
3.24
2.81
1.62
7.16
△0.43
13.04
△0.95
29.19
△5.74
△6.94
△15.01
95.77
2.43
△6.49
△23.63
30.16
△4.41
△4.91
△2.6
20.68
16.55
4.07
△1.22
△2.05
2.40
10.93
18.27
41.30
△0.85
△1.72
2.35
5.97
6.13
15.23
－
276.90
△3.50
△1.61
2.13
△3.57
0.72
2.48
△7.87
1.32
1.23
4.10
6.31
－
0.95
1.06
1.44
2.90
1.15
2.51
1.52
3.48
0.91
0.82
1.07
1.64
2.89
－
1.05
30.18
定してきている。
当期純利益は６年比最高が2006年３月の7.55倍であるが、これは10年比でも最小の単独
の204億45百万円であった要因が大きい。今期は前期より高く2.81倍である。税引前と同
様利益であるがゆえに変動が大きくなっている。
総資本は今期単独親会社も△4.41％減少の４兆6,044億41百万円と資産の圧縮をしたが、
それ以上に連結は△5.74％も圧縮し７兆4,436億14百万円とした結果、倍率は前期より下げ
て1.62倍である。近年４年間1.6倍強と安定している。10年間最高は1999年の1.93倍であっ
た。
従業員については連結が前期より22,817人の△6.94％も減少させ305,828人とし、単独の
減少2,204人の△4.91％の42,728人を上回ったため前期より下げて7.16倍とした。2006年よ
り７倍以上となっている。
③ソニーと松下の比較
売上高　ソニーは2003年３月の2.96倍から今期1.97倍に約１倍も逓減しているのに対し
て松下は1.6倍から２倍強を経て1.87倍としている。結果ソニーのほうが倍率は高く、連結
が比較的大きいこと、親会社が松下より相対的に小さいことを示している。
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営業利益　ソニーは2003年３月より４期連続倍率が出ず今期2.67倍を上げたが松下は10
年比でみても平均して２倍から３倍強で推移していて、変動幅も少なく連結全体の営業利
益がソニーより大きく、赤字がないことを示している。
税引前利益　ソニーは2003年、2004年３月とも単独の赤字で倍率は出ず、2006年は連結
が大きいため5.19倍を計上したが、その後１倍弱である。松下は2003年以降、2004年に
4.16倍を最高に３倍強を維持し、グループの安定的収益力を示している。
当期純利益　ソニーは2003年、2004年と連続赤字で、倍率があっても最高は2006年３月
の3.59倍であり、以後１倍前後と極めて低い。松下は2003年に連結赤字があったが、2006
年３月の7.55倍と単独が低く高率であり、以後２年２倍強を出しており、ソニーより高率
である。
総資本　ソニーは６年通じて２倍強から３倍あり、それはグループの総資産が業界でも
１位であり、６年比1.5倍の伸びを示していることにる。松下は１倍台であり、単独の総
資産がソニーより大きいこと、連結も総資産を圧縮していることにより、1.6倍台に推移
している。
従業員　ソニーは単独が１万５千人から７千人に低く推移し、連結が15万から18万人で
あるため、倍率は９倍から、今期の10.28倍を最高とし、グループの倍率は極めて高い。
それに対して松下は連結が30万弱から30万強で大きいが、単独はソニーの倍以上の５万か
ら５万弱であるため倍率はソニーより落ち、上昇傾向にあるものの５倍から７倍に推移し
ている。
連結子会社、持分適用会社　ソニーは千社台から９百社台に減らしたものの今期1,030
社、松下は約半分の555社としている。ソニーは業界でも最高の子会社数である。持分適
用会社は逆に松下が今期最高の71社に対しソニーは今期63社と少ない。
（２）財政状態の分析
①資産の推移と構成
資産の項目、分類の日米基準の違い
ソニーも松下も米基準によっている。連結Ｂ／Ｓの資産の区分、分類の日米の違いをみ
ると日本は①流動資産、②固定資産、③繰延資産に３区分されるが、ソニーは①流動資産、
②繰延映画制作費、③投資および貸付金、④有形固定資産、⑤その他の資産と５区分の表
示となっており、松下はソニー独自の繰延映画制作費をなく、４区分としている。ようす
るに日本の固定資産の内訳項目が独立項目として③投資および貸付金と④有形固定資産と
⑤その他の資産として区分されている。特にその他の資産が日本の無形固定資にあたるが
繰延項目が入って内容が広くなっているのが特徴である。
イKソニー（第30表）
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第30表　ソニーの資産の推移と構成（連結） （単位　百万円、％、倍）
出所　各年の「有価証券報告書」より作成
（資産の部）
Ⅰ　流動資産
　 １.現金預金及び現金同等物
　 ２.定期預金
　 ３.有価証券
　 ４.受取手形および売掛金
　 ５.貸倒および返品引当金
　 ６.棚卸資産
　 ７.繰延資産
　 ８.
流動資産合計
Ⅱ長期棚卸資産̶映画
Ⅲ繰延映画制作費
Ⅳ投資および貸付金
　１．
　２．投資有価証券
投資および貸付金合計
Ⅴ有形固定資産
　１．土地
　２．建物および構築物
　３．
　４．建設仮期定
　
　５．減価償却累計額
有形固定資産合計
Ⅵその他の資産
　１．無形固定資産
　２．営業権
　３．繰延保険契約
　４．繰延税金
　５．その他
その他の資産合計
資産合計
前払費用およびその他の
流動資産
関連会社に対する
投資および貸付金
機械およびその他の
有形固定資産
713,058
3,689
241,520
1,117,889
△110,494
625,727
143,999
418,826
3,154,214
－
287,778
111,510
1,882,613
1,994,123
188,365
872,228
2,054,219
60,383
3,175,195
△1,896,845
1,278,350
258,624
290,127
327,869
328,091
451,369
1,656,080
8,370,547
8.52
0.04
2.89
13.36
1.32
7.48
1.72
8.59
37.68
－
0.34
1.33
22.49
23.82
2.25
10.42
24.54
0.72
37.93
22.66
15.27
3.09
3.47
3.92
3.92
5.39
19.78
100
4.28
△29.68
48.95
△14.90
△8.55
△7.08
7.22
△3.83
△3.42
△5.04
△14.92
20.16
17.45
△3.55
△2.15
△7.32
△9.64
△7.78
1.97
△11.33
10.96
△8.55
6.38
173.03
9.00
16.13
2.26
849,211
4,662
274,748
1,123,863
△112,674
666,507
125,532
431,506
3,363,355
－
256,740
86,253
2,426,697
2,512,950
189,785
930,983
2,053,085
98,480
3,272,333
△1,907,289
1,365,044
248,010
277,870
349,194
203,203
514,296
1,592,573
9,090,662
9.34
0.05
3.02
12.36
1.24
7.27
1.38
4.75
37.00
－
2.82
0.95
26.69
27.64
2.09
10.24
22.58
1.08
36.00
20.98
15.02
2.73
3.06
3.84
2.24
5.66
17.52
100
19.09
26.38
13.76
0.53
1.97
6.52
△12.82
2.79
6.63
△10.79
△22.65
28.90
26.02
0.75
6.74
29.15
63.09
3.06
0.55
6.78
△9.11
△4.22
6.50
△38.03
13.94
△3.83
8.60
779,103
1,492
460,202
1,113,071
△87,709
631,349
141,154
517,509
3,556,171
－
278,951
252,905
2,492,784
2,745,689
182,900
925,796
2,192,038
92,611
3,393,345
△2,020,946
1,372,399
187,024
283,923
374,805
240,396
459,732
1,545,880
9,499,100
8.20
0.02
4.84
11.72
0.92
6.65
1.49
5.45
37.44
－
2.94
2.66
26.24
28.90
1.93
9.75
23.08
0.97
35.72
21.28
14.45
1.97
2.99
3.95
2.53
4.84
16.27
100
9.12
△68.00
67.50
△99.04
△22.16
△5.27
12.44
19.93
5.67
－
8.65
193.21
2.72
9.25
△3.63
△1.19
6.77
△3.96
3.70
48.05
0.54
△24.59
2.18
7.33
18.30
△10.61
△3.11
4.49
構成比
2003年
３月 伸び率 構成比
2004年
３月 伸び率 構成比
2005年
３月 伸び率
703,098
－
536,968
1,075,071
89,563
804,724
221,311
517,915
3,769,524
－
360,372
285,870
3,234,037
3,519,907
178,844
926,783
2,327,676
116,149
3,549,452
△2,160,905
1,388,547
207,034
299,024
383,156
178,751
501,438
1,569,403
10,607,753
6.63
－
5.06
10.13
0.84
7.59
2.08
4.88
35.54
－
3.40
2.69
30.49
33.18
1.69
8.74
21.94
1.09
33.46
20.37
13.09
1.95
2.82
3.61
1.69
4.76
14.79
100
△9.76
－
16.68
△3.41
2.11
27.46
56.79
0.08
6.00
－
29.19
13.03
29.74
28.20
△2.22
0.11
6.19
25.42
4.60
6.93
1.18
10.70
5.32
2.22
△25.64
9.07
1.59
11.67
799,899
493,315
1,490,452
△120,675
940,875
243,782
699,075
4,546,723
308,694
448,169
3,440,567
3,888,736
167,493
978,680
2,479,308
64,855
3,690,336
△2,268,805
1,421,531
233,255
304,669
394,117
216,997
401,640
1,550,678
11,716,362
6.83
4.21
12.72
1.03
8.03
2.08
5.97
38.81
2.63
3.83
29.37
33.19
1.43
8.36
21.16
0.55
31.50
19.36
12.13
1.99
2.60
3.36
1.85
3.43
13.24
100.0
13.77
△8.13
38.63
34.74
16.92
10.15
34.98
20.62
△14.34
56.77
6.39
10.48
△6.35
5.60
6.51
△44.16
3.97
4.99
2.38
12.67
1.89
2.87
21.40
△19.90
△1.19
10.45
1,086,431
427,709
1,183,620
△93,335
1,021,595
237,073
1,146,570
5,009,663
304,243
381,188
3,954,460
4,335,648
158,289
903,116
2,483,016
55,740
3,600,161
△2,356,812
1,243,349
263,490
304,423
396,819
198,666
496,438
1,659,836
12,552,739
8.65
3.41
9.43
0.74
8.14
1.89
9.13
39.91
2.42
3.04
31.50
34.54
1.26
7.41
19.78
0.44
28.68
18.78
9.91
2.10
2.43
2.95
1.58
3.95
13.22
100.0
35.82
△13.30
△20.69
△22.66
8.58
△2.75
64.01
10.18
△1.44
△14.95
14.94
11.49
△5.50
△7.72
0.15
△14.05
△2.45
3.88
△12.53
12.96
△0.08
0.69
△8.45
23.60
7.04
7.14
1.52
1.77
1.06
0.84
1.63
1.65
2.74
1.59
1.06
3.42
2.10
2.17
0.84
1.04
1.21
0.92
1.13
1.24
0.97
1.02
1.05
1.13
0.61
1.10
1.00
1.50
構成比
2006年
３月 伸び率 構成比
2007年
３月 伸び率 構成比
2008年
３月
2008年
対
2003年
（倍）伸び率
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先ずソニーの資産の推移を考察する。総資産は６年間増加し続け、８兆円台から、今期
12兆5,527億39百万円に達し、積極的資本投資政策と蓄積を行っている。
資産構成をみると、「流動資産」合計、と「投資及び貸付金」合計を増やし、「繰延映画
製作費」、「有形固定資産」、「その他の資産」合計の構成比を減らしている。
「流動資産」の構成をみると、一番多いのが、「受取手形および売掛金」で１兆1,836億
２千万円の9.43％である。前期は最高額の１兆4,904億52百万円の12.72％であったから3.29
ポイントも減らしている。２番目が「前払費用およびその他の流動資産」の１兆1,465億
７千万円の9.13％であり、６年比最高で、前期より3.16ポイントも増やした。３番目が
「現金預金および現金同等物」であり１兆864億31百万円で8.65％であり、伸びも前期に続
き最高の伸び35.82％であった。４番目が「棚卸資産」であり、１兆215億95百万円の構成
比8.14％であった。６年比最高であり、実額においても最高である。前期より、0.11ポイ
ント上げ、初めて１兆円台とした。2006年が27.46％、2007年が16.92％と二桁の伸びを示
していることが大きい。６年で1.63倍である。
５番目が「有価証券」の4,277億９百万円の3.41％である。2006年の最高の5.06％から金
額、構成比、伸びともに減らしている。しかし2003年比でみると1.77倍と２番目に高い。
「現金預金および現金同等物」と「有価証券」を金融資産とみると構成比は12.06％と
資産構成第１位で１兆5,141億４千万円に達する。これは本業の金融ビジネスの拡大のた
めでもあろう。
この金融資産に「投資有価証券」の３兆9,544億６千万円を加えると５兆4,686億円の
43.56％にもなる。さらに本業の金融業を営み、「その他の資産」の中に「繰延保険契約」
が3,968億19百万円あり、これを加えると実に総資産のうち５兆8,654億19百万円の46.73％
が金融資産で占めることになる。
「繰延映画製作費」は本業の映画に関する資産で、2006年の最高3,603億72百万円の
3.40％から漸減し今期3,042億43百万円の3.04％であった。
「投資および貸付金」は2003年に23.82％の構成比から年々増加し、今期最高の４兆
3,356億48百万円の34.54％を占め、独立項目の中で最高である。中でも「投資有価証券」
が３兆9,544億６千万円の31.50％で資産構成第１位を占め、金余りとも言うべき利殖目的
の投資が大きいことを示している。伸びも６年で2.17倍と１番である。
次に「有形固定資産」をみる。
有形固定資産の帳簿価格は2003年３月には１兆2,783億５千万円の15.27％であったが、
以後毎年下げて今期2008年３月には１兆2,433億49百万円の9.91％に低下した。取得価額表
示でみると同様の傾向であるが、「機械およびその他の有形固定資産」が２兆4,830億16百
万円と19.78％も占め圧倒的である。次に「建物および構築物」（7.41％）、「土地」（1.26％）
である。
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「その他の資産」合計は2003年３月の１兆6,560億８千万円の19.78％と構成比最高から
年々下げ今期2008年３月には１兆6,598億36百万円の13.22％と構成比最低となった。うち
「繰延保険契約」が構成比５年間最小の2.95％の3,968億19百万円である。２位が「営業権」
であり、これも年々構成比を下げており、今期3,044億円の2.43％であった。３位が「無形
固定資産」で、今期は増大して2,634億９千万円の2.10％であった。
なお今期の総資産12兆5,527億39百万円を分野別にみると１位金融の５兆6,256億59百万
円（伸び13.02％、構成比44.82％）、２位エレクトロニクス４兆1,407億65百万円（伸び
1.79％、構成比32.99％）、３位映画8,994億27百万円（伸び△12.22、構成比7.17）、４位ゲー
ムの7,516億74百万円（伸び△9.74％、構成比5.99％）、５位その他の4,982億31百万円（伸
△12.60％、構成比3.97％）となっている。
ロK松下（第31表）
資産合計の推移をみると、2005年３月が８兆568億81百万円と最高額である。以降年々
削減・圧縮をし当期は前期より△5.74％も減らし７兆4,436億14百万円とした。これは日本
ビターを連結子会社から外したこと、その他資産を削減したことによる。６年比で0.95倍
と減らした。これは資産を圧縮し総資本利益率を上げるためであろう。
今期と2003年３月との比較をすれば「有形固定資産」だけは伸ばして1.35倍、減らした
のは「流動資産」0.95倍、「その他の資産」0.85倍、最も縮小したのは「投資及び貸付金」
の今期△30.10％も減らし0.85倍であった。
構成比を配列の順位から検討する。
資産の第１区分の流動資産は50％強で2006年３月が最も高く実額４兆4,065億53百万円、
構成比55.33％であった。内訳で構成比第１位は６年間５期トップで今期もトップの
16.32％の１兆2,148億16百万円の「現金及び現金同等物」であった。倍率でも６年比1.04倍
と増えている。
第２位の構成比は「売掛金」であり、2005年には１位の14.75％であったが、今期
14.04％の１兆469億91百万円で５年比で0.92倍と減らしている。なお「受取手形」は最高
で2005年３月の1.33％の1,073億17百万円に過ぎず他期は０％台である。この「受取手形」
と「売掛金」を合計して「売上債権」としてみると、今期14.86％で１兆1,060億51百万円
であり、「現金及び現金同等物」を上回ることになる。
第３位が「棚卸資産」で今期11.61％の8,642億64百万円である。この構成比、金額が適
正在庫であるかどうかは後に回転率、回転日数で検討する。最高は前期の12.02％の9,493
億99百万円である。
第４位が「定期預金」である。最高が2003年３月の5.05％（３位）の3,955億59百万円で
あり以後2007年３月を除いて低下傾向にあり、今期は0.94％の前期より△68.90％も減らし
た。これに前述の「現金及び現金同等物」と「短期投資」の474億14百万円を加えて「金
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第31表　松下の資産の推移と構成（連結） （単位　百万円、％、倍）
出所　各年の「有価証券報告書」より作表
（資産の部）
Ⅰ　流動資金
　 １.現金及び現金同等物
　 ２.定期預金
　 ３.短期投資
　 ４.受取手形
　 ５.売掛金
　 ６.貸倒引当金
　 ７.棚卸資産
　 ８.その他の流動資産
流動資産合計
Ⅱ長期債権
Ⅲ投資及び貸付金
Ⅳ有形固定資産
　１.土地
　２.建物及び構築物
　３.機械及び備品
　４.建設仮勘定
　５.減価償却累計額
有形固定資産合計
Ⅴその他の資産
　１.営業権
　２.無形固定資産
　３.その他の資産
その他の資産合計
1,167,470
395,559
1,196
67,440
1,132,508
△53,043
783,262
491,786
3,986,178
299,239
1,020,137
264,148
1,280,448
2,840,184
64,792
△3,150,677
1,298,895
1,230,244
7,834,693
14.90
5.05
0.02
0.86
14.46
0.68
10.00
6.28
50.72
3.82
13.02
3.14
16.34
36.25
0.83
40.21
16.58
15.70
100.0
29.75
△24.13
△89.91
△6.54
7.34
31.63
△6.15
0.87
3.75
△5.37
△23.38
19.08
△2.56
△9.79
△2.68
△4.83
△9.82
76.45
2.72
1,275,014
170,047
2,684
62,822
1,052,718
△47,873
777,540
482,025
3,774,977
280,398
1,237,427
251,419
1,253,350
2,705,251
46,037
△3,046,555
1,209,502
935,708
7,438,012
17.14
2.29
0.04
0.84
14.15
0.64
10.45
6.48
50.75
3.77
16.64
3.38
16.85
36.37
0.62
40.96
16.26
12.58
100.0
9.21
△57.01
124.41
△6.85
△7.05
△9.75
△0.73
△1.98
△5.30
△6.30
21.30
△4.82
△2.12
△4.75
△28.53
△3.30
△6.88
△14.85
1,169,756
144,781
11,978
107,317
1,188,257
△43,836
893,425
558,854
4,030,532
246,201
1,146,505
393,635
1,665,243
3,087,155
84,139
△3,572,092
1,658,080
461,912
101,585
412,066
975,563
8,056,881
14.52
1.80
0.15
1.33
14.75
0.54
11.09
6.94
50.19
3.06
14.23
4.89
20.67
38.32
1.04
44.34
20.58
5.73
1.26
5.11
12.11
100.0
△8.26
△14.86
336.27
70.83
12.88
△8.43
14.90
15.94
6.77
△12.20
△7.35
56.57
32.86
14.12
82.76
17.25
37.09
8.32
構成比
資　産　合　計
2003年
３月 伸び率 構成比
2004年
３月 伸び率 構成比
2005年
３月 伸び率
1,667,396
11,001
56,753
66,707
1,117,508
△37,400
915,262
609,326
4,406,553
－
1,100,035
374,989
1,667,764
3,142,607
71,037
△3,624,058
1,632,339
413,137
104,158
308,418
825,713
7,964,640
20.93
0.14
0.71
0.84
14.03
0.47
11.49
7.65
55.33
13.81
4.71
20.94
39.47
0.89
45.50
20.49
5.19
1.31
3.87
10.37
100.0
42.54
△92.40
373.81
△35.43
△5.95
△14.68
2.44
9.03
9.33
－
△4.05
△4.74
0.15
1.80
△15.57
1.45
△1.55
△10.56
2.53
△25.15
△15.36
△1.14
1,236,639
225,458
93,179
68,522
1,101,549
△29,061
949,399
553,164
4,198,849
1,206,082
371,154
1,633,747
3,126,397
105,487
△3,594,492
1,642,293
379,324
115,631
354,779
849,734
7,896,958
15.66
2.85
1.05
0.87
13.95
△0.37
12.02
7.00
53.17
15.27
4.70
20.69
39.59
1.33
△45.52
20.80
4.79
1.46
4.49
10.76
100.0
△25.83
1050.25
64.18
2.72
△1.43
△23.3
3.73
△9.28
△4.71
9.64
△1.02
△2.04
△0.52
48.50
△0.82
0.61
△8.18
11.0
15.03
2.91
△0.85
1,214,816
70,108
47,414
59,060
1,046,991
△20,868
864,264
517,409
3,799,194
842,156
308,365
1,559,357
2,592,229
120,026
△2,822,604
1,757,373
429,902
128,917
486,072
1,044,891
7,443,614
16.32
0.94
0.64
0.79
14.07
△0.28
11.61
6.95
51.04
11.31
4.14
20.95
34.83
1.61
△37.92
23.61
5.78
1.73
6.53
14.03
100.0
△1.76
△68.90
△49.12
△13.81
△4.95
△28.19
△8.97
△6.46
△9.52
△30.17
△16.92
△4.55
△17.09
13.78
△21.47
7.01
13.33
11.49
37.01
22.97
△5.74
1.04
0.18
39.64
0.88
0.92
0.39
1.10
1.05
0.95
0.83
1.17
1.22
0.91
1.85
0.90
1.35
－
－
－
0.85
0.95
構成比
2006年
３月 伸び率 構成比
2007年
３月 伸び率 構成比
2008年
３月
2008年
対
2003年
（倍）伸び率
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融資産」として計算すると2008年３月の今期１兆3,323億38百万円となり全資産構成比で
17.90％にもなる。これに「投資及び貸付金」の11.31％の8,421億56百万円を加えると、金
融資産が29.21％の２兆1,744億94百万円になる。
資産の第Ⅱ区分項目は、「長期債権」で松下の特徴的区分項目であるが、2005年に
3.06％の2,462億１百万円を計上していたのみである。
資産の第Ⅲ区分の「投資及び貸付金」を検討する。今期６年比最低の前期より△
30.17％を減らしたが11.31％の8,421億56百万円である。６年比0.83倍となった。過去６年
比最高は2004年３月の16.64％の１兆2,374億27百万円であった。
資産の第Ⅳ区分の「有形固定資産」は６年比では1.35倍と増大傾向にあり、今期2008年
３月は最高の23.61％の１兆7,573億73百万円である。
取得価格での構成比の第１位は「機械及び備品」で、６年比最高は前期の39.59％の３
兆1,263億97百万円であった。今期は34.83％と4.76ポイントの△17.09％も減らして２兆円
台に戻り、２兆5,922億29百万円と5,341億68百万円も圧縮した。日本ビクター子会社外し
によるものと思われる。
第２位は「建物及び構築物」で2003年３月の16.34％から上昇した今期最高の20.95％を
占め１兆5,593億57百万円で伸びは1.22倍である。
第３位は「土地」で４％台で推移しており当期は4.14％の3,083億65百万円であり、近年
３期圧縮をしている。しかし倍率は６年比1.17倍である。４位は「建設仮勘定」で０％台
から今期最高の1.61％の1,208億26百万円で、６年比資産中最高の1.85倍の伸びであった。
資産の第Ⅴ区分は「その他資産」で2003年３月の15.70％の１兆2,302億44百万円が最高
で、今期は再び１兆台に乗せ、14.03％の１兆448億91百万円であった。内、「営業権」が
5.78％の4,299億２百万円を占めている。
ハKソニーと松下の比較
①ソニーは総資産が増大傾向があるのに対し松下は低下減少傾向・圧縮傾向にある。
②ソニーは「流動資産」と「投資及び貸付金」を増大しているのに対し、松下は「有形
固定資産」だけを伸ばしている。
③「流動資産」項目の順位はソニーは「受取手形および売掛金」の9.47％が１位、２位
が「現金預金および現金同等物」の8.65％である。それに対して松下は１位「現金及び現
金同等物」の断トツの16.32％も占め構成比が倍近くある。２位は「売掛金」で、減少し
ているものの14.04％もあり、「受取手形」と「売掛金」を加えると14.86％もあるものの
「現金及び現金同等物」には及ばない。この売上債権額についてはソニーは１兆1,836億２
千万円であるが、松下は１兆1,060億51百万円で775億69百万円及ばない。
④ソニーは「その他資産」を含めた「前払費用その他の資産」が大きく9.13％の１兆
1,465億７千万円の２位を占めているが、松下は「その他の資産」は6.95％であり、5,174億
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７百万円の４位である。
⑤棚卸資産についてはソニーが４位の１兆215億95百万円の8.14％であるのに対して松
下は３位ではあるが8,642億64百万円の11.61％を占める。構成比は高いが金額はソニーよ
り1,573億31百万円も少ない。
⑥「金融資産」としてみるとソニーは「有価証券」3.41％の4,277億９百万円、「現金預
金および現金同等物」の8.65％１兆864億31百万円、「その他の資産」の中の「繰延保険契
約費」の2.95％の3,968億19百万円、「投資および貸付金」の35.54％の４兆3,356億48百万円
を含めると実に50.55％の６兆2,466億７百万円に達する。
一方松下のそれは第６位の「定期預金」の0.94％の701億８百万円、７位の「短期投資」
の0.64％の474億14百万円に前述の「現金及び現金同等物」の16.32％の１兆2,148億16百万
円を加え、更に「投資及び貸付金」の11.31％の8,421億56百万円を含めると、29.21％の２
兆1,744億94百万円である。
金融資産においては構成比、金額とも圧倒的にソニーが多い。金融分野を持っているこ
とにもよる。
⑦ソニーは事業分野別セグメントで映画分野がありそれの資産である「繰延映画製作費」
が3.04％の3,042億43百万円を計上している点が特徴である。
⑧「投資及び貸付金」はソニーは増大傾向にあり、今期最高の34.54％の４兆3,356億48
百万円も占めるが、松下は今期最低の11.31％の8,421億１百万円である。
⑨「有形固定資産」はソニーは低下傾向にあり今期9.91％の１兆2,433億49百万円である。
松下は増加傾向にあり、今期最高の23.61％の１兆7,573億73百万円であり、ソニーとビジ
ネスモデルの違いもあるが設備投資において優っている。
⑩有形固定資産の内訳でソニー、松下の１位がソニーが「機械およびその他の有形固定
資産」の19.78％の２兆4,830億16百万円であり、松下も「機械及び備品」で34.83％の２兆
5,922億29百万円であり、松下の方が比率・金額とも多い。２位はソニーは「建物および
構築物」の7.41％の9,031億16百万円で、松下も同様「建物及び構築物」で、20.95％の１兆
5,593億57百万円であり、ソニーよりはるかに上回っている。ソニーは３位の「土地」は
６年比0.84倍で今期1.26％の1,582億89百万円にすぎないが、松下は６年比1.17倍の4.14％の
3,083億65百万円もある。
⑪「その他の資産」については、ソニーは金額は６年比ほぼ変りなく、構成比は下げた
が、13.22％の１兆6,598億36百万円もある。松下は倍率を下げ0.85であり、１兆448億91百
万円でソニーより金額において6,149億45百万円も少ない。
⑫「その他の資産」でソニーが多いのは内訳は１位に「繰延保険契約」というソニーの
特長である金融分野による項目がここに入っているためで、3,968億19百万円の2.95％ある。
２位が「営業権」の2.43％の3,044億23百万円、「無形固定資産」の３位の2.10％の2,634億
62
９千万円である。
それに対して松下は「営業権」が１位の5.78％の4,299億２百万円、２位に「無形固定資
産」の1.73％の1,289億17百万円である。
②負債・資本の推移と構成
イKソニー（第32表）
Ｂ／Ｓの貸方の負債をみると、2003年３月が１番負債合計が多く73.67％であったがそ
の後下げて60％台とし、今期は前期より多く70.19％であった。
「流動負債」は2005年３月に29.56％の構成比を最低とし、他は30％台であり、今期は
前期より多く32.05％の４兆233億67百万円であった。
内訳は比重の大きいものだけの順位からみると１位が圧倒的に金融分野における「銀行
ビジネスにおける顧客預金」で１兆1,443億99百万円の9.12％であった。年々上昇し、今期
は「支払手形および買掛金」を超えて初めて１位になったものである。
第２位が前年１位の「支払手形および買掛金」の9,209億２千万円の7.34％である。
第３位が2006年以前には１位を占めることが多かった「未払金および未払費用」の
8,965億98百万円の7.14％である。
次に「固定負債」をみる。金額的には毎年増加しているが、構成比は2003年３月の
43.40％を最高として、40％前後を占めている。今期は最低の38.14％で４兆7,874億34百万
円であった。
内訳は大き項目からみると、ソニーの特徴である金融分野の「保険契約債務その他」が
圧倒的で６年通期１位であり、今期は金額、構成比とも最高であり、３兆2,985億６百万
円の26.28％であり倍率も1.72で最高であった。
第２位が「長期借入債務」で、前期１兆円を越えたが、今期は構成比最低の5.81％の
7,290億59百万円であった。第３位は「繰延税金」であった。
「少数株主持分」については、前期まで0.23％程度の２、３百億円台であったが、今期
最高の2,768億49百万円の2.13％となり伸びが610.42％、倍率12.57倍であった。
「資本合計」について検討する。これは負債構成の逆数を示すこととなるが、自己資本
比率は高くはない。６年で30％を超えたのは２期のみであり、最高が2005年３月の
30.22％である。今期は前期より低く27.60％であった。
資本の内訳をみると、１位が６年通年圧倒的に「利益剰余金」で、今期最高の２兆593
億61百万円の16.41％であり、低下した前期の14.68％から3,398億55百万円も留保したもの
である。
２位に「資本剰余金」であるが今期は金額は最高なものの、構成比では最低の9.17％で
あって１兆1,514億47百万円であった。
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第32表　ソニーの負債・資産の推移と構成（連結） （単位　百万円、％、倍）
出所　各年の「有価証券報告書」より作成
（負債及び資本の部）
Ⅰ　流動負債
　 １.短期借入金
　 ２.
　 ３.支払手形および買掛金
　 ４.未払金および未払費用
　 ５.
　 ６.銀行ビジネスにおける顧客務金
　 ７.その他
流動負債合計
Ⅱ固定負債
　１.長期借入債務
　２.未払退職・年金費用
　３.繰延税金
　４.保険契約債務その他
　５.その他
固定負債合計
Ⅲ少数株主持分
Ⅳ資本
　１.資本金
　２.資本準備金
　３.資本剰余金
　４.利益準備金
　５.利益剰余金
　６.その他の剰余金
　７.累積その他の包括利益
　　(1)未実現有価証券評価益
　　(2)未実現デリバティブ評価損
　　(3)最小年金債務調整額
　　(4)外貨換算調整額
累積その他の包括利益合計
　８.自己株式
資本合計
契約債務および偶発債務
負債および資本合計
１年以内に返済期限の到来
する長期借入金
未払法人税およびその他の
未払税金
124,360
34,385
697,385
864,188
109,199
248,721
356,810
2,534,048
807,439
498,174
159,079
1,914,410
255,478
3.632,580
22,022
476,278
984,196
1,301,740
17,658
△4,793
△182,676
△302,167
△471,978
△9,341
2,280,895
8,370,545
1.49
0.41
8.33
10.32
1.30
2.97
4.26
30.27
9.65
5.84
1.90
22.87
3.05
43.40
0.26
73.67
5.69
11.76
15.66
0.21
△0.06
△2.18
△3.61
△5.64
△0.11
27.25
100
10.91
△85.72
△9.15
△0.61
3.54
133.60
0.42
△0.96
△3.72
66.56
△0.31
13.92
△0.14
12.34
△5.76
0.04
－
7.65
△23.22
574.12
153.58
33.80
71.26
23.10
△3.78
2.26
91,260
383,757
778,773
812,175
57,913
378,851
479,486
2,982,215
777,649
368,382
96,193
2,178,626
286,737
3,707,587
22,858
480,267
992,817
1,367,060
69,950
△600
△89,261
△430,048
△449,959
△12,183
2,378,002
9,090,662
0.1
4.22
8.57
8.93
0.64
4.17
5.27
32.81
8.55
4.05
1.06
23.97
3.15
40.78
0.25
73.59
5.28
9.71
15.04
0.77
△0.01
△0.98
△4.73
△4.95
△0.13
26.16
100
△26.62
1016.06
11.67
△6.02
△46.97
52.32
34.38
17.69
△3.69
△26.05
△39.53
13.80
12.24
2.06
3.80
0.84
0.88
5.02
296.23
△87.48
△51.14
42.32
△4.67
30.43
4.26
8.60
63,395
166,870
806,044
746,466
55,651
546,718
424,223
2,809,368
678,992
352,402
72,227
2,464,295
227,631
3,795,547
23,847
621,709
1,134,222
1,506,082
62,669
△2,490
△90,030
△355,824
△385,675
△6,000
2,870,338
9,499,100
0.67
1.76
8.49
7.86
0.59
5.76
4.47
29.56
7.15
3.71
0.76
25.92
2.40
39.96
0.25
69.52
6.54
11.94
15.85
0.66
△0.03
△0.95
△3.75
△4.06
△0.06
30.22
100
△30.53
△56.52
3.50
△8.13
△3.91
44.31
△11.53
△3.80
△12.69
△4.34
△24.91
13.11
△20.61
2.37
4.33
29.45
14.24
10.17
△10.41
148.33
0.86
△17.26
△14.29
△50.75
20.70
4.49
構成比
2003年
３月 伸び率 構成比
2004年
３月 伸び率 構成比
2005年
３月 伸び率
142,766
193,555
813,332
854,886
87,295
599,952
508,442
3,200,228
764,898
182,247
216,497
2,744,321
258,609
4,166,572
37,101
624,124
1,136,638
1,602,654
100,804
△2,049
△39,824
△215,368
△156,437
△3,127
3,203,852
10,607,753
1.35
1.82
7.67
8.06
0.82
5.28
4.79
30.17
7.21
1.72
2.04
25.87
2.44
39.28
0.35
69.45
5.88
10.72
15.11
0.95
△0.02
△0.38
△2.03
△1.47
△0.23
30.21
100
125.2
15.99
0.90
14.52
56.86
9.74
19.85
13.91
12.65
△48.28
199.75
11.36
13.61
9.78
55.58
0.39
0.21
6.41
60.85
△17.71
△55.77
△39.47
△59.44
△47.98
11.62
11.67
52,291
43,170
1,179,694
968,757
70,286
752,367
485,287
3,551,852
1,001,005
173,474
261,102
3,037,666
281,589
4,754,836
38,970
626,907
1,143,423
1,719,506
86,096
△1,075
△71,459
△129,055
△115,493
△3,639
3,370,704
11,716,362
0.45
0.37
10.07
8.27
0.60
6.42
4.14
30.32
8.54
1.48
2.23
25.93
2.47
40.58
0.33
70.9
5.35
9.76
14.68
0.73
0.01
0.61
1.10
0.99
0.03
28.79
100.0
△63.37
△77.70
45.04
13.32
△19.48
25.40
△4.54
10.99
30.87
△4.81
20.60
10.69
8.89
14.12
5.04
0.45
0.60
7.29
△14.59
△47.54
79.44
△40.08
△26.17
16.37
5.21
63,224
291,879
920,920
896,598
200,803
1,144,399
505,544
4,023,367
729,059
231,237
268,600
3,298,506
260,032
4,787,434
276,849
630,576
1,151,447
2,059,361
70,929
△3,371
△97,562
△341,523
△371,527
△4,768
3,465,089
12,552,739
0.50
2.33
7.34
7.14
1.60
9.12
4.03
32.05
5.81
1.84
2.14
26.28
2.07
38.14
2.13
70.19
5.02
9.17
16.41
0.57
0.03
0.78
2.72
2.96
0.04
27.60
100.0
20.91
576.12
△29.94
△7.45
185.69
52.11
4.18
13.28
△27.17
33.30
2.87
8.59
△7.66
0.69
610.42
0.59
0.70
19.76
△17.62
213.58
36.53
164.63
221.69
31.03
2.80
7.14
0.51
8.49
1.32
1.04
1.84
4.60
1.42
1.59
0.90
0.46
1.69
1.72
1.02
1.32
12.57
1.32
1.17
1.58
4.02
0.70
0.53
1.13
0.79
0.51
1.52
1.50
構成比
2006年
３月 伸び率 構成比
2007年
３月 伸び率 構成比
2008年
３月 伸び率
2008年
対
2003年
（倍）
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第３位が「資本金」の伸び率1.32倍あり今期過去最高の6,305億76百万円の5.02％であっ
た。
「累積その他の包括利益」は「未実現有価証券評価益」が前期の860億96百万円から709
億29百万円の0.57％に下ったものの、唯一の利益を計上している。「外貨換算調整勘定」
は3,415億23百万円の2.72％もの赤字を出しており、全体での総額△3,715億27百万円の△
2.96％の赤字を出している。
最後に「自己株式」をみると、６年通年に１％も行かず今期47億68百万円の0.04％に過
ぎないのが現状である。
ロK松下（第33表）
Ｂ／Ｓの貸方の推移と構成をみる。「負債合計」をみると６年比で2003年３月の58.03％
から逓減傾向にあり、４兆円代半ばから３兆円初めまで返済し42.81％の３兆1,866億65百
万円と15.22ポイントの１兆3,594億51百万円に激減させ0.70倍とした。
先ず「流動負債」からみると、2003年の32.81％から2006年３月の36.22％まで上昇した。
ここ２期削減返済し、今期６年比最低の34.40％の２兆5,609億59百万円にした。
今期の構成比の高い順位から検討する。
構成比１位は「買掛金」の６年比逓増し8.85％から今期最高の12.14％の9,033億79百万円
に高めて上昇増大傾向にある。
構成比第２位は「未払費用」の10.54％の7,845億38百万円であり、これも2003年３月か
ら前期までは逓増傾向にあった。
構成比第３位は「短期借金及び一年以内返済長期負債」の2.10％の1,562億６千万円であ
り、最高が2005年３月の4.78％で3,854億74百万円を最高に以後逓減して来た。
構成比の第４位は「未払人件費等」で1.80％の1,342億55百万円と６年比で減少して0.89
倍である。
構成比の第５位は「得意先よりの前受金及び預り金」の1.05％の784億94百万円と６年
比で減少し0.78倍である。
構成比第６位が「支払手形」の0.50％の371億75百万円で６年比では1.09倍と増えている。
「買掛金」と合せて「買入債務」としてみると最高が2006年３月の9,812億79百万円の
12.32％を占める。
以上「流動負債」はほぼ30％代半ばであったが、「固定負債」は2003年３月の25.21％の
１兆9,752億84百万円を最高に前年まで年々激減し、今期は前年より上ったものの8.77％の
6,257億６百万円まで返済し、６年比16.44ポイントの１兆3,495億78百万円も減らし、0.32
倍とした。
この固定負債の内訳をみると、第１位が「退職給付引当金」の3.20％の2,383億98百万円
であり固定負債を最高時の2003年３月の17.55％から激減させたものはこれである。
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第33表　松下の負債と資本の推移と構成（連結） （単位　百万円、％、倍）
出所　各年の「有価証券報告書」より作表
（負債の部）
Ⅰ　流動負債
　 １.
　 ２.支払手形
　 ３.買掛金
　 ４.未払法人税等
　 ５.未払人件費等
　 ６.未払費用
　 ７.
　 ８.従業員預り金
　 ９.その他流動資産
流動資産合計
Ⅱ固定負債
　１．長期負債
　２．退職給付引当金
　３．その他固定負債
固定負債合計
負債合計
（少数株主持分）
少数株主持分
（資本の部）
　Ⅰ．資本金
　Ⅱ．資本剰余金
　Ⅲ．利益準備金
　Ⅳ．その他の剰余金
　Ⅴ．
　Ⅵ．自己株式
資本合計
契約残高及び偶発債務
負債少数株主持分及び資本合計
補足情報
為替換算調整額
有価証券未実現利益
デリバティブ未実現利益
最小年金負債調整額
年金負債調整額
短期借入金及び
一年以内返済長期負債
得意先よりの前受金
及び預り金
その他の包括利益
（△は損失）累計額
その他の包括利益（損失）
累計額の内訳
333,686
34,218
693,066
33,499
150,095
683,569
100,469
125,024
417,206
2,570,832
588,202
1,375,143
11,939
1,975,284
4,546,116
110,177
258,738
1,219,686
80,700
2,432,052
△706,642
△107,134
3,178,400
7,834,693
△161,124
△18,082
△1,090
△525,346
4.26
0.44
8.85
0.43
1.92
8.72
1.28
1.60
5.33
32.81
7.51
17.55
0.15
25.21
58.03
1.41
3.65
15.57
1.03
31.04
9.38
1.37
40.57
100.0
2.06
0.23
0.01
6.71
△59.73
△2.51
29.94
15.03
△1.20
1.35
△9.65
△8.33
13.10
△0.90
△16.94
90.24
△48.45
35.83
12.30
△76.67
－
78.62
△2.36
△1.55
357.25
16.22
△2.14
0.85
－
－
－
－
290,208
40,604
744,179
44,179
141,932
696,741
83,798
124,800
403,394
2,569,786
460,639
801,199
26,697
1,288,535
3,858,321
128,115
258,740
1,230,476
83,175
2,442,504
△399,502
△163,817
3,451,576
7,438,012
△282,287
88,104
6,676
△211,995
3.90
0.55
10.01
0.59
1.91
9.37
1.13
1.68
5.42
34.55
6.19
10.77
0.36
17.22
51.19
1.72
3.48
16.54
1.12
32.84
5.37
2.20
46.40
100.0
3.80
1.12
0.09
2.85
△13.0
18.66
7.37
31.88
△5.44
1.93
△16.39
△0.18
△3.31
△0.04
△21.69
△41.74
123.61
△71.66
△15.13
16.28
0
10.12
3.07
0.43
△43.46
52.91
8.59
△5.06
75.20
387.25
512.48
△59.65
385,474
37,099
823,920
47,916
145,871
789,999
92,089
118,441
383,082
2,828,891
477,143
597,163
113,491
1,187,797
4,016,688
495,941
258,740
1,230,701
87,838
2,461,071
△238,377
△255,721
5,544,252
8,056,881
△245,642
72,608
6,403
△71,746
4.78
0.46
10.23
0.59
1.81
9.81
1.14
1.47
4.75
35.11
5.92
6.59
1.41
14.74
49.85
6.16
3.21
15.28
1.09
30.55
2.96
0.32
43.99
100.0
3.05
0.90
0.08
0.89
32.83
△8.63
10.72
8.46
2.78
13.38
9.89
△5.10
△5.04
10.08
3.58
△25.47
325.11
△7.82
4.10
287.11
0
0.02
5.61
0.76
△40.33
56.10
2.69
8.32
△11.56
△17.59
△4.09
△66.16
構成比
2003年
３月 伸び率 構成比
2004年
３月 伸び率 構成比
2005年
３月 伸び率
339,845
66,316
914,963
51,128
142,594
842,267
90,600
14,065
423,090
2,885,068
264,070
414,266
112,024
790,360
3,675,428
501,591
258,740
1,234,289
87,526
2,575,890
△26,119
△342,705
3,787,621
7,964,640
△162,331
145,306
1,326
△10,420
4.27
0.83
11.49
0.64
1.79
10.58
1.14
0.02
5.31
36.22
3.32
5.20
1.41
9.92
46.15
6.30
3.25
15.50
1.10
32.34
0.33
4.30
47.56
100.0
2.04
1.82
0.02
0.13
△11.84
78.75
11.05
6.70
△2.25
6.62
△1.62
△88.12
10.44
1.99
△44.66
△30.63
△1.29
△33.46
△8.50
1.14
0
0.29
△0.36
4.67
△89.04
34.02
6.87
△1.14
△33.92
100.12
△79.29
△85.48
223,190
51,602
883,375
61,524
139,719
863,428
83,676
406
434,947
2,741,867
226,780
280,958
179,458
687,196
3,429,063
551,154
258,740
1,220,967
88,588
2,737,024
107,097
△495,675
3,916,741
7,896,958
△99,538
160,831
862
－
44,942
2.83
0.65
11.19
0.78
1.77
10.93
1.06
0.01
5.51
34.72
2.87
3.56
2.27
8.70
43.42
6.98
3.28
15.46
1.12
34.66
1.36
△6.28
49.60
100.0
△1.26
2.04
0.01
－
0.57
△34.33
△22.19
△3.45
20.33
△2.02
2.5
△7.64
△97.11
2.80
△4.96
△14.12
△32.18
60.20
△13.05
△6.70
9.88
0
△1.08
1.21
6.26
－
44.64
3.41
△0.85
△38.62
10.68
△34.99
－
－
156,260
37,175
903,379
58,943
134,255
784,538
78,494
355
407,560
2,560,959
232,346
238,398
154,964
625,706
3,186,665
514,620
258,740
1,217,865
90,129
2,948,065
△173,897
△598,573
3,742,329
7,443,614
△228,792
45,442
4,326
5,127
－
2.10
0.50
12.14
0.79
1.80
10.54
1.05
0
5.48
34.40
3.12
3.20
2.08
8.77
42.81
6.91
3.48
16.36
1.21
39.61
2.34
8.04
50.28
100.0
△3.07
0.61
0.06
0.07
－
△29.99
△27.96
2.26
△4.19
△3.92
△9.14
△6.19
△1.26
△6.30
△6.60
2.45
△15.15
△13.65
△8.95
△7.07
△6.63
0
△0.25
1.74
7.71
△62.37
20.76
4.46
△5.74
129.85
△71.75
401.86
－
－
0.47
1.09
1.30
1.76
0.89
1.15
0.78
0
0.98
1.0
0.40
0.17
12.98
0.32
0.70
4.67
1.0
1.0
1.12
1.21
0.25
5.59
1.18
0.95
1.42
2.51
3.97
0.98
－
構成比
2006年
３月 伸び率 構成比
2007年
３月 伸び率 構成比
2008年
３月 伸び率
2008年
対
2003年
（倍）
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構成比第２位は「長期負債」であり、これも2003年３月が最高で7.51％の5,882億２百万
円から前期まで逓減させ、今期3.12％の2,323億46百万円の倍率0.4倍とした。「その他固定
負債」は逆に０％台から前年まで増やし2.27％とし、今期は2.08％の1,549億64百万円であ
る。
次に「少数株主持分」を検討する。2005年３月よりそれまで１％台であったものが急増
して６％台とし今期6.91％の5,146億２千万円である。当然4.67倍となり「少数株主持分」
が増えた。
次に「資本合計」を検討する。「資本合計」を構成比（自己資本比率）でみると、2005
年３月を除いて、2003年３月の40.57％の３兆1,784億円から上昇増大し、今期は最高の
50.28％となり３兆7,423億29百万円を占めた。この資本合計は大手電気メーカの中で率・
金額ともに最高である。
資本の部の表記区分が2004年３月に変更になり「資本準備金」が日本のように「資本剰
余金」とされた。
資本構成比の第１位が「その他の剰余金」で、６年比1.21倍で、今期最高の39.61％を占
め２兆9,480億65百万円に達し、前期より2,110億41百万円も拡大し、利益の留保蓄積をし
た。
構成比第２位が「資本剰余金」の16.36％の１兆2,178億65百万円であり、６年比ほぼ変
らず１倍である。
構成比３位が「資本金」の3.48％であり、金額は６年変らず2,587億４千万円である。
構成比４位が「利益準備金」で６年１％台と横バイで今期、前期と同じ1.21％の最高の
金額901億29百万円であった。
資本の部の利益の留保については「利益の内部留保の分析」で検討する。
構成比の第４位は「その他の包括利益累計額」であるが、2007年３月に初めて黒字利益
を計上したのみで、他期は「包括損失」を出し、今期は再び損失で△2.34％の1,738億97百
万円であったが、６年比では0.25倍と縮少はしている。内容は海外子会社の評価に関連す
る「為替換算調整額」のみの2,287億92百万円の損失がひびいている。
最後に「自己株式」の取得であるが、2006年３月より３千億台の3,427億５百万円の
4.30％から年々増大し今期は8.04％の5,985億73百万円も取得し、著しい株主還元政策をと
っている。
ハKソニーと松下の比転
①両社とも「負債合計」は低下傾向にあるが、ソニーは70％強から70％弱の程度であり、
負債規模が大きいのに対して、松下ははっきりと60％弱から40％強へと15.22ポイントを
下げ削減返済をした。
②「流動負債」についてはソニー30％台であり、松下も30％台で今期最低として
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34.40％であるが、ソニーの最低は30％弱であり、今期も32.05％と松下より若干少ないが、
金額的にはソニーの４兆233億67百万円、松下が２兆5,609億59百万円であり、ソニの負債
規模は著しく大きく高い。
③ソニーの流動負債の内訳１位は金融分野に進出しており、「銀行ビジネスにおける顧
客預金」の１兆1,443億99百万円の9.12％であり、松下は一般的に「買掛金」の9,033億79百
万円の12.14％である。ソニの２位の「支払手形および買掛金」は松下の１位のそれと同
金額規模の9,209億24百万円の7.34％である。
④ソニーの３位の「未払金および未払費用」は8,965億98百万円の7.14％である。松下の
「未払費用」は第２位であり、7,845億38百万円の10.54％だがソニーが１千億円程多い。
⑤松下の第３位は「短期借入金及び一年以内返済長期借入金」が2.10％の1,562億６千万
円であるが、ソニーのそれは「１年以内に返済期限の到来する長期借入金」で、2.33％の
2,918億79百万円で、負債が大きいから倍近くの金額である。
⑥松下は他の項目として「未払人件費」「得意先よりの預り金」等の勘定が表記される。
⑦「固定負債」については、ソニーは金額は毎年増加しているものの40％前後の４兆円
台である。松下は2003年３月より毎年返済縮少し25.21％から16.44ポイントも返済し8.77％
の6,257億６百万円と低く、低下傾向・返済傾向にあるのが対象的である。
⑧「固定負債」の構成をみる。ソニーは金融分野の「保険契約債務その他」が第１位で
今期金額・構成比とも最高の３兆2,985億６百万円の26.28％もある。それに対して松下１
位は「退職給付引当金」を減少させ3.20％の2,383億98百万円に過ぎない。
⑨構成比２位が両社ともそれぞれ「長期借入債務」「長期負債」であり、ソニーが今期
最低の5.81％の7,290億59百万円であるのに対して、松下は逓減させ3.12％の2,323億46百万
円であり、負債規模がソニーが断然大きい。
⑩「少数株主持分」はソニーが前期まで0.2・3％の２・３百億円が今期最高の2.13％の
2,768億円となった。松下は１％台であったものが今期6.91％の5,146億２千万円とともに急
増している。
⑪資本合計につい比較する。これは負債の比率と逆数になる。ソニーは30％前後、松下
は自己資本が逓増して40％台から50％強へと資本の充実をはかった。
⑫資本構成１位はソニーは今期最高の「利益剰余金」であり、16.41％の２兆593億61百
万円である。松下は「その他の剰余金」が増大傾向を続け今期最高の50.28％に達し、金
額も３兆7,423億29百万円である。これに「利益準備金」の1.12倍の伸びで1.21％の901億29
百万円ある。
⑬資本構成２位は両社とも「資本剰余金」で、ソニーは金額最高、構成比最低の9.17％
の１兆1,514億47百万円であった。松下は６年比金額はほぼ変らず、１倍で、16.36％の１
兆2,178億65百万円である。金額的には同規模である。
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⑭「資本金」はソニーは伸びは1.32倍であり、今期最高の6,305億76百万円の5.02％であ
った。松下は６年比金額はほぼ変らず2,587億４千万円でありソニーが３倍弱の規模であ
る。
⑮米会計基準の特徴であるソ松それぞれ「累積その他の包括利益」「その他の包括利益」
は、ソニーは６年比一度も利益が出ず、今期△2.96％の3,715億27百万円の赤字で、その内
容は「未実現有価証券評価益」の利益のみで損失の原因は「外貨換算調整勘定」の△
2.72％の3,415億23百万円であったが、原因は「為替換算調整勘定」の2,287億92百万円の損
失であり、ソニーと同じである。しかし縮少幅は大きく0.25となっている。
⑯「自己株式」を比較すると、ソニーは６年比１％にも届かず今期0.04％の47億68百万
円に過ぎない。松下は規模が違い2006年３月より３千億円台に乗せ年々増加させ今期
8.04％の5,985億73百万円とし、著しい株主還元政策等となっており、両社の違いが著しい。
③短期長期支払能力安全性の分析（第34表）
７つの指標について検討する。「当座比率」であるが流動負債に対して支払に当てる当
座資産が100あれば良しとする。松下は全ての年度でソニーを上回り20～30ポインも差を
付けている。2003年３月までは100％を上回っていたが、以降90％台である。ソニーは近
年悪化し、今期64.73％に過ぎない。
「流動比率」については松下は当座比率から言うまでもないが、ソニーも100％を越え
て支払能力を満たしている。
「企業間信用比率」については前半は松下が高かったが近年逆転し、ソニーが上回って
いる。
「固定比率」は両社の差が著しい。松下は財務的安全性が高く５期100％以下で自己資
本の範囲内の投資を行っているが、ソニーは固定資産が松下の倍近くになっている結果、
近年益々悪化し200％以上である。
「固定長期適合率」でみると、ソニーは松下より健全ではないが差が縮まり、100％以
下に抑えていることは言うまでもない。
「負債比率」については松下は一時悪化したものの、2006年３月より自己資本以下に抑
えて85.15と良好さを示している。ソニーはこの点で松下より著しく悪化し、10年間200％
以上と負債に依存した体質であることが特徴である。
したがって自己資本比率は松下は傾向的に充実し、今期は50.28％にも達した。ソニー
は最高でも30強％にすぎず、今期は悪化し、27.60％と松下とは対象的である。
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第34表　ソニー、松下の短・長支払能力、安全性の分析（連結） （単位　％）
1998年
３月
1999年
３月
2000年
３月
2001年
３月
2002年
３月
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
当座比率
流動比率
企業間信用比率
固定比率
固定長期適合率
負債比率
自己資本比率
固定資産
（＝資産合計－流動資産）
長期資本
（＝自己資本＋固定負債）
3,638,943
3,135,566
44.03
28.35
110.76
245.75
74.03
75.36
96.52
172.87
207.84
160.23
141.72
154.39
111.74
85.79
4,915,660
4,160,892
当座比率
流動比率
企業間信用比率
固定比率
固定長期適合率
負債比率
自己資本比率
固定資産
（＝資産合計－流動資産）
長期資本
（＝自己資本＋固定負債）
3,663,035
5,727,307
46.13
26.16
111.78
381.32
77.28
94.11
106.13
240.85
142.16
144.31
146.90
112.78
97.88
71.75
4,740,111
6,085,589
3,528,942
3,229,660
44.51
28.95
107.45
237.94
74.48
76.52
99.88
177.10
217.98
157.13
170.18
158.01
114.99
89.98
4,738,229
4,220,381
4,026,349
5,924,929
43.99
30.22
113.33
230.11
85.09
89.15
113.60
211.69
149.60
138.09
142.48
126.58
91.14
80.61
4,732,049
6,665,885
3,704,460
3,672,557
46.31
32.07
99.78
210.26
75.55
79.63
100.55
168.24
203.93
142.54
172.98
145.10
117.64
83.09
4,903,339
4,612,290
3,558,087
6,838,229
47.56
30.20
97.04
229.94
77.72
92.78
93.94
213.44
120.68
132.18
152.74
177.79
99.89
69.54
4,577,981
7,370,424
3,838,339
4,350,492
46.25
29.58
101.14
237.25
78.40
84.28
101.74
187.89
212.27
151.88
160.35
131.39
103.37
75.51
4,895,692
5,162,189
3,698,109
7,169,639
49.60
28.77
87.55
246.43
80.32
88.24
94.42
212.704
122.04
126.34
153.14
101.46
98.34
74.97
4,603,937
8,125,540
3,761,567
4,848,583
41.81
28.96
124.64
244.35
80.00
86.52
115.82
179.23
208.02
177.65
154.46
130.44
100.64
81.84
4,702,050
5,603,931
3,848,515
5,216,331
40.57
27.25
143.03
266.02
74.67
88.21
121.08
228.70
164.99
160.29
155.05
129.53
105.46
80.85
5,153,684
5,913,475
3,644,420
7,543,076
50.28
27.60
85.15
254.27
83.43
92.83
97.38
217.69
115.38
118.39
148.35
124.51
94.40
64.73
4,368,035
8,252,523
出所　「有価証券報告書」より作成
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（３）経営成績・収益力の分析
①売上高・損益の百分比と推移
イKソニー（第35表）
１売上高および営業収入
６年で減収期が２期（2003年３月）、（2005年３月）あったが2007年に10.97％の最高の
伸びを示し、８兆円台に到達し、今期８兆8,714億14百万円（伸び6.94％）の過去最高を計
上した。
内訳は①純売上高８兆2,018億39百万円（構成比92.45％、伸8.38％）②金融ビジネス
5,532億16百万円（構成比6.23、伸び△11.38％）③営業収入1,163億59百万円（構成比1.31％、
伸び11.82％）であり、金融ビジネスのみ減収となった。
営業利益計上前の費用はⅡとして「売上原価、販売費・一般管理費およびその他の一般
費用」と独立項目とせず「一括費用」区分として区分表示している。
営業利益は2006年まで１、２％台であったが、2007年度は０％台に落ち、今期は過去最
高の利益率4.22％、伸び率421.93％とし、3,744億82百万円とした。利益の絶体額が大きい
順に、エレクトロニクス分野、映画分野、その他、金融分野が営業利益に貢献した。ゲー
ム分野は、営業損失を計上した。
その損益原因は①売上原価を71.0％から70.90％へと0.1％引き下げたこと、②金融ビジネ
ス費用を6.51％から5.98％へと0.53％に削減したこと、③販売費・一般管理費を21.56％か
ら19.33へ2.23ポイント削減したことによる。以上合計2.86％を引き下げたことによる。
販売費の2.23ポイントの削減はイK原価にも含まれるが研究開発費の5,439億37百万円から
5,205億68百万円へと233億69百万円の△4.30％の削減、ロK広告宣伝費の5,054億62百万円か
ら4,686億74百万円へと367億88百万円の△7.28％の削減等による。
なお販売費のなかの構造改革費および減損は374億21百万円から456億35百万円へと82億
14百万円の21.95％の伸び、日本における構造改革費13億29百万円から８億13百万円へと
５億16百万円の△38.83％の削減等を中心としたものによるものである。
資産の除売却損益および減損（純額）は前期の58億円の損失に対して当年度は378億円
の利益を計上した。
税引前利益を検討する。2003年、2004年、2007年３月と１千億円台を計上し、今期は
4,663億17百万円の利益率5.26％、伸び率357.01％で過去最高である。これは営業利益の増
加に加え、「その他の収益」を前期951億82百万円から今期1,494億47百万円と542億65百万
円の0.53ポイント上げたことと、「その他の費用」を648億95百万への0.78％から今期576億
12百万円の0.65％へと72億83百万円の0.13％を削減したことによる等両方の効果による。
「その他の収益」の増加要因は「為替差益」を55億71百万円計上したこと、「子会社お
よび持分法適用会社の持分変動にともなう利益」を315億９百万円（0.38％）から820億55
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第35表　ソニーの売上高・損益の推移（連結）
Ⅰ売上高および営業収入
　１．純売上高
　２．保険収入
　３．
　４．金融ビジネス収入
　５．営業収入
Ⅱ
　１．売上原価
　２．
　３．保険費用
　４．
　５．金融ビジネス費用
　６．
Ⅲ営業利益
Ⅳその他の収益
　１．
　２．特許実施許諾料
　３．
　４．
　５．
　６．
　７．為替差益
　８．
　９．その他
Ⅴその他の費用
　１．支払利息
　２．投資有価証券評価損
　３．為替差益（純額）
　４．その他
Ⅵ税引前利益
Ⅶ法人税等
　１．当年度分
　２．繰延税金
Ⅷ少数株主持分損益前利益
Ⅸ
Ⅹ
-少数株主持分損益
=少数株主利益・損失（△）
ⅩⅢ
当期純利益
6,916,042
512,641
449,50
7,473,633
4,979,421
1,819,468
489,304
7,288,193
185,440
14,441
32,375
72,552
1,928
36,232
157,528
27,314
23,198
44,835
95,347
247,621
178,847
△98,016
80,831
166,790
6,581
△44,690
115,519
115,519
202,931
92.54
6.86
0.60
100
66.63
24.35
6.55
97.52
2.48
0.19
0.43
0.97
0.03
0.48
2.11
0.37
0.31
0.60
1.28
3.31
2.39
1.31
1.08
2.23
0.09
0.60
1.55
1.55
2.72
△2.02
6.07
24.21
△1.38
△6.57
4.40
6.10
△2.09
37.74
△9.86
△3.39
△62.39
63.53
△25.04
25.68
△13.03
△30.99
169.90
55.61
97.14
23.95
505.10
29.64
654.53
148.06
6,883,478
565,752
47,161
7,496,391
5,085,205
1,798,239
505,550
35,495
7,397,489
98,902
18,756
34,244
11,774
4,870
18,059
34,587
122,290
27,849
16,481
32,795
77,125
144,067
87,219
△34,445
52,774
91,293
2,379
1,714
90,628
△2,117
88,518
145,781
91.82
7.55
0.63
100
67.48
24.00
6.74
0.47
98.68
1.32
0.25
0.46
0.16
0.06
0.24
0.46
1.63
0.37
0.22
0.44
1.03
1.92
1.16
0.46
0.70
1.22
0.03
0.02
1.21
0.03
1.08
1.94
△0.47
10.36
4.92
0.30
1.58
△1.17
3.32
1.50
△46.67
29.88
5.77
△83.77
△4.54
1.96
71.04
△26.88
△19.11
△41.82
△51.23
△64.86
△34.71
△45.24
△63.85
△21.55
△23.37
71.84
6,565,010
537,715
56,891
7,159,616
5,000,112
1,535,015
482,576
27,994
7,045,697
113,919
14,708
31,709
5,437
16,322
29,447
97,623
24,578
3,715
524
25,518
54,335
157,207
85,510
△69,466
16,044
141,163
1,651
29,039
168,551
△4,713
163,838
186,770
91.70
7.51
0.79
100
69.84
21.43
6.74
0.39
98.41
1.59
0.21
0.44
0.08
0.23
0.41
1.36
0.34
0.05
0.01
0.36
0.76
2.20
1.19
0.97
0.22
1.97
0.19
0.41
2.35
0.07
2.29
2.61
△4.63
△4.96
20.63
△4.49
△1.15
△14.64
△4.54
△21.13
△4.76
14.17
△21.58
△7.40
11.64
△1.49
△20.17
△11.75
△77.46
△22.19
△29.55
9.12
△1.96
101.67
△29.60
54.62
△30.60
1594.22
85.99
122.63
85.09
28.12
2002年度
（自2002年４月１日
　　至2003年３月31日）
2003年度
（自2003年４月１日
　　至2004年３月31日）
2004年度
（自2004年４月１日
　　至2005年３月31日）
（単位　百万円、％）
出所　各年の「有価証券報告書」より作表
金額（百万円） 百分比 伸び率 金額（百万円） 百分比 伸び率 金額（百万円） 百分比 伸び率
保険・
ファイナンス収入
売上原価、販売費・一般管理費
およびその他の一般費用
販売費および
一般管理費
保険・
ファイナンス費用
資産の除却費および
減損（純額）
受取利息および
受取配当金
投資有価証券
その他の売却益（純額）
投資有価証券
売却益（純額）
持分法適用会社の
新株発行にともなう利益
子会社および持分適用会社の
持分変動にともなう利益
退職給付目的信託への
株式拠出益
少数株主持分損益および
持分法による投資損失前利益
少数株主損益、持分法による
投資損益および会計原則変更
による累積影響額前利益
持分法による
投資利益・損失（△）
会計原則変更による
累積影響額前利益
会計原則変更による
累積影響額
三菱総合研究所で
析出した経常利益
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6,692,776
720,566
62,094
7,475,436
5,151,397
1,527,036
531,809
73,939
7,284,181
191,255
24,937
35,161
9,645
60,834
23,039
153,616
28,996
3,878
3,065
22,603
58,542
286,329
96,400
80,115
176,515
109,814
△626
13,176
123,616
－
123,616
89.53
9.64
0.83
100
68.91
20.43
7.11
0.99
97.44
2.56
0.33
0.47
0.13
0.13
0.31
2.05
0.39
0.05
0.04
0.30
0.78
3.83
1.29
1.07
2.36
1.47
△0.01
0.18
1.65
1.65
1.95
34.01
9.15
4.41
3.03
△0.52
9.52
164.12
3.38
67.89
69.54
10.89
77.40
272.71
△21.76
57.36
17.98
4.39
484.92
△11.42
7.74
82.13
12.74
1000.19
△22.21
△54.63
△26.66
△26.78
7,567,359
624,282
104,054
8,295,695
5,889,601
1,788,427
540,097
5,820
8,223,945
71,750
28,240
14,695
31,509
20,738
95,182
27,278
1,308
18,835
17,474
64,895
102,037
67,081
△13,193
53,888
48,149
475
78,654
126,328
91.22
7.53
1.25
100.0
71.0
21.56
6.51
0.07
99.14
0.86
0.34
0.18
0.38
0.25
1.15
0.33
0.02
0.23
0.21
0.78
1.23
0.81
△0.16
0.65
0.58
0.01
0.95
1.52
13.07
△13.36
67.57
10.97
14.33
17.12
1.56
△92.13
12.90
△62.48
13.24
△48.20
△9.99
△38.04
△5.92
△66.27
514.52
△22.69
10.85
△64.36
△30.41
△83.53
△69.43
△56.15
－
496.95
2.19
8,201,839
553,216
116,359
8,871,414
6,290,022
1,714,445
530,306
△37,841
8,496,932
374,482
34,272
5,504
82,055
5,571
22,045
149,447
22.931
13,087
－
21,594
57,612
466,317
183,438
20,040
203,478
262,839
△5,779
100,817
369,435
92.45
6.23
1.31
100.0
70.90
19.33
5.98
0.43
95.78
4.22
0.39
0.06
0.92
0.25
1.68
0.26
0.15
－
0.24
0.65
5.26
2.07
0.23
2.29
2.96
△0.07
1.14
4.16
為替差益
8.38
△11.38
11.82
6.94
6.62
△4.14
△1.92
△550.19
3.32
421.93
21.14
△62.54
160.42
6.30
△15.94
900.54
－
23.58
△11.22
357.01
173.46
－
277.59
445.89
△1216.63
28.18
192.44
1.19
1.08
2.59
1.19
1.26
0.94
1.08
－
1.17
2.02
2.37
0.08
－
0.61
0.95
0.84
0.56
－
0.48
0.60
3.24
1.03
－
2.52
1.56
△0.88
2.26
3.20
2005年度
（自2005年４月１日
　　至2006年３月31日）
2006年度
（自2006年４月１日
　　至2007年３月31日）
2007年度
（自2007年４月１日
　　至2008年３月31日）
2008年
対
2003年
（倍）
（単位　百万円、％）
出所　各年の「有価証券報告書」より作表
金額（百万円） 百分比 伸び率 金額（百万円） 百分比 伸び率 金額（百万円） 百分比 伸び率
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百万円（0.92％）へと505億46百万円へと0.54％上昇させたことが主因である。
「その他の費用」の削減原因は①「為替差損」が前期の188億35百万円が発生しなかっ
たこと、②「支払利息」が272億78百万円（の0.33％）から229億31百万（0.26％）へと43
億47百万円の0.07％削減したことが原因である。
「当期純利益」について考察する。今期６年比過去最高の3,694億35百万円（4.16％）を
計上した。この原因は、①「税引前利益」が過去最高の4,663億17百万円であったこと②
「少数株主損益、持分法による投資利益前利益」が481億49百万円（0.58％）から、2,628億
39百万円（2.96％）へと2,146億９千万円へと2.38ポイント上昇したこと、③「少数株主損
失」が57億79百万円もあったこと④「持分法による投資利益」が786億54百万円（0.95％）
から1,008億17百万円（1.14％）へと221億63百万円の0.19ポイント上昇したことによる。
ロK松下（第36表）
１．売上高2003年３月より増収を続け前年の2007年３月に初めて９兆円台に達したが、
今期は△0.43％となり９兆689億28百万円とした。ほぼ昨年並であったのはデジタルＡＶ
商品、白物商品を中心に全ての部門で増収があったことと、19年８月より日本ビクターグ
ルプが子会社から外れ、持分適用会社になったことに伴い、それ以降の日本ビクターグル
ープの売上高が連結売上高に含まれていないことによる（有報）。６年比伸びは1.23倍で
ある。
２．売上総利益は2006年３月に30.80％と30％台に上げたが、前期の29.79％から引き続
き下がて、今期２兆6,916億88百万円（利益率29.68％、前年度比△0.81％）の減益であった。
これは売上原価率が70.32％と前期より0.11ポイント上昇したことによる。
３．営業利益は2003年３月の1.71％の利益率から年々上昇し、今期5,194億81百万円の
5.72％（伸び13.04％）とした。原因は販管費の削減にあり、前期の24.75％から23.95％へ
と0.8ポイントを引き下げ削減したことにある。
４．販管費削減の主因は、注記によれば研究開発費を5,780億87百万円から5,545億38百
万円へ235億49百万円を削減したこと、運送保管料を1,703億11百万円から1,594億18百万円
へと108億93百万円を削減したことのみが推測できる。
なお有報によれば日本ビクターグループの影響を除く売上増や、材料費や固定費のコス
ト合理化などにより増益になったとしている。
営業外損益の項目は2003年から６期とも営業外損失を計上している。今期は６期中１番
損失率、額が高く△0.93％の844億88百万円である。主因は営業外収益項目はいずれも前
期より高く増大しているのに、「その他の費用」が1,792億79百万円の△1.98％と前期より、
575億89百万円の0.64ポイント増大したことにある。
有報によれば営業外収益については、受取利息、受取配当金は前年に比べて、それぞれ
12％増の343億71百万円、36％増の103億17百万円となり、当年度は有形固定資産売却益や
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第36表　松下の売上高・損益の構成と推移（連結） （単位　百万円、％、倍）
出所　各年の「有価証券報告書」より作表
Ⅰ．売上高
Ⅱ．売上原価
　　売上総利益
Ⅲ．販売費及び一般管理費
　　営業利益
Ⅳ．営業外損益（△は損失）
　　受取利息
　　受取配当金
　　厚生年金基金代行返上益
　　その他の収益
　　支払利息（及び割引料）
　　のれん減損
　　その他の費用
　　（構告改革費）
　　営業外損益合計
　　税引前利益
Ⅴ．法人税等
　　当年分
　　繰延分
　　　　法人税等合計
Ⅵ．少数株主利益（△は損失）
Ⅶ．持分法による投資利益（△は損失）
　　当期純利益
基本的１株当たり当期純利益(円)
希薄化後１株当たり当期純利益
7,401,714
5,323,605
2,078,109
1,951,538
126,571
22,267
4,506
－
64,677
－
△32,805
－
△116,300
－
△57,655
68,916
51,704
19,572
71,276
5,505
△11,588
△19,453
△8.70
△8.70
8,894,329
6,155,297
2,739,032
2,324,759
414,273
28,216
6,567
－
147,399
△21,686
△50,050
△153,407
(△48,975)
△42,961
371,312
96,341
70,748
167,089
△987
△50,800
154,410
69.48
69.48
100.0
69.20
30.80
26.14
4.66
0.32
0.07
1.66
0.24
0.56
1.72
0.48
4.17
1.08
0.80
1.88
0.01
0.57
1.74
2.07
△0.34
7.94
4.29
34.29
44.77
22.00
77.98
△5.00
1306.59
△12.04
△30.25
50.38
△0.19
24.55
8.97
－
588.44
164.03
172.58
172.58
9,108,170
6,394,418
2,713,752
2,254,211
459,541
30,553
7,597
－
114,545
△20.906
△30,496
△121,690
(△19,574)
△20,397
439,144
119,465
72,398
191,863
31,131
1,035
217,185
99.50
99.50
100.0
70.21
29.79
24.75
5.05
0.34
0.08
－
1.26
－
△0.23
△0.33
△1.34
△0.22
5.41
1.31
0.79
2.11
0.34
0.01
2.41
2.40
3.88
△0.92
△3.03
10.93
8.28
15.68
－
△22.29
－
△3.60
△39.07
△20.68
△52.52
18.27
24.00
2.33
14.14
40.65
43.21
43.21
9,068,928
6,377,240
2,691,688
2,172,207
519,481
34,371
10,317
70,460
△20,357
－
△179,279
△84,488
434,993
128,181
△13,608
114,573
28,637
△9,906
281,877
100.0
70.32
29.68
23.95
5.72
0.38
0.11
0.75
0.22
1.98
0.93
4.80
1.41
△0.15
1.26
0.32
△0.11
3.11
△0.43
△0.27
△0.81
△3.64
13.04
12.50
35.80
△38.49
△2.63
－
47.32
314.22
△0.95
7.30
－
△40.28
△8.01
－
29.79
1.23
1.20
1.30
1.11
4.10
1.54
2.29
1.09
△0.62
△1.54
1.47
6.32
2.48
－
1.61
5.20
0.85
－
100.0
71.92
28.08
26.37
1.71
0.30
0.06
－
0.87
0.44
1.57
△0.78
0.93
0.70
0.26
0.96
0.07
0.16
0.26
7.63
3.69
19.25
△0.15
－
△33.64
△50.82
－
20.28
△20.40
△70.29
△82.85
－
72.15
－
－
－
－
△95.49
－
－
7,479,744
5,313,065
2,166,676
1,971,187
195,492
19,564
5,475
72,228
59,544
－
△27,744
－
△153,737
(△54,147)
△24,670
170,822
77,375
21,160
98,535
19,618
△10,524
42,145
18.15
18.00
100.0
71.03
28.97
26.35
2.61
0.26
0.07
0.97
0.80
0.37
2.06
△0.33
2.28
1.03
0.28
1.32
0.26
0.14
0.56
1.05
△0.20
4.26
1.01
54.45
△12.14
21.50
－
△7.94
△15.43
32.19
△57.21
147.87
49.65
8.11
38.24
256.37
△9.18
－
－
－
8,713,636
6,176,046
2,537,590
2,229,096
308,494
19,490
5,383
31,509
82,819
－
△22,827
△3,559
△174,396
(△110,568)
△61,581
246,913
96,529
56,805
153,334
27,719
△7,379
58,481
25.49
25.49
100.0
70.88
29.12
25.58
3.54
0.22
0.06
0.36
0.95
0.26
0.04
2.00
△0.71
2.83
1.11
0.65
1.76
0.32
0.08
0.67
－
－
16.50
16.24
17.12
13.08
57.80
△0.38
△1.68
△56.38
39.09
△17.72
－
13.44
149.62
44.54
24.75
168.45
55.61
41.29
△29.82
38.76
40.44
41.61
百分率
2003年
３月 伸び率 百分率
2004年
３月 伸び率 百分率
2005年
３月 伸び率
百分率
2006年
３月 伸び率 百分率
2007年
３月 伸び率 百分率
2008年
３月
2008年
対
2003年
（倍）伸び率
75
松下電器とソニーの財務分析
株式売却益を計上したとしている。
営業外費用については、支払利息は短期借入金の減少などにより３％減少し、203億57
百万円となった。さらに構造改革費用は、前年度の195億74百万円に対し、早期退職一時
金の326億44百万円を含む395億66百万円となった。また長期性資産の減損については、前
年度はのれんの減損損失304億96百万円を含む491億75百万円を計上したが、当年度の実績
は固定資産の減損損失446億２千万円となったとしている。
税引前利益　６期全期営業外損失であるのに６期全期「税引前利益」を計上している。
2003年３月より毎年売上高利益率は上昇したが、今期は前述の営業外損失が844億88百万
円（0.96％）と大きかったため、前期最高の4,391億44百万円の5.41％から、4,349億93百万
円の利益率4.80％へと減少したのである。
当期純利益は法人税等が安く1,145億73百万円と少数株主利益が前期より少なく286億37
百万円を差し引いて、持分法による損益損失を差し引いて、今期2,818億77百万円（利益
率3.11％、伸び率29.79％）の６期最高とした。
ハKソニーと松下の比較
①売上高　６年比でソニーは２期減収、松下は今期１期である。2007年３月にソニーは
８兆円台に到達し、今期最高の８兆8,714億14百万円となった。松下は2007年３月に９兆
円台に到達し最高としたが今期減収となり９兆689億28百万円とした。それでも松下が
1,975億14百万円だけ多い。
②売上総利益　ソニーは「売上原価、販売費・一般管理費およびその他の一般費用」と
「一括費用計上」区分をしておりその他の一般費用は金融ビジネス費用と資産の除売却損
（益）および減損（純額）を構成しておりソニーの特徴である。したがって売上総利益の
表示はないが、売上原価を差し引いて出すと、今期は売上原価が６兆2,900億22百万円で
あるから２兆5,813億92百万円の利益率29.10％である。松下は２兆6,916億88百万円の
29.68％と売上原価率がソニーより低く、総利益率が高い。ソニーは2006年３月まで売上
原価率が70％弱台と松下の70％強より低くかったが2007年よりソニーがコストが高くなっ
たものである。
③営業利益を比較するとソニーは６年比でみると１、２％台、０％台であったが今期最
高の4.22％の伸び率421.93％の3,744億82百万円と最高を計上した。原因は売上原価を0.1％
引き下げ、金融ビジネス費用を0.53％引き下げ、販管費2.23ポイント引き下げ、合計2.86ポ
イントも削減に成功したことによる。
これに対して松下の営業利益率は2003年1.71％であったが年々上昇して、今期最高の
5,194億81百万円の5.72％にも達しソニーを上回っている。原因は販管費率のほほ初年の削
減にあり、今期は前期の24.75％から23.95％へと0.8ポイント削減したことにある。
④販管費の内容であるが、イK研究開発費はソニーは5,439億37百万円から5,205億68百万
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円へと233億69百万円の△4.30％の削減に対して松下は5,780億87百万円から5,545億38百万
円へと235億49百万円の削減した。共に５千億円台であるが松下が若干多い。
ロK広告宣伝費は、ソニーが5,054億62百万円から4,686億74百万円へと367億88百万円の
7.28ポイントの削減に対して、松下は1,991億55百万円から2,008億９千万円と17億35百万円
の増加している。広告費の規模はソニーが倍以上かけている。ハK物流費用（運送保管料）
は松下は1,703億11百万円から1,594億18百万円へと108億93百万円削減し、ソニーは1,204億
88百万円から1,365億６百万円へと160億64百万円の13.34ポイント増加した。運送保管料は
松下が若干多くなっている。
⑤税引前利益　ソニーは営業外差損失は６期中１度もなく、６期全期営業外差益である。
松下は６期中６期営業外差損失であるが全期税引利益を計している。しかし、税引前利益
額は４期松下の方が上である。ソニーは今期６期中最高の4,663億17百万円の利益率5.26％
伸び率357.01％であったが、逆に松下は全期の最高より下げて4,349億93百万円の利益率
4.80％の伸び率△0.95％であった。
松下の営業外差損失が全期に及ぶのは、2003、2004年３月には受取利息より支払利息が
多いこと、2005年、2006年、2007年と「のれん減損」を計上したこと、そして構造改革費
を含めた「その他の費用」が「その他の収益」より６期とも何百億円も高く、その他の違
いは2004年３月の941億93百万円、2005年３月915億77百万円も多いことが決定的違いであ
る。
ソニーの６期全期の営業外差益は2003年３月は、支払利息が倍以上あるが、特許実施許
諾料が323億75百万円、投資有価証券売却益が752億52百万円もあったことが主因である。
2004年３月は前期の項目の他、為替差益が180億59百万円計上したことが主因である。
2005年３月は「子会社および持分適用会社の持分変動にともなう利益」を163億22百万円
計上したことが主因である。2006年３月は、前期同様、「子会社および持分適用会社の持
分変動にともなう利益」が608億34百万円もあり、「持分適用会社の新株発行にともなう利
益」が96億45百万円もあったことが主因である。2007年３月は前期と同様の項目が主因で
ある。2008年３月も前期と同様の他、為替差益55億71百万円計上したことが貢献した。
⑥当期純利益はソニーは今期3,694億35百万円の4.16％の伸び192.44％で松下の2,818億77
百万円の3.11％の29.79％を上回った。ソニーは「持分法による」が1,008億17百万円計上し
たことが大く、松下のそれは94億６百万円の赤字であった。
②ビジネスセグメント情報
イKソニー（第37表）
ＡL 売上高および営業収入
外部顧客に対するものとセグメント間取引があるが後者は最後にまとめて一括して、セ
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第37表　ビジネス（分野別）セグメント情報（ソニー） （単位　百万円、％、倍）
出所　各年の「有価証券報告書」より作表
売上高および営業収入
　　エレクトロニクス
　　ゲーム
　　音　楽
　　映　画
　　金　融
　　その他
　　セグメント間取引消去
　　連結合計
営業利益（損失）
　　エレクトロニクス
　　ゲーム
　　音　楽
　　映　画
　　金　融
　　その他
　　　　　小　　計
　　セグメント間取引消去
　　配賦不能営業費用控除
　　連結営業利益
　　その他の収益
　　その他の費用
　　連結税引前利益
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
2008年
対
2003年
（倍）
4,940,450
955,031
636,298
802,770
540,519
250,314
△651,749
7,473,633
41,380
112,653
△8,661
58,971
23,338
△31,950
195,731
15,894
△26,185
185,440
157,528
△95,347
247,621
66.11
12.78
8.51
10.74
7.23
3.35
8.72
100.0
0.55
1.51
△0.12
0.79
0.31
△0.43
2.62
0.21
0.35
2.48
2.11
1.28
3.31
△6.97
△4.85
△1.02
26.25
5.52
71.13
△3.19
△1.32
－
35.87
△57.07
88.61
－
272.20
40.01
△1.93
23.25
37.74
63.53
△31.0
166.90
4,897,395
780,220
559,888
756,370
593,544
330,392
△421,418
7,496,391
△35,298
67,578
18,995
35,230
55,161
△10,030
131,636
14,530
△47,264
98,902
122,290
△77,125
144,067
65.33
10.41
7.47
10.09
7.92
4.41
5.62
100.0
△0.47
0.90
0.25
0.47
0.74
△0.13
1.76
0.19
0.63
1.32
1.63
1.03
1.92
△0.87
△18.30
△12.01
△5.78
9.81
31.99
△35.34
△0.06
－
△40.01
－
△40.26
136.36
△68.31
△32.75
△8.58
80.50
△46.67
△22.37
△19.11
△41.82
5,021,647
729,754
249,105
733,677
560,557
254,427
△389,551
7,159,616
△34,305
43,170
8,783
63,899
55,490
△4,077
132,960
13,530
△32,571
113,919
97,623
△54,335
157,207
2.54
△6.47
△55.51
△3.0
△5.56
△22.99
△7.56
△4.49
△2.81
△36.12
△53.76
81.38
5.96
△59.35
1.01
△6.88
△31.09
15.18
△20.17
△16.58
9.12
70.14
10.19
3.48
10.25
7.83
3.55
5.44
100.0
△0.48
0.60
0.12
0.89
0.78
△0.06
1.86
0.19
0.45
1.59
1.36
0.08
2.20
5,150,477
958,619
－
745,859
743,215
408,881
△531,615
7,475,436
△30,930
8,747
－
27,436
188,323
16,183
209,759
13,786
△32,290
191,255
153,616
△58,542
286,329
68.90
12.82
9.98
9.94
5.47
7.11
100.0
△0.41
0.12
－
0.37
2.52
0.22
2.81
0.18
0.43
2.56
2.05
0.78
3.83
2.57
31.36
1.66
32.59
60.71
36.47
4.41
△9.84
△79.74
△57.06
239.38
－
57.76
1.89
△0.86
67.89
57.36
7.74
82.14
5,443,336
974,218
－
966,260
624,341
287,599
△764,197
8,295,695
160,536
△232,325
－
42,708
84,142
28,871
83,932
4,557
△16,739
71,750
95,182
△64,895
102,037
65.62
11.74
11.65
7.53
3.47
9.21
100.0
1.94
△2.81
0.51
1.01
0.35
1.01
0.05
0.20
0.86
1.15
0.78
1.23
5.67
1.62
29.55
△15.99
△29.66
43.75
10.97
－
△165.61
55.66
△55.32
78.40
△59.99
△66.94
△48.16
△62.48
△38.04
10.85
△64.36
5,931,708
1,219,004
855,482
553,216
312,004
△847,892
8,871,414
356,030
△124,485
－
54,011
22,633
50,212
358,401
△5,462
21,543
374,482
149,447
△57,612
466,317
66.86
13.74
9.64
6.24
3.52
9.56
100.0
4.01
1.40
0.61
0.26
0.57
4.04
△0.06
0.24
4.22
1.68
0.65
5.26
8.97
25.13
△11.46
△11.39
8.49
10.95
6.94
121.78
△66.42
26.47
△73.10
73.92
327.01
△19.86
421.93
57.01
△11.22
357.01
1.20
1.28
1.07
1.02
1.25
1.30
1.19
8.60
△1.11
0.92
△3.02
－
1.83
△65.63
－
2.02
△5.13
△39.58
1.88
百分率 伸び率 百分率 伸び率 百分率 伸び率
百分率 伸び率 百分率 伸び率 百分率 伸び率
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グメント間取引消去として表示する。売上高の全体については既述した。
第１位が「エレクトロニクス」で５兆9,317億８百万円（構成比66.86％、伸8.97）である。
2003年３月比で1.20倍である。うち製品別外部顧向に対するものの内訳をみる。①テレビ
の１兆3,670億78百万円（構成比23.05％）、②ビデオの１兆2,792億25百万円（構成比
21.57％）、③情報・通信の１兆985億74百万円（構成比18.52％）、④コンポーネントの8,471
億31百万円（構成比14.28％）、⑤オーディオの5,586億24百万円（構成比9.42％）、⑥その他
の5,523億65百万円（構成比9.31％）、⑦半導体の2,287億11百万円（構成比3.86％）となっ
ている。
２位が「ゲーム」で１兆2,190億４百万円（構成比13.74％、伸25.13％）で６年比最大の
1.28倍である。
３位が「映画」の8,554億82百万円（9.64、伸△11.46％）で６年比1.07倍であった。
第４位が「金融」の5,532億16百万円（構成比6.24％伸△11.39％）である。
第５位が「その他」で3,120億４百万円（構成比3.52％、伸8.49％）であった。倍率は
1.25である。
セグメント間取引消去が8,478億92百万円（構成比9.56％、伸10.95％）で６年比は1.30倍
と高い。
ＢL 営業利益
全分野の営業利益は今期が最高で3,744億82百万円（利益率4.22％、伸421.93％）である。
これを分野別にみると
第１位が「エレクトロニクス」分野で3,560億３千万円（利益率4.01％、伸121.78％）で
断トツである。６期中３期も赤字であったが、前期より利益を計上し、圧倒的１位である。
第２位が「映画」分野で540億11百万円（利益率0.61％、伸26.47％）であった。2005年
３月には１位を計上した。
第３位は「その他」分野で502億12百万円（利益率0.57％、伸73.92％）であった。
第４位が「金融」分野であり、226億33百万円（利益率0.25％、伸△73.10％）であった。
2006年３月にはトップの利益を上げている。
第５位が「ゲーム」分野であるが、売上高は２位であったが、前期△2,323億25百万円、
今期△1,244億85百万円（△1.40％、伸△66.42％）、と連続損失を計上した。
ロKソニーのビジネス別収益力（第38表、第39表）
第38表のように各分野別資産、営業利益、減価償却費および償却費、設備投資額をみて、
第39表でその収益をみる。
各分野の総資本営業利益率の高い順番からみる。
第１位は「エレクトロニクス」の8.60％であり、2003からでも３期赤字であったが、前
年より回復した。分解すると今期１位は売上高利益率は第３位の６％であったが回転率が
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第38表　ソニーのビジネスセグメント
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
????????
???
? ?
?
? ?
?
? ?
????
????
???????
営業利益
資産
設備投資額
営業利益
資産
設備投資額
営業利益
資産
設備投資額
営業利益
資産
設備投資額
営業利益
資産
設備投資額
営業利益
資産
設備投資額
営業利益
資産
設備投資額
営業利益
資産
設備投資額
営業利益
資産
設備投資額
減価償却費
　および償却費
△1,158
3,089,791
211,910
220,032
82,915
722,021
49,655
47,822
20,175
739,283
34,835
21,535
31,266
960,266
10,619
11,501
22,134
2,496,052
37,227
16,023
△16,604
240,329
6,568
5,208
17,148
△270,374
-
-
△21,245
208,427
3,321
4,613
134,631
8,185,795
354,135
326,734
41,300
2,848,492
190,836
170,323
112,653
673,208
53,496
40,986
△8,661
668,702
33,650
21,875
58,971
868,395
8,552
7,138
23,338
2,910,434
52,041
3,655
△31,950
273,169
9,112
15,402
15,894
△261,761
-
-
△26,185
389,906
4,238
1,862
185,440
8,370,545
351,925
261,241
△34,273
3,476,465
276,704
321,216
43,170
482,037
16,504
18,824
63,899
863,056
5,598
5,808
55,490
3,885,517
52,788
3,845
4,188
577,733
17,012
7,928
14,016
△398,074
-
-
△32,571
612,366
4,259
8,197
113,919
9,499,100
372,865
356,818
△30,930
3,548,720
304,561
328,625
8,747
520,394
5,087
8,405
27,436
1,029,907
7,401
10,097
188,323
4,565,607
47,736
4,456
16,183
617,868
12,755
4,186
13,786
△361,392
-
-
△32,290
686,649
4,303
28,578
191,255
10,607,753
381,843
384,347
160,536
4,068,038
310,575
351,482
△232,325
832,791
7,947
16,770
42,708
1,024,591
8,464
10,970
84,142
4,977,642
56,068
6,836
28,871
570,051
11,406
5,617
4,557
△435,016
-
-
△16,739
678,265
5,549
22,463
71,750
11,716,362
400,009
414,138
356,030
4,140,765
323,819
306,692
△124,485
751,674
10,373
5,639
54,011
899,427
8,633
9,924
22,633
5,625,659
65,268
6,379
50,212
498,231
12,001
2,952
△5,462
△402,550
-
-
21,543
1,039,533
7,916
4,140
374,482
12,552,739
428,010
335,726
減価償却費
　および償却費
減価償却費
　および償却費
減価償却費
　および償却費
減価償却費
　および償却費
減価償却費
　および償却費
減価償却費
　および償却費
減価償却費
　および償却費
減価償却費
　および償却費
出所　「有価証券報告書」より作成
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第39表　ソニーのビジネスセグメント収益力
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
????????
???
? ?
?
? ?
?
? ?
????
????
???????
総資本営業利益率
売上高営業利益率
有形固定資産回転率
総資本回転率
総資本営業利益率
売上高営業利益率
有形固定資産回転率
総資本回転率
総資本営業利益率
売上高営業利益率
有形固定資産回転率
総資本回転率
総資本営業利益率
売上高営業利益率
有形固定資産回転率
総資本回転率
総資本営業利益率
売上高営業利益率
有形固定資産回転率
総資本回転率
総資本営業利益率
売上高営業利益率
有形固定資産回転率
総資本回転率
総資本営業利益率
売上高営業利益率
有形固定資産回転率
総資本回転率
総資本営業利益率
売上高営業利益率
有形固定資産回転率
総資本回転率
総資本営業利益率
売上高営業利益率
有形固定資産回転率
総資本回転率
△0.04
△0.02
21.69
1.55
11.48
8.40
19.58
1.37
2.73
3.43
27.31
0.80
3.26
4.92
55.29
0.68
0.89
4.58
30.16
0.19
△6.91
△0.15
21.47
0.47
△10.19
1.64
1.78
23.19
0.93
1.45
0.91
26.67
1.59
16.73
12.03
22.84
1.39
△1.30
△1.55
25.56
0.84
6.79
7.35
112.46
0.92
0.80
4.55
140.26
0.18
△11.70
△26.72
7.76
0.44
△6.72
2.22
2.48
28.61
0.89
△0.99
△0.71
14.96
1.38
8.96
6.14
37.32
1.46
7.40
8.71
126.32
0.85
1.43
10.32
139.85
0.14
0.72
1.10
47.83
0.66
△5.32
1.20
1.59
20.07
8.75
△0.87
△0.65
14.50
1.34
1.68
0.95
109.25
1.76
2.66
3.68
73.87
0.72
4.13
26.14
161.71
0.16
2.62
4.95
78.17
0.53
△4.72
1.80
2.56
19.45
0.70
3.95
2.95
15.49
1.34
△217.90
△23.84
58.09
1.17
4.17
4.42
88.08
0.94
1.69
13.48
91.32
0.13
2.62
5.63
68.70
0.47
△2.47
0.61
0.86
20.03
0.71
8.60
6.00
19.34
1.43
△16.56
△10.21
216.17
1.62
6.01
6.31
86.20
0.95
0.40
4.09
86.72
0.10
5.06
9.25
55.55
0.55
2.07
2.98
4.22
26.42
0.71
出所　「有価証券報告書」より作成
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第２位の1.43回であったことによる。回転率は６期中３期トップである。
第２位は「映画」の6.01％であった。前年度はトップの4.17％であった。今期２位の原
因は売上高営業利益率のトップの6.31％を上げたことにあり、回転率も0.95回であった。
有形固定資産回転率は86.20回と高い。
第３位は「その他」分野で5.00％であり売上高利益率は全分野トップの9.25％であった
が、回転率が低く0.55％であったことによる。
第４位は「金融」の0.40％であり、2006年３月にはトップの4.13％を上げている。今期
４位は総資本回転率が最下位の0.10％だったことによる。
第５位の最下位は「ゲーム」であり、△16.56％であり、前期に続き赤字である。エレ
クトロニクスの回復後、ゲームが足を引っぱる形になっている。回転率は最高の1.62回と
なっている。有形固定資産回転率は何と216.17回となっているのである。
以上の結果連結合計で、今期に過去６期で最高の総資本営業利益率2.98％を計上したの
は、エレクトロニクスの8.60％、映画の6.01％、その他の5.00％によるところが大きい。
それは売上高利益率の過去最高の4.22％になり、この点ではその他の9.25、映画の6.31、
エレクトロニクスの6.00％等によるものである。
有形固定資産回転率は今期最高の26.42回であった。これはゲームの216.17回、金融の
86.72回、映画の86.20回、その他の55.55回等によるものである。
ハK松下（第40表）
１．売上高　今期は前期より△0.43％を減らし９兆689億28百万円の減収となった。
売上高１位はＡＶＣネットワークで全体の47.05％を占め、前期より8.07％伸ばして４兆
2,672億17百万円の増収であった。このうち映像・音響機器部門は、薄型テレビやデジタ
ルカメラなどデジタルＡＶ商品の売上が好調で、増収となった。情報・通信機器部門も、
カーエレクトロニクス機器や移動体通信などが堅調に推移し、増収となった（有報）。
２位が2005年より分野別に計上した電工・パナホームで１兆8,540億23百万円（構成比
20.44％、伸び率2.46％）であった。松下電工は住宅着工数の減少により、住建の売上が低
調だったが、電材、電子材料などが好調で、増収となった（有報）。
３位がアプライアンスの１兆1,260億37百万円（構成比12.42％、伸び率0.60％）であり、
６年比0.96倍である。エアコンや冷蔵庫などの白物商品の売上が好調で、増収となった
（有報）。
４位がデバイスの9,894億14百万円（構成比10.91％、伸び率0.15％）であった。一般電子
部品などの売上が堅調で増収となった（有報）。６年比0.86倍と減らしている。
５位がその他分野で6,509億41百万円（構成比7.18％、伸び率が最高の8.14％）であった。
ＦＡ機器の売上が好調に推移したことなどにより、増収となった（有報）。６年比でも
1.02倍とＡＶＣネットワークに次ぐ1.02倍であった。
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売上高（対外部顧額）
　ＡＶＣネットワーク
　アプライアンス
　デバイス
　電工・パナホーム
　日本ビクター
　その他
　セグメント間取引消去
　連結売上高合計
営業利益
　ＡＶＣネットワーク
　アプライアンス
　デバイス
　電工・パナホーム
　日本ビクター
　その他
　会社及び消去
　連結営業利益
　受取利息
　受取配当金
　厚生年金基金代行返上益
　その他の収益
　支払利息
　営業権の評価減
　その他の費用
　　税引前利益
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
構成比 伸び率 構成比 伸び率 構成比 伸び率
（修正再表示）
3,621,211
1,169,608
1,145,092
827,967
637,836
△844,258
7,401,714
82,828
45,240
31,213
21,863
13,042
△67,615
126,571
22,267
4,506
64,677
△32,805
△116,300
68,916
48.92
15.80
15.47
11.19
8.62
11.41
100.0
1.12
0.61
0.42
0.30
0.18
△0.91
1.72
0.30
0.06
0.87
0.44
1.57
0.94
△14.52
△0.73
△16.45
32.23
4.64
-
18.86
-
-
-
13.87
-
△35.20
△45.18
19.45
△27.24
△70.21
-
3,771,516
1,174,138
1,073,108
802,650
658,332
△1,011,113
7,479,744
129,102
52,759
50,099
24,675
14,701
△75,844
195,492
19,564
5,475
72,228
59,544
△27,228
△153,737
170,822
50.42
15.70
14.35
10.73
8.80
13.52
100.0
1.73
0.71
0.67
0.33
0.20
△1.01
2.61
0.26
0.07
0.97
0.80
0.36
2.06
2.28
4.15
0.39
△6.29
△3.06
3.21
19.76
1.05
55.87
16.62
60.51
12.86
12.72
12.17
54.45
△12.14
21.50
-
△7.94
△17.00
32.19
147.87
3,745,339
1,102,795
1,006,893
1,628,372
721,391
508,846
△1,287,509
8,713,636
127,366
74,794
57,761
66,761
9,887
38,352
△66,427
308,494
19,490
5,383
31,509
82,819
△22,827
△3,559
△174,396
246,913
42.98
12.66
11.56
18.69
8.28
5.84
14.78
100.0
1.46
0.86
0.66
0.77
0.11
4.40
△0.76
3.54
0.22
0.06
0.36
0.95
0.26
0.04
2.05
2.83
△0.69
△37.85
△6.17
-
△10.12
△22.71
27.34
16.50
△1.34
41.77
15.29
-
△59.93
160.88
△12.42
57.80
△0.38
△1.68
△56.38
39.09
△16.16
-
13.44
44.54
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
2008年
対
2003年
（倍）構成比 伸び率 構成比 伸び率 構成比 伸び率
3,894,274
1,069,282
954,011
1,695,949
697,150
583,663
△1,466,834
8,894,329
190,885
77,135
81,111
72,694
△5,782
62,225
△63,995
414,273
28,216
6,567
-
147,399
△21,686
△50,050
△153,407
371,312
43.78
12.02
10.62
19.07
7.84
6.06
16.49
100.0
2.15
0.87
0.91
0.82
0.07
0.70
△0.72
4.66
0.32
0.07
-
1.66
0.24
0.56
1.72
4.17
3.98
0.10
△5.25
4.15
△3.36
14.70
13.93
2.07
49.87
3.13
40.43
8.89
-
62.25
△3.66
34.29
44.77
22.00
-
77.98
△5.00
1306.29
△12.04
50.38
3,948,720
1,119,318
987,933
1,809,503
640,746
601,950
△1,609,440
9,108,170
219,654
83,510
99,884
78,889
△5,659
60,500
△77,237
459,541
30,553
7,597
-
114,545
△20,906
△30,496
△121,690
439,144
43.35
12.29
10.85
19.87
7.03
6.61
△17.67
100.0
2.41
0.92
1.10
0.87
△0.06
0.66
△0.85
5.05
0.34
0.08
-
1.26
△0.23
△0.33
△1.34
4.82
1.40
4.68
3.56
12.59
△8.09
3.13
9.72
2.40
15.07
8.26
23.14
8.52
△2.13
△2.73
20.69
10.93
8.28
15.68
-
△22.29
△3.60
△39.07
△20.68
18.27
4,267,217
1,126,037
989,414
1,854,023
181,296
650,941
△1,595,316
9,068,928
252,239
86,412
104,989
96,405
△9,672
64,205
△75,095
519,481
34,371
10,317
70,460
△20,357
-
△179,279
434,993
47.05
12.42
10.91
20.44
2.0
7.18
△17.59
100.0
2.78
0.95
1.16
1.06
△0.11
0.71
△0.83
5.73
0.38
0.11
0.78
△0.22
-
△1.98
4.80
8.07
0.60
0.15
2.46
△71.71
8.14
△0.88
△0.43
14.83
3.45
5.11
22.20
70.91
6.12
△3.77
13.04
12.50
35.80
△38.49
△2.63
47.32
△0.95
1.18
0.96
0.86
-
0.21
1.02
1.89
1.23
3.05
1.91
3.36
1.44
△0.44
4.92
1.11
4.10
1.54
2.29
-
1.09
△0.62
1.54
6.31
第40表　松下の事業の種類別セグメント情報（連結） （単位　百万円、％、倍）
出所　各年の「有価証券報告書」より作成
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６位は日本ビクターで1,812億86百万円で構成比は２％しか占めず、連結から外れたこ
とにより、前期より△71.71％も減らした。
２．営業利益　減収下にありながら今期最高の5,194億81百万円の利益率5.73％で、伸び
率も13.04％であった。６年比4.10倍も伸ばしている。各分野別にみる。
１位はＡＶＣネットワークの2,572億39百万円の断トツのトップで2.78％、前期より
14.83％も伸ばした。これはデジタルＡＶ商品を中心とした価格低下はあったものの、合
理化効果に加え、薄型テレビ、デジタルカメラ、パソコンやカーエレクトロニクス機器が
貢献したものである（有報）。
２位はデバイスの1,049億89百万円の利益率1.16％、伸び率5.11％であった。合理化努力
や一般電子部品などの販売増によるものである（有報）。
３位が電工・パナホームの964億５百万円の利益率1.06％で前期比22.20％であった。こ
れは販売増や合理化等によるものである。４年比で1.44倍であった。
４位はアプライアンスの864億12百万円の利益率0.95％の前年伸び3.45％である。これは
原材料高騰の影響は受けたものの、合理化効果に加え、エアコン、冷蔵庫、洗濯機等の高
付加価値商品の販売増の効果などによるものである（有報）。
５位がその他分野の642億５百万円の利益率0.71％、伸び率6.12％であった。販売増が貢
献したものである。
最後は日本ビクターで2006年３月より３期連続赤字であり今期96億72百万円、損失率△
0.11％マイナスの伸び率70.91％にもなった。平成19年８月より日本ビクターグループは持
分法適用関連会社となった。
ニK松下のビジネス別収益力（第41表、第42表）
第41表は事業の種類別セグメントとして、営業利益、資産、減価償却費、資本的支出等
の項目を表示した。各分野別の投資した資産、経営資源に対して営業利益（総資本営業利
益率）がどのくらいあり、どの分野が儲かっているかを見る。
第42表により松下の2008年３月の今期の総資本営業利益率の高い方からみると、「その
他」が15.43％と収益性が１番高い。これは売上高営業利益率がデバイスに次ぐ9.86％と高
く回転率も一番だったのが原因である。総資本営業利益率は2003年の計上から逓増し、
2006年３月より２桁台にのせ利益率トップである。これは資産を３期連続圧縮・縮小した
ことにある。
２番目に儲かっている分野はアプライアンスで今期11.39％であった。2006年より逓減
している。これは売上利益率（7.67％）が６年比逓増していることと回転率（1.48回）が
比較的高かったことによる。2005年には営業利益率トップの12.10％を上げ、その後２位
の２桁台に続けている。
３位がデバイスの10.36％である。これも2003年より年々逓増している。売上高利益率
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第41表　松下の事業の種類別セグメント（６年比） （単位　百万円）
??????????????????????????????
????????? ???????????
??????
2002年
３月
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
営業利益
資産
減価償却費
資本的支出
△51,687
2,513,877
110,669
99,064
82,828
2,355,671
81,332
77,008
129,102
2,090,130
85,085
80,543
127,366
2,205,663
88,550
103,340
190,885
2,276,573
76,136
126,815
219,654
2,333,353
79,514
168,448
252,239
2,592,856
91,607
228,358
38,063
1,137,909
30,435
22,046
45,240
805,437
39,367
34,720
52,759
701,143
31,674
26,268
74,794
618,156
31,785
36,041
77,135
637,935
29,633
44,869
83,510
724,914
32,207
49,040
86,412
758,976
37,457
48,925
△95,938
1,706,920
174,790
191,704
31,213
1,317,882
133,113
119,639
50,099
1,157,984
103,898
142,540
57,761
930,315
96,659
126,826
81,111
966,684
88,717
124,219
99,884
989,293
85,300
138,930
104,989
1,013,522
89,799
139,003
66,761
1,384,695
50,582
32,989
72,694
1,371,405
46,575
44,849
78,889
1,354,679
48,487
47,558
96,405
1,356,588
44,124
51,676
21,213
488,595
16,596
14,709
24,675
503,943
16,339
17,735
9,887
483,867
15,985
23,045
△5,782
438,456
17,759
16,994
△5,659
419,980
17,844
15,478
△9,672
-
6,008
3,542
13,042
795,103
20,570
20,525
14,701
754,117
28,954
28,298
38,352
883,706
30,329
74,570
62,225
503,793
38,253
12,092
60,500
461,884
15,561
17,325
64,205
416,217
14,835
13,331
△44,493
221,195
9,187
6,438
△57,752
2,047,258
9,639
13,814
△67,615
2,072,005
9,955
21,213
△75,844
2,230,695
11,601
21,376
△66,427
1,550,479
11,079
14,286
△63,995
1,769,789
12,058
16,688
△77,237
1,612,855
38,601
39,479
△75,097
1,305,455
36,615
18,625
△211,807
7,627,159
334,720
333,066
126,571
7,834,693
300,933
287,814
195,492
7,438,012
277,551
316,760
308,494
8,056,881
324,969
411,097
414,273
7,964,640
309,131
386,526
459,541
7,896,958
317,514
476,258
519,481
7,443,614
320,445
503,460
営業利益
資産
減価償却費
資本的支出
営業利益
資産
減価償却費
資本的支出
営業利益
資産
減価償却費
資本的支出
営業利益
資産
減価償却費
資本的支出
営業利益
資産
減価償却費
資本的支出
営業利益
資産
減価償却費
資本的支出
営業利益
資産
減価償却費
資本的支出
営業利益
資産
減価償却費
資本的支出
減価償却費、資本的支出は営業権以外の無形固定資産を含む。
出所　有価証券報告書
もやはり年々逓増し今期最高の10.61％を占めている。しかし回転率が各分野最小の0.98回
であった。
４位の営業利益率はＡＶＣネットワークの9.73％である。売上高利益率が逓増し今期最
高の5.81％にしたが、回転率は2004年以降一番低い1.65回にとどまったことによる。
第５位が電工・パナホームの7.11％であった。５位ではあるが2005年より逓増している
こと、また売上高営業利益率も逓増し、今期最高の5.20％とした。収益力を高めている。
以上の結果連結会社での総資本営業利益率は６年で逓増しての今期最高の6.98％に達し
た。この内容は売上高営業利益率の2004年３月よりの逓増による今期最高の5.73％による
こと、また回転率も2003年より６期逓増して今期最高の1.22回にしたことが要因である。
ホKソニーと松下の比較
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第42表　松下の事業種類別収益力の分析（６年比） （単位　％）
2002年
３月
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
ＡＶＣネットワーク
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
アプライアンス
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
デバイス
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
電工・パナホーム
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
日本ビクター
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
その他
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
全社及び消去
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
連結計
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
△2.06
1.69
3.34
1.04
△5.62
0.80
△2.82
0.31
△2.77
△2.81
0.93
3.52
2.29
1.54
5.62
3.86
1.45
2.37
2.73
0.86
4.34
2.64
1.69
1.64
2.04
△3.26
8.01
0.41
1.62
1.72
0.94
6.18
3.42
1.80
7.52
4.49
1.67
4.33
4.67
0.93
4.90
3.07
1.59
1.95
2.23
0.87
△3.40
△7.50
0.45
2.63
2.61
1.01
5.77
3.40
1.70
12.10
6.78
1.78
6.21
5.74
1.08
4.82
4.10
1.75
2.04
1.37
1.49
4.34
7.53
0.58
△4.28
△5.16
0.83
3.83
3.54
1.08
8.85
4.90
1.71
12.09
7.21
1.68
8.39
8.50
0.99
5.30
4.29
1.24
△1.32
△0.83
1.59
12.35
10.66
1.16
△3.62
△4.36
0.83
5.20
4.66
1.12
9.41
5.56
1.69
11.52
7.46
1.54
10.10
10.11
1.00
5.82
4.36
1.34
△1.35
△0.88
1.52
13.10
10.05
1.30
△4.79
△4.80
△1.00
5.82
5.05
1.15
9.73
5.91
1.65
11.39
7.67
1.48
10.36
10.61
0.98
7.11
5.20
1.37
-
-
-
15.43
9.86
1.56
△5.75
4.71
1.22
6.98
5.73
1.22
出所　各年の「有価証券報告書」より作表
①ソニーと松下は事業内容がかなり違う。ソニは①エレクトロニクス、②ゲーム、③映
画、④金融、⑤その他、となっているが、松下は①ＡＶＣネットワーク、②電工・パナホ
ーム、③アプライアンス、④デバイス、⑤その他、⑥日本ビクターとなっている。
ソニーを電機業界に入れているのはエレクトロニクス分野があり、それの割合が大きい
（66.86％）ためであろう。ゲーム、映画、金融分野は松下にない分野である。
②ソニーのエレクトロニクスはイKオーディオ、ロKビデオ、ハKテレビ、ニK情報・通信、
ホK半導体、ヘKコンポーネント、トKその他である。
これは松下のＡＶＣネットワーク（映像・音響機器、情報・通信機器、デバイス（半導
体、電子部品）に当たると思われる。実質的競合しているのはこの２分野と思われる。
③ソニーの売上高構成をみると①エレクトロニクス５兆9,317億８百万円の66.86％、伸
び8.97％、②ゲームが１兆2,190億４百万円（構成比13.74％、前年比伸25.13％）。③映画の
8,554億82百万円（構成比9.64％、前年比伸△11.46％）、④金融の5,532億16百万円（構成比
6.24％、前年比伸△11.39％）、⑤その他の3,120億４百万円（構成比3.52％、前年比伸8.49％）
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であった。
松下のソニーと競合する分野は１位のＡＶＣネットワークの４兆2,672億17百万円（構
成比47.05％、前年比伸8.07％）と４位のデバイスの9,894億14百万円（構成比10.91％、前
年比伸0.15％）日本ビクターの1,812億96百万円（構成比2.0％、前年比伸△71.71％）であ
る。３分野の合計５兆4,379億27百万円の売上高構成比59.96％となる。ソニーと比較する
と「エレクトロニクス」分野としてみればは単純にはソニーが大きいと計算推測出来る。
③松下の他分野の２位の電工パナホームの１兆8,540億23百万円（構成比20.44％、前年
比伸2.46％）、３位のアプライアンスの１兆1,260億37百万円（構成比12.42％前年比伸
0.60％）、５位のその他分野の6,509億41百万円（構成比7.18％、前年比伸8.14％）、この３
分野の合計３兆6,310億１百万円の構成比40.04％である。ソニーのエレクトロニクス以外
の全分野は合計２兆4,397億６百万円の構成比33.14％であるからこの点では松下の方が大
きい。したがって松下の方が売上高については松下が1,975億14百万円多く、2003年、
2004年はソニーが多かったがここ４年４期松下がソニーを総額において優っており、ソニ
ーは９兆円台には届いていない。
〔ソニーと松下営業利益〕
①売上高営業利益率はソニーは６期中今期最高の3,744億82百万円の利益率4.22％、前年
比伸421.93％であった。
松下も減収下にあり６期最高の5,194億81百万円の利益率5.73、前年比伸13.04％を上げソ
ニーを上回り、６年比4.10倍も伸びた。
②ソニーの過去最高の営業利益への貢献はイK圧倒的にエレクトロニクスの前期の赤字か
らの回復であり3,560億３千万円（利益率4.01％、前年比伸121.78％）が圧倒的である。
松下のそれの１位の貢献はソニーのエレクトロニクスに当たるＡＶＣネットワークの圧
倒的な2,572億39百万円の2.78％、前年比14.83％である。またデバイスも２位で1,049億89
百万円の利益率1.16％、前年比伸5.11％であった。
売上高営業利益率の連結で5.73％の内ソニーの言うエレクトロニクスに当たる２分野で
3.94％を占め、全利益のうち68.76を占る。これに対してソニーは4.22％のうち4.01％であ
るから全利益のうち95.02％である。ソニーはほぼエレクトロニクスに利益が大きく依存
していることになり、松下はエレクトロニクス以外の分野でも利益を上げていることが分
かる。
③したがってソニーは利益貢献２位の映画540億11百万円（利益率0.61％、前年比伸
26.47％）、３位その他分野の520億12百万円（利益率0.57％、前年比伸73.92％）、４位金融
の226億33百万円（利益率0.25％、前年比伸△73.10％）等いずれも今期は0％台の貢献であ
るにすぎない。
④松下は３位電工・パナホームの964億５百万円（利益率1.06％、前年比22.20％）、４位
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アプライアンスの864億12百万円の（利益率0.95％、前年比伸3.45％）、その他分野の642億
５百万円（利益率0.71％、前年比伸6.12％）等、平均的に利益を上げている。
⑤両社とも赤字分野があり、ソニーはゲームが今期1,224億85百万円（△1.40％、前年比
伸△66.42％）と２期連続赤字で、松下は日本ビクターが96億72百万円（利益率0.11％、前
年比△70.91）の赤字で、３期連続の赤字である。
〔収益力の比較〕
ソニーの中核部門のエレクトロニクスが8.60％で１位である。これは営業利益額が圧倒
的の3,560億３千万円も上げたことが資産投資４兆1,407億65百万円の２位の投資でも、資
本効率が良かったことによる。
それに対して松下は営業利益が一番少ない642億５百万円の「その他」分野が一番少な
い投資（資産）4,162億17百万円で15.43％の収益力を上げている。最も多い投資２兆5,928
億56百万円のＡＶＣネットワークが利益率は４位の9.73％である。
②ソニー２位は投資額３位8,994億27百万円の映画であるが6.01％と２位の収益力をあげ
ている。
松下２位はアプライアンスで11.39％を上げ、投資は４位の7,589億76百万円であるから
資本効率は高いということがわかる。売上高利益率の7.67％と６年比で逓増して上昇した
ことが原因である。
③ソニーの３位は「その他」分野で5.0％であり売上高利益率は全分野トップの9.25％で
あったことによる。
松下３位はデバイスの10.36％である。資産投資は３位の１兆135億22百万円であるから
順当な３位である。
④４位はソニーは金融で0.40％であり、資産はソニートップの５兆6,256億59百万円であ
るが、前期のトップから４位に下った。これは回転率が最下位であったことによる。
松下の４位は前述のＡＶＣネットワークである。最大の利益2,522億39百万円を上げて
9.73％としているのは、資産が最大の２兆5,928億56百万円の投資を拡大していることにあ
る。４位で９％台は松下がいかに収益力のある本業をしているかを示すものである。
⑤ソニー５位はゲームで△16.56％も損失を出した。投資額は前期より減らしているも
のの４位の7,516億74百万円の投資をしている。業界の厳しさを示し、ヒット商品の開発
製造が急務である。
松下５位は電工・パナホームの7.11％である。ソニーの２位映画の6.01％よりも高い利
益率を上げている。５位に甘んじているのは、資産投資がＡＶＣネットに次ぐ１兆3,565
億88百万円もあるからである。
⑥松下の３期連続の赤字部門の日本ビクターは連結から外れ、持分法適用会社となった。
⑦総じて言えば今期はソニーの利益はエレクトロニクス依存が大きく、それ以外の利益
88
率は松下より皆低く、松下はまんべんなく高利益率であることが分る。ソニーは資産規模
が業界１位の12兆5,527億39百万円で６期逓増しているのに対して、松下は逆にソニーよ
り規模を少なくし、３期連続資産の圧縮縮小をし８兆円台から７兆半ばにしぼったことに
よるものである。
「当期純利益」をみると、今期６期最高の2,818億77百万円の（伸29.79％）の利益率
3.11％を達成した。この主因は①売上高は減収になりまた売上原価の上昇で売上総利益は
下げたが②販管費を削減して営業利益を６期最高の5,194億81百万円（利益率5.72％）にし
たこと。③営業外差損失は６期最高の844億88百万円（0.93％）で税引前利益を前期より
下げて4,349億93百万円（4.80％）にした。④しかしイK少数株主利益286億37百万円と減ら
し、持分法による投資損失99億６百万円を計上したことのマイナス要因であるが、ロK法人
税等合計を前期より低く抑え772億９千万円減らし1,145億73百万円（△0.15％）にしたこ
とによって、前期より646億92百万円も増やし、2,818億77百万円の3.11％を達成した。
③地域別セグメント情報
イKソニー（第43表）
ａL 売上高および営業収入
連結売上高については今期は８兆8,714億14百万円で前期より6.94％伸長した。
地域別１位は「米州」の28.51％で２年連続である。２位に初めて「欧州」が来て
24.44％を上げた。「日本」は３位の24.4％の△3.45減らして２兆1,655億16百万円であった。
４位に「その他地域」で、伸びは21.38％と一番大きく、売上高は22.65％となっている。
この結果各国での売上高が平準化していること、「日本」での売上高が縮少し、海外売上
高が75.59％も占め伸長している傾向にある。
ｂL 営業利益
営業利益率は前年の0.86％から421.93％も伸長し今期６期最高の4.22％の利益率を上げ
3,143億59百万円とした。
しかし利益を上げたのは「日本」と「その他地域」のみである。「日本」は断トツの
3,143億59百万円で4.22％のうち3.54％も占めている。「その他地域」も1.24％の1,101億21百
万円と前期よりも44.36％伸長した。
問題は「米州」と「欧州」のそれぞれの赤字で511億６百万円、224億21百万円とし、売
上高１位、２位の地域での赤字となっていることが問題点である。
ロKソニーの地域別セグメント収益力（第44表、第45表）
ソニーの地域別セグメントは松下のように設備投資、資産の表示がない。あるのは長期
性資産である。
長期性資産の順位をみると、１位が「日本」で１兆3,801億29百万円の58.75％を占め約
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売上高および営業収入
日本
　　外部顧客に対するもの
　　セグメント間取引
　　　　　　計
米国
　　外部顧客に対するもの
　　セグメント間取引
　　　　　　計
欧州
　　外部顧客に対するもの
　　セグメント間取引
　　　　　　計
その他の地域
　　外部顧客に対するもの
　　セグメント間取引
　　　　　　計
セグメント間取引消去
連結売上高合計
所在地別営業利益
　日本
　米国
　欧州
　その他の地域
セグメント間取引消去
連結営業利益
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
構成比 伸び率 構成比 伸び率 構成比 伸び率
2,247,030
2,433,998
4,681,028
2,632,176
189,502
2,821,678
1,520,930
121,598
1,642,528
1,073,497
789,444
1,862,941
△3,534,542
7,473,633
11,444
98,762
62,206
63,773
△50,745
185,440
30.07
32.57
62.63
35.22
2.54
37.26
20.35
1.63
21.69
14.36
10.56
21.98
42.29
100.0
0.15
1.32
0.83
0.85
0.68
2.48
△10.07
5.24
△71
△0.22
2.45
△0.04
5.60
33.14
7.24
7.19
△7.49
0.44
2.68
△1.38
△68.38
221.66
254.32
△16.16
54.80
37.74
2,352,923
2,514,698
4,867,621
2,341,304
198,450
2,539,754
1,647,694
66,950
1,714,644
1,154,470
813,798
1,968,268
△3,593,896
7,496,391
△70,029
85,290
78,822
70,543
△65,724
98,902
31.39
33.55
64.93
31.23
2.65
33.88
21.98
0.89
22.87
15.40
10.86
26.26
47.94
100.0
△0.93
1.14
1.05
0.94
0.88
1.32
4.71
3.32
3.99
△11.05
4.72
△10.0
8.33
△44.94
4.39
7.54
3.08
5.65
1.68
0.30
-
△13.64
26.71
10.62
29.52
△46.66
2,249,548
2,575,093
4,824,641
2,166,323
235,362
2,401,685
1,524,182
52,417
1,576,599
1,219,563
804,721
2,024,284
△3,667,593
7,159,616
△765
72,414
12,186
58,554
△28,470
113,919
31.42
35.97
67.39
30.26
3.29
33.54
21.27
0.73
22.02
17.03
11.24
28.27
51.23
100.0
△0.01
1.01
0.17
0.82
4.00
1.59
△3.97
2.40
1.17
△7.47
18.60
△5.44
△7.49
△21.81
△8.05
5.64
△1.12
2.85
2.05
△4.49
△98.91
△15.10
△85.54
△17.00
△56.68
15.18
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
2008年
対
2003年
（倍）構成比 伸び率 構成比 伸び率 構成比 伸び率
2,253,275
3,264,281
5,517,556
2,197,304
279,203
2,476,507
1,575,779
50,400
1,626,179
1,449,078
1,038,827
2,487,905
△4,632,711
7,475,436
199,491
11,291
△25,171
41,953
△36,309
191,255
30.14
43.67
73.80
29.39
3.73
33.13
21.08
0.67
21.75
19.39
13.70
33.28
△61.97
100.0
2.67
0.15
△0.34
0.56
0.49
2.56
0.17
26.76
14.36
1.43
18.63
3.12
3.39
△3.85
3.14
18.82
29.09
22.90
26.31
4.41
-
△84.41
△28.35
27.53
67.89
2,242,861
4,349,915
6,592,776
2,553,834
319,666
2,873,500
1,843,559
60,486
1,904,045
1,655,441
1,738,602
3,394,043
△6,468,669
8,295,695
167,448
△94,005
△62,425
76,282
△15,550
71,750
27.04
52.43
79.47
30.79
3.85
34.64
22.22
0.73
22.95
19.96
20.96
40.91
77.98
100.0
2.02
△1.13
△0.75
0.92
△0.19
0.86
△0.46
33.26
27.83
16.23
14.49
16.03
16.99
20.01
17.09
14.24
67.36
36.42
39.63
10.97
△16.06
-
-
81.83
△67.17
△62.48
2,165,516
4,691,862
6,857,378
2,528,435
381,222
2,909,657
2,168,025
70,511
2,238,536
2,009,438
1,962,997
3,972,435
△7,106,592
8,871,414
314,359
△51,106
△22,421
110,121
23,528
374,482
24.41
52.89
77.30
28.51
4.30
32.80
24.44
0.79
25.23
22.65
22.13
44.78
80.11
100.0
3.54
△0.58
△0.25
1.24
0.27
4.22
△3.45
0.96
4.01
△0.99
19.26
1.26
17.60
16.57
17.57
21.38
12.91
17.04
9.56
6.94
87.74
△45.77
△64.08
44.36
51.31
421.93
0.96
1.92
1.46
0.96
2.01
1.03
1.43
0.58
1.36
1.87
2.49
2.08
2.01
1.19
27.47
△0.52
△0.36
1.73
-
第43表　地域別セグメント情報（ソニー）
出所　「有価証券報告書」より作成
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第45表　地域別セグメント収益力の分析（ソニー）
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
日本
　総資本営業利益
　売上高営業利益
米州
　総資本営業利益
　売上高営業利益
欧州
　総資本営業利益
　売上高営業利益
その他地域
　総資本営業利益
　売上高営業利益
配賦不能、セグメント間消去
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
連結合計
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
0.51
算出不可
算出不可
算出不可
算出不可
算出不可
算出不可
算出不可
3.75
4.09
5.94
2.48
△2.97
3.64
4.78
6.11
13.19
△0.03
3.34
0.80
4.80
1.59
7.52
0.51
△1.60
2.90
2.56
7.47
△3.68
△3.39
4.61
0.86
14.52
△2.02
△1.03
5.48
4.22
出所　「有価証券報告書」より作成
第44表　地域別セグメント（ソニー）
営業利益
　日本
　米州
　欧州
　その他地域
　配賦不能行セグメント間消去
　連結合計
11,444
98,762
62,206
63,773
△50,745
185,440
△70,029
85,290
78,822
70,543
△65,724
98,902
△765
72,414
12,186
58,554
△28,470
113,919
199,491
11,291
△25,171
41,953
△36,309
191,255
167,448
△94,005
△62,425
76,282
△15,550
71,750
314,359
△51,105
△22,421
110,121
23,528
374,482
1,365,160
713,524
164,459
148,616
2,391,759
1,430,443
671,534
214,147
133,640
2,446,764
1,414,632
662,120
183,620
144,896
2,405,268
1,449,997
757,055
165,352
159,647
2,532,051
1,469,652
685,255
187,768
171,639
2,514,314
1,380,129
667,893
130,033
171,210
2,349,265
58.75
28.43
5.54
7.29
100％
構成比長期性資産
　日本
　米州
　欧州
　その他地域
　計
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
出所　「有価証券報告書」より作成
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６割である。２位が「米州」の6,678億93百万円の28.43％をしめ、「その他地域」7.29％、
「欧州」5.54％を圧倒している。
したがって地域別の総資本営業利益率、総資本回転率は析出できない。売上高利益率の
み検討できる。連結売上高利益率ではなく各国別売上高利益率をみる。
第45表のように2008年３月の連結売上高利益率は4.22％と６年比最高であった。その内
訳を各国別利益率でみることにする。
１位は「日本」の14.52％と圧倒的に利益率が高く、６期最高である。「日本」国内での
利幅・儲けが高いことを示すものである。
２位が「その他地域」の5.48％である。
３位の「欧州」の△1.03％、４位の「米州」△2.02％とともに前年より赤字である。
ハK松下（第46表）
１．売上高
連結売上高は2003年から６期初めて減収となり９兆689億28百万円の△0.43％を計上し
た。その地域別売上高を検討する。
第１位が断トツの日本国内で2006年３月より３期連続減らし、今期４兆9,088億５千万
円の54.13％で△0.66％減らした。薄型テレビ、デジタルカメラ、カーエレクトロニクス機
器、調理機器などの増販はあったが、日本ビクターグループの特分法適用関連会社化によ
る減収の影響による。この0.12ポイントの325億63百万円を減らしたことは、遂に国外海
外売上高を0.12ポイント比率を上げ、45.87％にしたことを意味する。
第２位はアジア・中国他が2005年３月より米州に代って２位に着き、増大しており、今
期19.77％の１兆7,927億27百万円で、伸び率はやや落ちたものの7.46％であった。薄型テレ
ビやデジタルカメラといったデジタルＡＶ商品、さらにエアコンや冷蔵庫といった白物商
品などが大きく売上を伸ばしたことで、日本ビクターグループの持分法適用関連会社化に
よる減収の影響をカバーした（有報）。６年比で各国最高の1.66倍になっている最大成長
地域である。
第３位は米州で2003年、2004年まで第２位であったが、アジア・中国他に抜かれ３位に
位置して、2006年３月より構成比を３期連続減らし、今期△10.42％も減らし１兆1,964億
19百万円の13.19％になった。デジタルカメラや放送システムなどの増販はあったものの、
日本ビクターグループの持分法適用関連会社化による減収の影響や急激な円高ドル安によ
る為替の影響によるものである（有報）。
４位が欧州であるが、2006年３月まで下って最低の12％から逓増して今期12.91％の１
兆1,709億32百万円の、伸び0.7％であった。日本ビクターグループの持分法適用関連会社
化による減収による影響は大きかったものの、薄型テレビやデジタルカメラ、エアコンを
はじめとする白物商品などが大幅増販となった（有報）。
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売上高
　日本
　　外部顧客に対するもの
　　セグメント間取引
　　　　　　計
　米州
　　外部顧客に対するもの
　　セグメント間取引
　　　　　　計
　欧州
　　外部顧客に対するもの
　　セグメント間取引
　　　　　　計
　アジア・中国他
　　外部顧客に対するもの
　　セグメント間取引
　　　　　　計
消去（セグメント間取引）
連結売上高計
所在地別営業利益
　日本
　米州
　欧州
　アジア・中国他
　全社及び消去
　連結営業利益
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
構成比 伸び率 構成比 伸び率 構成比 伸び率
4,032,432
1,107,962
5,140,394
1,364,283
26,116
1,390,399
922,312
16,938
939,250
1,082,687
754,725
1,837,412
△1,905,741
7,401,714
88,152
22,449
21,741
71,016
△76,787
126,571
54.48
14.97
69.45
18.43
0.35
18.78
12.44
0.23
12.69
14.63
10.20
24.82
25.75
100.0
0.19
0.30
0.29
0.96
1.04
1.71
4.29
△3.70
2.46
△3.16
△29.24
△3.83
19.64
6.48
19.38
5.37
△6.01
0.38
△5.01
4.64
-
-
-
46.33
△22.46
-
3,989,576
1,521,459
5,511,035
1,271,914
25,269
1,297,183
1,014,687
12,648
1,027,335
1,203,567
972,843
2,176,410
△2,532,219
7,479,744
131,796
23,258
16,325
89,706
△65,593
195,492
53.33
20.34
73.68
17.00
0.34
17.34
13.57
0.17
13.73
16.09
13.01
29.10
33.85
100.0
1.76
0.31
0.22
1.19
△0.88
2.61
△1.06
37.32
7.21
△6.79
△3.24
△6.70
10.02
△25.33
9.38
11.16
28.90
18.45
32.87
1.05
49.51
3.60
△24.91
26.32
△14.58
54.45
5,033,645
1,586,407
6,620,052
1,248,012
23,605
1,271,617
1,046,159
26,405
1,072,564
1,385,820
1,059,178
2,444,998
△2,695,595
8,713,636
262,063
20,834
7,393
75,324
△57,120
308,494
57.77
18.21
75.97
14.32
0.27
14.59
12.04
0.30
12.31
15.90
12.16
28.06
30.93
100.0
3.01
0.24
0.08
0.86
△0.66
3.54
26.17
4.27
20.12
△1.88
△6.59
△1.97
3.10
108.77
4.40
15.14
8.87
12.34
6.45
16.50
98.84
△10.42
△54.71
△16.03
△12.92
57.80
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
2008年
対
2003年
（倍）構成比 伸び率 構成比 伸び率 構成比 伸び率
4,945,802
1,944,537
6,890,339
1,340,352
26,185
1,366,537
1,067,306
20,361
1,087,667
1,540,869
1,175,492
2,716,361
△3,165,575
8,894,329
374,129
16,773
4,511
81,337
△62,477
414,273
55.61
21.19
77.47
15.07
0.29
15.36
12.00
0.23
12.23
17.32
13.22
30.54
35.59
100.0
4.21
0.19
0.05
0.91
△0.70
4.66
△1.75
22.57
4.08
7.40
11.21
7.46
2.02
△22.89
1.41
11.19
10.98
11.10
17.44
2.07
42.76
△19.49
△38.08
7.98
9.38
34.29
4,941,413
2,029,589
6,971,002
1,335,631
21,654
1,357,285
1,162,795
47,201
1,209,996
1,668,331
1,206,340
2,874,671
△3,304,784
9,108,170
409,395
22,500
13,903
89,460
△75,717
459,541
54.25
22.28
76.54
14.66
0.24
14.90
12.77
0.52
13.28
18.32
13.24
31.56
36.28
100.0
4.49
0.25
0.15
0.98
△0.83
5.05
△0.09
4.37
1.17
△0.35
△17.30
△0.68
8.95
131.82
11.25
8.27
2.62
5.83
4.40
2.40
9.43
34.42
208.20
9.99
21.19
10.93
4,908,850
1,880,654
6,789,504
1,196,419
16,646
1,213,065
1,170,932
47,300
1,218,232
1,792,727
1,167,322
2,960,049
△3,111,922
9,068,928
422,071
22,136
20,438
125,056
△70,220
519,481
54.13
20.74
74.87
13.19
0.18
13.38
12.91
0.52
13.43
19.77
12.87
32.64
34.31
100.0
4.65
0.24
0.23
1.38
△0.77
5.73
△0.66
△7.34
△2.60
△10.42
△23.13
△10.63
0.70
0.21
0.68
7.46
△3.23
2.97
△5.84
△0.43
3.10
△1.62
47.0
39.79
△7.26
13.04
1.22
1.70
1.32
0.88
0.64
0.87
1.27
2.79
1.30
1.66
1.55
1.61
1.63
1.23
4.79
0.99
0.94
1.76
0.91
4.10
第46表　地域別セグメント情報（連結）（松下） （単位　百万円、％、倍）
出所　「有価証券報告書」より作成
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第47表　地域別セグメント（松下）
営業利益
　日本
　米州
　欧州
　アジア・中国他
　全社及び消去
　連結合計
長期性資産
　日本
　米州
　米州のうち米国
　欧州
　アジア・中国他
　連結合計
資産
　日本
　米州
　欧州
　アジア・中国他
　全社及び消去
　連結合計
△172,197
△6,923
△18,281
44,957
△59,363
△211,807
1,147,295
121,784
115,971
61,644
251,039
1,581,762
4,135,167
509,153
329,976
796,670
1,856,193
7,627,159
88,152
22,449
21,741
71,016
△76,787
126,571
1,412,415
80,104
71,554
68,216
223,597
1,784,332
4,445,983
526,918
335,813
831,289
1,694,690
7,834,693
131,796
23,258
16,325
89,706
△65,593
195,492
1,359,677
64,955
58,297
54,456
222,420
1,701,508
3,887,504
411,615
308,687
858,238
1,971,968
7,438,012
262,063
20,834
7,393
75,324
△57,120
308,494
1,272,839
59,230
51,732
64,883
261,128
1,658,080
5,057,700
402,155
379,571
995,785
1,223,670
8,056,881
374,129
16,773
4,511
81,337
△62,477
414,273
1,201,266
58,003
48,923
66,084
306,986
1,632,239
4,442,776
443,432
412,948
1,235,438
1,430,046
7,954,640
409,395
22,500
13,903
89,460
△75,717
459,541
1,171,223
53,317
71,594
346,159
1,642,293
4,416,586
455,216
452,924
1,265,170
1,307,062
7,896,958
89.09
4.90
3.03
19.47
△16.48
100.0
71.32
3.25
4.36
21.08
100.0
55.93
5.76
5.74
16.02
16.55
100.0
422,071
22,136
20,438
125,056
△70,220
519,481
1,353,421
34,260
69,844
299,848
1,757,373
4,410,600
320,487
430,149
1,208,534
1,073,844
7,443,614
81.25
4.26
3.93
24.07
△13.52
100.0
77.01
1.95
3.97
17.06
100.0
59.25
4.31
5.78
16.24
14.43
100.0
2002年
３月
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月構成比 構成比
（単位　百万円）
出所　各年の「有価証券報告書」より作表
有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産
以上今期だけをみると日本と米州が減り、アジア中国他の伸びが著しく、欧州も回復し
つつある状況である。
２．営業利益
連結の営業利益は2003年より毎年比率を上げ逓増し、今期最高の5.73％の5,194億81百万
円であった。その内訳をみる。
第１位は売上高と同じく断トツで全営業利益率5.73％のうち4.65％で、全利益の実に
81.24％を日本で占め、4,220億71百万円である。これは合理化効果に加え、日本ビクター
グループの影響を除く実質販売増が貢献したものである（有報）。６年比で利益率が逓増
しており、倍率は実に4.79倍にもなり飛び抜けている。
第２位が売上高と同じくアジア・中国他が1.38％の1,250億56百万円を占め、全利益の
24.07％を占めることになる。これは合理化効果に加え、増販が収益を大きくけん引した
ことによる（有報）。2006年の最低の0.86％から上昇して今期最高の1.38％となった。
第３位が米州で0.24％の221億36百万円で全利益の4.26％にすぎない。これは合理化努力
はあったものの、為替や価格低下の影響によるものである（有報）。６期中利益率は下か
ら２番目である。
第４位が欧州の0.23％の204億38百万円で、全利益の3.93％を占める。これは増販効果や
合理化効果等による（有報）。６期中上から２番目である。倍率は0.84倍と１番減ってい
る。
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第48表　地域別収益力の分析（松下）
2002年
３月
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
日本
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
米州
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
欧州
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
アジア・中国他
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
全社及び消去
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
連結合計
　総資本営業利益率
　売上高営業利益率
　総資本回転率
△4.16
0.94
△1.36
2.77
△5.54
2.34
5.64
1.29
△3.20
△3.20
△1.08
△2.78
△2.81
0.93
1.98
2.19
0.91
4.26
1.65
2.59
6.47
2.36
2.75
8.54
6.56
1.30
△4.53
△4.03
△1.12
1.62
1.71
0.94
3.39
3.30
1.03
5.65
1.83
3.09
5.29
1.61
3.29
10.45
7.45
1.40
△3.33
△2.59
△1.28
2.63
2.61
1.01
5.18
5.21
1.00
5.18
1.67
3.10
1.95
0.71
2.76
7.56
5.44
1.39
△4.67
△2.12
△2.20
3.83
3.54
1.08
8.42
7.56
1.11
3.78
0.34
3.02
1.09
0.42
2.58
6.58
5.28
1.25
△4.37
△1.97
△2.21
5.21
4.66
1.12
9.27
8.28
1.12
4.94
1.68
2.93
3.07
1.20
2.57
7.07
5.36
1.32
△5.79
△2.29
△2.53
5.82
5.05
1.15
9.57
8.60
1.11
6.91
1.85
3.73
4.75
1.75
2.72
10.35
6.98
1.48
△6.54
△2.26
△2.57
6.98
5.73
1.22
出所　各年の「有価証券報告書」より作表
（単位　％）
ニK松下の地域別収益力（第47表、48表）
第47表のように地域別有形固定資産が開示された。2008年３月のこれをみると前年の１
兆6,422億93百万円から１兆7,573億73百万円へと1,150億８千万円へと実質設備投資を増加
させたことになる。うち日本が圧倒的で前年より構成比をあげ77.01％の１兆3,534億21百
万円である。２位がアジア・中国他の2,998億48百万円の17.06％、欧州３位の698億44百万
円の3.97％で、米州が少なく342億６千万円の1.95％の投資にすぎなかった。
設備投資の蓄積も含めた資産全体の構成をみる。日本が59.25％の４兆4,106億円、アジ
ア・中国他が16.24％、欧州が5.78％、米州が4.31％としている。
第48表により地域別収益力をみよう。売上高利益率については既に検討したので、ここ
では地域別総資本利益率と回転率を中心にみる。
連結合計の総資本営業利益率は2003年３月より毎年逓増し今期最高の6.98％であり、分
解すると売上高利益率が逓増してて今期最高の5.73％であり、回転率は1.22回であったこ
とによる。
そこで以下各地域別の総資本営業利益率の高い順位から検討する。
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第１位はアジア・中国他の10.35％であり、2002年から2005年の４期の利益率１位に戻
り再び１位に回復した。要因は売上高利益率も日本に次ぐ高さの6.98％、回転率も６期最
高の1.48回としたことにある。
第２位は日本の６期最高の9.57％にしたことによる。これはやはり売上高収益率を６期
最高の8.60％にし、回転率の1.11回の低さを補っている。
第３位が米州の6.91％である。やはり６期最高である。これも売上高利益率が６期最高
の1.85％であったこと、回転率も3.73回と最高であったことによる。
第４位が欧州の4.75％であった。これは売上高利益率が各国最低で利幅が少ないが回転
率は日本やアジア・中国その他よりも高い2.72回転を出している。
ホKソニーと松下の売上高・損益比較（地域別）
①ソニーの売上高は増収で８兆8,714億14百万円と８兆円台だが、松下は減収であるが
９兆689億28百万円で９兆円台である。1,975億14百万円しか違わない。
②売上順位はソニーの場合１位米州（28.51％）、２位欧州（24.44％）、３位が日本国内
の（24.4％）、その他地域が（22.65％）である。
松下の場合は１位が断トツの３期連続減収であるが、日本国内の54.13％、２位アジ
ア・中国他の逓増の結果19.77％、３位は米州の３期連続減収の13.19％、４位が欧州の
12.91％である。
③ソニーは各国売上高が平準化していること、日本での売上高は縮少し、海外売上高が
75.59％を占め伸長している傾向にある。
松下は日本国内に重点があり断トツであり下げてはいるものの54.13％もある。２位は
アジア・中国他が19.77％と伸長している。米州が落ちて13.19％になった。４位欧州は
12.91％である。松下は国内重点主義であり、ちぢまっているとはいえ２位以下と格差が
ある。しかしソニーほどではないが海外売上高比率は伸長している。
ヘK営業利益のソニーと松下の比較
①ソニーは連結営業利益は今期は前期６期最低から６期最高に伸長した。
利益を上げたのは日本（4.22％）とその他地域（1.24％）のみであった。米州（△0.58％）、
欧州（△0.25％）は赤字であった。
②松下の営業利益は逓増し今期６期最高の5.73％を占めた。
第１位は断トツの日本国内の4.65％で全体5.73％のうち81.24％の寄与率である。２位も
売上高と同様アジア・中国他で1.38％の利益率で寄与度24.07％を占める。米州、欧州とそ
れぞれ0.24％、0.23％と極めて低いが、ソニーと違って利益を出している。
③松下は中心は国内依存だがしかし米欧でも儲け、ソニーはグローバル戦略で海外収益
利益に依存するが米欧では赤字となっている。
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第49表　収益力の分析（連結）（ソニー、松下）
1998年
３月
1999年
３月
2000年
３月
2001年
３月
2002年
３月
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
総資本税引前利益率
売上高税引前利益率
売上高営業利益率
総資本回転率
総資本営業利益率
自己資本当期純利益率
期中平均総資本
期中平均自己資本
総資本経常利益率
総資本当期純利益率
3.89
8.19
4.25
6.72
4.28
7.70
0.91
1.22
3.91
9.39
2.51
13.56
8,629,709
6,041,645
3,732,912
1,637,444
2.45
5.81
2.65
5.42
2.53
4.98
0.93
1.42
2.35
5.33
0.37
9.84
8,250,880
6,351,048
3,651,585
1,819,610
2.55
5.58
0.17
2.85
2.75
4.03
2.99
3.95
2.18
0.92
1.02
2.00
3.67
2.67
6.08
7,946,662
6,553,125
3,608,692
2,003,286
3.07
3.33
1.30
1.97
1.25
3.62
1.31
3.68
2.45
3.08
0.95
1.00
2.34
3.08
1.11
0.74
8,055,682
7,317,582
3,728,505
2,249,180
1.39
2.83
0.51
0.21
△6.94
1.16
△7.97
1.22
3.08
1.78
0.87
0.95
△2.68
1.68
△12.28
0.82
7,891,724
8,006,881
3,510,270
2,342,932
△7.18
0.71
△5.65
0.91
0.89
2.82
0.93
3.31
1.71
2.48
0.96
0.90
1.64
2.24
△0.61
4.97
7,730,926
8,278,170
3,213,130
2,325,653
0.76
2.42
△0.25
1.38
2.24
1.65
2.28
1.92
2.61
1.32
0.98
0.86
2.56
1.13
1.27
3.80
7,636,353
8,730,604
3,314,988
2,329,449
2.16
1.60
0.57
0.97
3.23
1.69
2.83
2.20
3.54
1.59
1.12
0.77
3.98
1.22
1.67
6.24
7,747,447
9,294,881
3,497,914
2,624,170
2.97
1.97
0.73
1.77
4.64
2.85
4.17
3.83
4.66
3.38
1.11
0.75
5.17
1.90
4.21
4.07
8,010,761
10,053,427
3,665,937
3,037,095
4.02
1.94
5.54
0.92
5.41
1.35
5.05
0.95
1.15
0.95
5.79
0.64
5.64
3.84
7,930,799
11,162,058
3,852,181
3,287,278
5.67
3.84
4.80
5.26
5.73
4.22
1.18
0.73
6.77
3.09
7.36
10.81
7,670,286
12,134,551
3,829,535
3,417,897
　上段が松下、下段がソニー
出所　「有価証券報告書」より作成
松
ソ
〔松ソ収益力比較〕
①ソニーは地域別売上高利益率のみ析出できるのでその点の比較のみする。
連続の売上高利益率は4.22％となるがその内訳は、１位は圧倒的に日本国内の14.52％で
今期６期中最高であった。２位がその他地域の5.48％で他は欧州△1.03％、米州△2.02％で
ある。海外売上高が高いとは言え利益率については国内依存である。
②松下の場合地域別総資本営業利益率１位はアジア中国他の10.35％で１位に回復した。
売上高利益率が高く、回転率も今期最高による。
２位が日本で9.57％で売上高利益率を今期最高の8.60にしたことが回転率の低さ1.11回を
補った。３位米州の6.91で６期最高であったのは売上高利益率の1.85と６期最高で、回転
率も６期最高の3.73回であったことによる。
４位欧州は4.75％であり、これは売上高利益率が各国最低であることによるもので、回
転率は日本やアジア・中国他より高い。
④収益力の分析（松ソ）（第49表）
収益力の総合指標としては総資本経常利益率を出すべきであるが、Ｐ／Ｌ上の計上はな
く（三菱総研による経常利益率があるので後それで検討する）、総資本税引前利益率を検
討する。
それまでとは逆に2004年以降松下がソニーを上回っている。今期松下が5.67％に対して
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第50表　売上高諸利益率・費用率（連結）（ソニー、松下） （単位　％）
1998年
３月
69.64
68.37
30.36
31.63
26.09
19.92
4.28
7.76
1.19
3.29
松
ソ
69.98
68.20
30.02
31.80
27.48
22.09
2.53
5.02
2.65
5.42
0.18
2.63
71.11
68.72
28.89
31.28
26.71
22.31
2.18
3.63
3.23
3.39
1.37
0.57
71.36
69.03
28.64
30.97
26.19
22.34
2.45
3.08
1.48
3.30
0.54
0.23
74.66
69.14
25.34
30.86
28.42
23.00
△2.81
1.78
△7.97
0.77
△6.27
0.10
71.92
66.63
28.08
33.37
26.37
24.35
1.71
2.48
0.77
2.72
△0.26
1.55
71.03
67.48
28.97
32.52
26.35
24.00
2.61
1.32
2.14
1.94
0.56
1.18
70.88
69.84
29.12
30.16
25.58
21.43
3.54
1.59
2.75
2.61
0.67
2.29
69.20
68.91
30.80
31.09
26.14
20.43
4.66
2.56
3.60
1.74
1.65
70.21
71.00
29.79
29.00
24.75
21.56
5.05
0.86
2.41
1.52
70.32
70.90
29.68
29.10
23.95
19.33
5.73
4.22
3.11
4.16
1999年
３月
2000年
３月
2001年
３月
2002年
３月
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
売上高原価率
売上高総利益率
売上高販売・管理費率
売上高営業利益率
売上高経常利益率
売上高当期純利益率
　上段が松下、下段がソニー
出所　「有価証券報告書」より作成
ソニーは前期から伸びたものの3.84％であった。
売上高税引前利益率については全く同様の傾向を示し、2004年以降松下の収益力が高い
のがわかる。
売上高営業利益率も全く同様の傾向を示している。
総資本回転率は１年早く2003年以降松下が逆転して、高く１回転以上を上げ、今期1.18
回であるのに対してソニーは１回転以下の0.73回転である。
松下は総資本税引前利益率を分解しても売上高税引前利益率、総資本回転率においても
ソニーを上回っている。
総資本営業利益率も2004年以降松下が逆転してソニーを上回っている。今期松下は
6.77％の過去最高であるのに対して、ソニーは3.09％であった。
自己資本当期純利益は10年のうち３期を除けばソニーが松下を上回っている。今期松下
は7.36％であったが、ソニーは10.81％と高い。これは純利益の要因よりも、自己資本がソ
ニーは少ないという点で比率の差がでているものと思われる。
⑤売上高諸利益率・費用率（ソニー、松下）（第50表）
売上高総利益率と売上原価率
売上高総利益率は2006年３月までソニーが30％台で一貫して高かったが、2007年３月よ
り松下がソニーを上回った。前期でいえばソニーの総利益率が2.09ポイントも下ったこと
今期0.1ポイント上げたが29.1％であったことが原因である。したがって売上原価率が2.09
ポイント上昇したこと、0.9ポイント上がったが、70.90％であったことにある。
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第51表　回転率・回転日数の分析（ソニー、松下） （単位　％、百万円）
1998年
３月
1999年
３月
2000年
３月
2001年
３月
2002年
３月
2003年
３月
2004年
３月
2005年
３月
2006年
３月
2007年
３月
2008年
３月
総資本回転率
有形固定資産回転率
売上債権回転日数
棚卸資産回転率
棚卸資産回転日数
買入債務回転日数
借入金月商倍率（倍）
0.91
1.22
5.17
5.22
66.96
62.06
7.24
7.25
50.44
50.35
31.73
38.41
△0.49
0.88
931.864
0.93
1.42
5.17
5.24
66.82
63.74
7.21
7.48
50.65
50.21
31.41
39.99
△0.47
0.57
908.913
0.92
1.02
5.04
5.34
68.12
62.71
7.45
7.70
49.03
47.41
32.31
41.86
△0.70
0.46
868.536
0.95
1.00
5.16
5.14
63.63
63.90
7.72
8.66
47.27
42.15
31.71
43.99
△0.46
0.60
844.713
0.87
0.95
4.56
5.33
68.09
66.67
7.31
9.38
49.95
38.29
33.07
40.76
△0.33
0.40
808.157
0.96
0.90
5.40
5.54
57.38
60.60
9.15
11.51
39.89
31.72
31.95
35.77
△0.98
0.39
649.582
0.98
0.86
5.96
5.67
56.50
54.58
9.58
11.60
38.08
31.46
36.89
35.94
△1.12
0.46
646.117
1.12
0.77
6.08
5.23
50.50
57.02
10.43
11.03
35.00
33.08
34.50
38.77
△0.64
0.43
648.928
1.11
0.75
5.41
5.42
50.88
53.42
9.84
10.41
37.82
35.06
37.80
39.02
△1.53
6.93
718.037
1.15
0.95
5.56
5.90
45.84
56.44
9.77
9.50
37.36
38.40
38.40
43.85
△4.09
△6.43
1.18
0.73
5.34
6.66
45.80
55.01
10.0
9.04
36.50
40.37
37.74
43.21
0.58
　上段が松下、下段がソニー
出所　「有価証券報告書」より作成
松
ソ
売上高営業利益率と売上高販管費率
2003年までは売上高営業利益率はソニーが高率であったが、2004年３月から逆転して松
下が５年間上回っている。これは松下が2004年３月より利益率が上昇したものであり、今
期過去最高の5.73％を計上している。ソニーが著しく低下したわけではない。ソニーは今
期過去３番目の高利益率で4.22％である。
これは松下の販管費の削減によるところが大きい。しかし総じてソニーのほうが低い。
ということは売上総利益から金融ビジネス費用、資産の除売却損および減損を差し引いて
いないことにもよる。
売上高当期純利益率　松下は３期のみ上回るだけで、この比率では７期ソニーが高利で
あり、今期もソニーが4.16％。松下も3.11％で過去最高ではあった。ソニーは前期は松下
を下回ったが今期も松下を上回り過去最高である。
⑥回転率について（ソニー、松下）（第51表）
総資本回転率
2003年３月よりそれまでと逆転して松下が比率を上昇させ１回転を上回って、ソニーを
しのいでいる。ソニーは1998年より逆転されるまでほぼ１回転以上であったが、2003年３
月を境に下落しており、今期は過去最低の0.73回転である。松下が資産を圧縮し、売上高
を伸ばしているのに対し、ソニーは資産を増大させていることに原因がある。
有形固定資産回転率
11年７期ソニーが回転率が高い。５回転強を示し、2006年３月より今期まで３年連続松
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下を上回っている。そして今期過去最高の6.66回転を達成した。松下は2005年３月には両
社最高の6.08回転を示したが、ソニーより低く横バイ傾向を示している。
売上債権回転日数
松下は2002年３月まで60日強、70日弱を示したが、2003年３月から50日台に短縮し、
2007年３月より40日台を達成した。したがって2003年よりほぼソニーを上回り、ソニーも
2003年３月まで60日台であったが、2004年３月より50日台で推移している。この結果2004
年３月より松下がほぼソニーより短縮して上回っている。
棚卸資産回転率
ソニーは1998年３月以降2006年３月まで９年間松下を上回る回転率を示し、2004年３月
には両社最高の11.6回転を上げた。しかし前年より松下の回転率が上昇したこと、ソニー
が低下したこと等により松下がソニーを抜いている。
棚卸資産回転日数　これは上記比率を日数で示したものであり、ソニーは1998年３月は
50日強であったが2000年３月より2001年３月まで40日台、2002年３月より30日台となって
いる。上記比率の通り、2007年より松下が37.36日、36.50日と初めて２期松下が回転日数
を短縮した。
買入債務回転日数
松下は2004年３月の36.89日を除いて10年ソニーより短縮した支払をしている。一貫し
て、悪化・長期化は若干しているものの30日台に抑えている。対してソニーは５期も40日
台であり、今期も43.21日で松下より5.47日支払が遅れていることになる。
（４）連続キャッシュ・フロー計算書の分析
①イKソニー（第52表）
2006年３月
営業活動によるＣＦ
増加要因は①固定資産の減価償却3,818億円②繰延映画製作費の償却費2,867億円、③当
期純利益1,236億円、④保険契約債務その他の増加1,431億円が中心であり、減少原因は①
繰延映画製作費の増加3,397億円、②棚卸資産の増加1,648億円、③厚生年金基金代行部分
返上益735億円、④子会社および持分法適用会社の持分変動にともなう利益608億円等が中
心である。
その結果３年比最小の3,998億58百万円のＣＦを得た。
投資活動によるＣＦ
投資支出要因は①金融ビジネスにおける投資および貸付が１兆3,681億58百万円、②固
定資産の購入4,624億73百万円、③投資および貸付金369億47百万円が中心である。
投資収入は①金融ビジネスにおける有価証券の償還、②投資有価証券の売却および貸付
100
第52表　ソニーの連結キャッシュフロー計算書 （単位　百万円）
2007年度
(自2007年４月１日
　至2008年３月31日)
2006年度
(自2006年４月１日
　至2007年３月31日)
2005年度
(自2005年４月１日
　至2006年３月31日)
金額（百万円）金額（百万円）金額（百万円）
Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
１．当期純利益
２．営業活動から得た現金・預金および現金同等物（純額）へ
　　の当期純利益への調整
（１）有形固定資産の原価償却額および無形固定資産の償却費
　　　（繰延保険契約費の償却を含む）
（２）繰延映画制作費の償却費
（３）株価連動型報奨費用
（４）退職・年金費用（支払額控除後）
（５）厚生年金基金代行部分返上益（純額）
（６）資産の除売却損および減損（純額）
（７）投資有価証券売却益および評価損（純額）
（８）金融ビジネスにおける売買目的有価証券の評価益（純額）
（９）子会社および持分法適用会社の持分変動にともなう利益
（10）繰延税額
（11）持分法による投資利益（△）・損失（受取配当金相殺後）
（12）資産および負債の増減
　　　受取手形および売掛金の増加（△）・減少
　　　棚卸資産の増加
　　　繰延映画制作費の増加
　　　支払手形および買掛金の増加・減少（△）
　　　未払法人税および他の未払税金の増加・減少（△）
　　　保険契約債務その他の増加
　　　繰延保険契約費の増加
　　　金融ビジネスにおける売買目的有価証券増加（△）・減少
　　　その他の流動資産の増加
　　　その他の流動負債の増加
（13）その他
　　　営業活動が得た現金・預金および現金同等物（純額）
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
１．固定資産の購入
２．固定資産の売却
３．金融ビジネスにおける投資および貸付
４．投資および貸付（金融ビジネス以外）
５．金融ビジネスにおける有価証券の償還、投資有価証券の売却
　　および貸付金の回収
６．有価証券の償還、投資有価証券の売却および貸付金の回収
　　（金融ビジネス以外）
７．子会社および持分法適用会社株式の売却による収入
８．その他
　　投資活動に使用した現金・預金および現金同等物（純額）
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
１．長期借入金
２．長期借入金の返済
３．短期借入金の増加・減少（△）
４．金融ビジネスにおける顧客預り金の増加
５．銀行ビジネスにおけるコールマネーおよび売渡手形の増加
　　・減少（△）
６．配当金の支払
７．株価連動型報奨制度にもとづく株式発行による収入
８．子会社の株式発行による収入
９．その他
　　財務活動から得た現金・預金および現金同等物（純額）
Ⅳ　３活動による当期キャッシュ・フロー純増減
Ⅴ　為替相場変動の現金・預金および現金同等物に対する影響額
Ⅵ　現金・預金および現金同等物純増加・減少（△）額
Ⅶ　現金・預金および現金同等物期首残高
　　現金・預金および現金同等物期末残高
123,616
381.843
286,655
150
△7,563
△73,472
73,939
△5,767
△44,986
△60,834
80,115
9,794
17,464
△164,772
△339,697
△9,078
29,009
143,122
△51,520
△35,346
△8,792
105,865
△49,887
399,858
△462,473
38,168
△1,368,158
△36,947
857,376
24,527
75,897
346
△871,264
246,326
△138,773
△11,045
190,320
86,100
△24,810
4,681
6,937
128
359,864
△111,542
35,537
△76,005
779,103
703,098
126,328
400,009
368,382
3,838
△22,759
－
5,820
△13,387
△11,857
△31,509
△13,193
△68,179
△357,891
△119,202
△320,079
362,079
△14,396
172,498
△61,563
31,732
△35,133
73,222
86,268
561,028
△527,515
87,319
△914,754
△100,152
679,792
22,828
43,157
△6,085
△715,430
270,780
△182,374
6,096
273,435
△100,700
△25,052
5,566
2,217
△2,065
247,903
93,501
3,300
96,801
703,098
799,899
369,435
428,010
305,468
4,130
△17,589
－
△37,841
7,583
56,543
△82,055
20,040
△13,527
185,651
△140,725
△353,343
△235,459
138,872
166,356
△62,951
△57,271
△24,312
51,838
48,831
757,684
△474,552
144,741
△2,283,491
△103,082
1,441,476
51,947
307,133
5,366
△910,442
31,093
△34,701
15,838
485,965
－
△25,098
7,484
28,943
△4,006
505,518
352,760
△66,228
286,532
799,899
1,086,431
出所　有価証券報告書
101
松下電器とソニーの財務分析
の回収が8,573億76百万円、③子会社および持分法適用会社株式の売却による収入758億97
百万円が中心である。
その結果、営業活動ＣＦの倍以上の8,712億64百万円の投資支出をした。
財務活動によるＣＦ
現金収入要因は①長期借入金2,463億26百万円、②金融ビジネスにおける顧客預金の増
加1,903億２千万円、③銀行ビジネスにおけるコールマネーおよび売渡手形の増加861億円
が中心である。
財務現金支出は①長期借入金の返済1,387億73百万円、②配当金の支払248億１千万円、
③短期借入金の減少110億45百万円が中心である。
その結果、財務活動によるＣＦが3,598億64百万円増加した。
以上３活動の結果、フリーＣＦは出ず、1,115億円マイナスとなり、760億５百万円の現
金預金および現金同等物を持ち出すこととなり、積極投資持ち出し型の超成長型ともいう
べきＣＦである。
2007年３月
営業活動によるＣＦ
現金増加要因は①繰延映画製作費の償却費が前期より増加し、3,683億82百万円、②固
定資産の償却費も前期より増加し、4,000億９百万円、③当期純利益も増加して、1,263億
28百万円④支払手形および買掛金の増加3,620億79百万円⑤保険契約債務その他の増加
1,724億98百万円等が中心である。
現金支出要因は、①受取手形および売掛金の増加3,578億91百万円、②繰延映画製作費
の増加3,200億79百万円等が中心である。
その結果、前期より多い5,610億28百万円のＣＦを得た。
投資活動によるＣＦ
現金支出減少要因は①金融ビジネスにおける投資および貸付が前期より減少し9,147億
54百万円、②固定資産の購入が増えて、5,275億15百万円、③投資および貸付金（金融ビ
ジネス以外）が増加して1,001億52百万円が中心であった。
投資収入は①金融ビジネスにおける有価証券の償還、投資有価証券の売却および貸付の
回収が前期より減って6,797億72百万円、②固定資産の売却が増加して873億19百万円が中
心であった。
その結果、投資活動ＣＦは前期より減少し7,154億３千万円であった。
財務活動によるＣＦ
現金収入は①金融ビジネスにおける顧客預り金の増加が前期より増えて2,734億35百万
円、②長期借入金前期より増えて2,707億８千万円が中心であった。
現金支出は①長期借入金の返済を前期より増やして1,823億74百万円、②銀行ビジネス
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におけるコールマネーおよび売渡手形の減少が1,007億円、③配当金の支払250億52百万円
が中心である。
その結果財務活動によるＣＦは前期より減って2,479億63百万円と減少した。
以上の３活動の結果935億のＣＦが増加し、為替による増加を加えて968億１百万円純増
し、これに期首残高を加え、期末残高が前期よりも増加し7,998億99百万円とした。
依然としてフリーＣＦは出ず、積極投資をしているが、前期より営業活動ＣＦが多く投
資活動ＣＦが少なかったことが原因で、財務活動ＣＦも少ないながら、３活動で純増とな
った。積極投資充足型であり財務活動ＣＦの範囲内で投資活動ＣＦを回するという成長期
型である。
2008年３月
営業活動によるＣＦ
今年度は全体で前期より更によく7,576億84百万円とした。内容をみる。
現金増加要因は②なによりも純利益が過去最高で3,694億35百万円もあったこと、①固
定資産の償却が前期より増加して4,280億１千万円、③繰延映画製作費の償却費は前期よ
り減ったが3,054億68百万円、④受取手形および買掛金の減少が1,856億51百万も増えたこ
と、⑤保険契約債務その他の増加が減ったものの1,663億56百万円⑥未払法人税および他
の未払税金の増加が1,388億72百万円あったこと等が中心である。
ＣＦ支出原因は、①映画製作費の増加が増えて3,533億43百万円、②支払手形および買
掛金の減少2,354億59百万円、③子会社および持分法適用会社の持分変動にともなう利益
が820億55百万円、④繰延保険契約費の増加629億51百万円が中心である。
その結果前期よりも1,966億以上も多いＣＦを得た。
投資活動によるＣＦ
投資ＣＦ支出要因は、①金融ビジネスにおける投資および貸付が著増して２兆2,834億
91百万円となった、②固定資産の購入は前期より減って4,745億52百万円、③投資および
貸付金が1,030億82百万円あったことによる。
投資ＣＦ収入要因は、①金融ビジネスにおける有価証券の償還、投資有価証券の売却お
よび貸付金の回収が過去最高の、前期の２倍以上の１兆4,414億96百万円、②子会社およ
び持分法適用会社株式の売却収入3,071億33百万円、③固定資産の売却1,447億41百万円等
が中心である。
その結果、過去最高の9,104億42百万円の投資支出とした。
財務活動によるＣＦ
財務ＣＦ収入要因は、①金融ビジネスにおける顧客預り金の増加が著増し、4,859億65
百万円、②子会社株式発行による収入289億43百万円、③短期借入金の増加158億38百万円
等が中心である。
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財務ＣＦ支出要因は、①長期借入金の返済347億１百万円、②配当金の支出250億98百万
円によるものである。
その結果、財務活動ＣＦは前期の倍近くの5,055億18百万円となった。
以上の３活動の結果3,527億６千万円という３期最高の増加となった。為替による支出
が662億28百万円あったものの2,865億32百万円もの純増となり、期末残高を１兆円台にあ
げ１兆864億31百万円とした。
やはりフリーＣＦは出ず、積極投資をし、財務活動の範囲内の投資ということで、前期
と同じ積極投資充足型の成長期型というべきものであった。
ロK松下（第53表）
３年間のみ比較をする。
2006年３月
①営業活動に関するキャッシュ・フロー
営業ＣＦ純増加を前期より増やし、5,754億18百万円とした。減少項目は６項目で、主
要減少項目の多い順からみると、１番が退職給付引当金によるものが731億８千万円、２
番がその他流動資産による減少が579億９千万円を計上、３番目が有価証券売却費が５年
比最大の474億49百万円、４番目が売上債権増加による支出が310億42百万円等が減少の主
要である。
営業ＣＦで得た主要項目は、１番目が減価償却費3,093億99百万円、２番目が1,544億１
千万円、３番目が買入債務の増加による1,123億４千万円、４番目が法人税等繰延額の707
億48百万円であった。
②投資活動によるキャッシュ・フロー
３年比で初めて投資ＣＦによる手許収入を4,070億91百万円計上した。投資支出の主要
項目は投資及び貸付金の支出で１番多く3,858億65百万円、２番目が有形固定資産購入の
3,567億51百万円の支出、３番目が短期投資の３年比最高の支出549億67百万円を中心とす
るものである。
投資ＣＦで得た主要項目は、１番多いのが投資及び貸付金の増加が3,858億65百万円あ
ったものの、売却及び回収が３年比でも圧倒的に多く、8,494億９百万円を獲得した。２
番目が有形固定資産売却の1,686億31百万円、３番目に多いのが定期預金の減少による
1,413億円等であった。４番目が子会社株式の売却に伴う収入及び配当金の630億83百万円
等となっている。
③財務活動に関するキャッシュ・フロー
財務ＣＦ純支出は３年比最高の5,245億68百万円とした。財務活動から得たＣＦの主要
項目は１番目が長期債務の増加306億53百万円、２番目が短期借入金の増加によるものが
150億37百万円となっており、自己株式の売却が２億28百万円等である。
第53表　連結キャッシュフロー計算書（松下） （単位　百万円）
平成19年度
2008年3月
2008年
対
2003年
平成18年度
2007年３月
平成17年度
2006年３月
金額（百万円） 倍金額（百万円）金額（百万円）
154,410
309,399
△47,449
8,409
70,748
35,292
66,378
△987
△31,042
36,498
△57,990
112,340
3,872
37,108
△73,180
△13,304
△35,084
575,418
41,867
△54,967
849,409
△385,865
△356,751
168,631
141,289
－
63,083
△59,605
407,091
15,037
－
△104,835
30,653
△328,243
△39,105
△16,281
△87,150
228
5,128
△524,568
457,941
39,699
̶
497,640
1,169,756
1,667,396
217,185
317,685
△40,154
3,203
72,398
3,148
49,175
31,131
50,012
474
64,074
△61,630
9,773
△39,774
△108,559
△12,223
△23,361
532,557
31,014
△4,509
142,074
△290,046
△411,309
182,892
△223,801
－
40,548
△34,671
△567,808
△5,826
－
△13,951
33,636
△217,414
△54,989
△16,285
△153,179
305
－
△427,703
△462,954
32,197
－
△430,757
1,667,396
1,236,639
281,877
320,534
△14,402
6,008
△13,608
31,842
44,627
28,637
△56,677
△37,372
39,602
△41,568
5,763
9,973
△128,937
△15,915
5,671
466,058
697
－
313,947
△160,423
△418,730
151,279
166,750
68,309
－
△46,582
△61,371
△5,815
－
△252
1,344
△46,750
△69,295
△19,807
△103,112
273
39,866
△203,548
201,139
△129,521
△93,441
△21,823
1,236,634
1,214,816
1.83
1.04
△0.30
0.71
△0.19
0.90
0.67
－
△1.83
1.02
－
△0.37
1.49
0.27
△1.76
1.20
－
0.81
0.02
0.37
0.42
△1.17
0.90
1.18
－
－
△0.78
△0.15
△0.39
－
0
0.04
0.14
1.77
△1.22
1.18
1.20
7.77
△0.38
0.66
△3.26
－
0.04
1.06
0.73
Ⅰ　営業活動に関するキャッシュ・フロー
１．当期純利益
２．営業活動に関するキャッシュ・フローへの調整
（１）減価償却費（無形固定資産の償却費を含む）
（２）有価証券の売却費
（３）貸倒引当金繰入額
（４）法人税等繰延額
（５）投資有価証券の評価減
（６）長期性資産の評価減
（７）少数株主利益（△は損失）
（８）売上債券の増加（△は増加）
（９）棚卸資産の減少（△は増加）
（10）その他の流動資産の増加（△は増加）
（11）買入債務の増加（△は減少）
（12）未払法人税等の増加（△は減少）
（13）未払費用及びその他の流動負債の増加（△は減少）
（14）退職給付引当金の減少
（15）得意先よりの前受金及び預り金の減少
（16）その他
　営業活動に関するキャッシュ・フロー
Ⅱ　投資活動に関するキャッシュ・フロー
１．短期投資の売却
２．短期投資の購入
３．投資及び貸付金の売却及び回収
４．投資及び貸付金の増加
５．有形固定資産の購入
６．有形固定資産の売却
７．定期預金の減少
８．新規連結子会社株式の取得に伴う収入
９．子会社株式の売却に伴う収入及び配当金
10．その他
　　投資活動に関するキャッシュ・フロー
Ⅲ　財務活動に関するキャッシュ・フロー
１．短期借入金の増加（△は減少）
２．得意先及び従業員預り金の減少
３．従業員預り金の減少
４．長期債務の増加
５．長期債務の返済
６．配当金
７．少数株主への配当金
８．自己株式の取得
９．自己株式の売却
10．子会社の株式発行収入
　　財務活動に関するキャッシュ・フロー
Ⅳ　３活動による当期キャッシュ・フロー純増減
Ⅴ　為替変動による現金及び現金同等物への影響額
Ⅵ　連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の減少額
Ⅶ　現金及び現金同等物の純増減額
Ⅷ　現金及び現金同等物期首残高
　　現金及び現金同等物期末残高
出所　有価証券報告書
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ＣＦ支出の主要項目は、長期債務で増加収入306億53百万円あったものの、それを上回
る３年比最高の3,282億43百万円を返済した。２番に多いのが従業員預り金の減少1,048億
35百万円、３番目が自己株式取得への支出871億５千万円であり、４番目が配当金の391億
５百万円の支出であった。少数株主への配当金も162億91百万円あった。
以上の３活動の結果、営業ＣＦ合計は３期最高の5,754億18百万円を得て、なお投資Ｃ
Ｆの収入4,070億91百万円もあった。この両者の資金のうち5,245億68百万円を支出に回し、
長期債務の返済、従業員預り金への支払、自己株式の取得、配当等への支出をした。それ
でもなお３者の増減では4,579億41百万円の３年比最高のＣＦ増加となった。これに為替
変動による396億99百万円を加えて純増加が4,976億４千万円となり、期首残高を加えて、
その結果当期期末残高を３期最高の１兆6,673億96百万円とした。
2007年３月
①営業活動に関するキャッシュ・フロー
営業ＣＦ純増を5,325億57百万円とした。支出した主要項目は退職給付引当金の減少に
よる支出1,085億59百万円が１番多く、２番目に買入債務の減少による支出616億３千万円、
３番目が有価証券の売却費によるものが401億54百万円、４番目が未払費用及びその他の
流動負債の減少397億74百万円等を中心とする支出であった。
営業活動から得たＣＦの主要項目の第１が減価償却費の3,176億85百万円、２番目が当
期純利益で今期過去最高の2,171億85百万円であった。３番目が法人等繰延額723億98百万
円、４番目にその他流動資産の640億74百万円で、５番目が売上債権の増加500億12百万円
であった。
②投資活動に関するキャッシュ・フロー
前期は初めて投資活動により純収入4,071億円弱を計したが、今期は再び将来収益を得
るため３年比最高の5,678億８百万円の最大の投資支出をした。投資によって得たＣＦの
主要項目をみると、１番目が有形固定資産の売却で５年比最高の1,828億92百万円のＣＦ
を得ている。２番が投資及び貸付金の売却及び回収が1,420億74百万円、３番目が405億48
百万円を得た子会社株式に伴う収入及び配当金、等であった。
投資による支出の第１は、有形固定資産で売却によって1,828億92百万円を得たが、こ
れを上回る３年比最高4,113億９百万円の投資をした。第２が投資及び貸付金の売却及び
回収で1,420億74百万円を得ているもののこれを上回る2,900億46百万円の増加投資をした。
第３が定期預金に初めて2,238億１百万円の預金を引き出した。短期投資の購入も45億円
強を行った。
③財務活動に関するキャッシュ・フロー
今期支出額が4,277億３百万円であった。調達は長期債務の336億36百万円、自己株式の
売却３億５百万円の２項目のみである。
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財務ＣＦの支出は、第１番目に多いのが、長期債務の増加が336億36百万円あったもの
の返済に2,174億14百万円を当てた。第２番目が自己株式を３期最高の1,531億79百万円を
取得した。３番目に配当金も最高の549億89百万円支払っている。少数株主への配当金も
162億85百万円支出した。
以上３活動の結果、営業活動から5,325億57百万円のＣＦを得たがそれによって投資支
出を賄うことができない結果となり、将来に向けて積極型の投資をした。また財務ＣＦも
支出を4,277億３百万円としており、３活動で4,629億54百万円の支出超過となった。為替
変動による321億97百万円の増加を加えても4,307億57百万円が持ち出しとなり、前期より
の残高である期首残高から支払に当てることとなり、現金及び現金同等物期末残高を１兆
2,366億39百万円に減少した。
2008年３月
①営業活動に関するキャッシュ・フロー
営業ＣＦ純増加は３期比では１番少ない4,660億58百万円を得た。減少項目は７項目で
あるが主要項目のみみれば、３期連続で１番目が退職給付引当金の減少1,289億37百万円、
２番目が売上債権の増加566億77百万円、３番目が買入債務の増加415億68百万円、４番目
が棚卸資産の減少373億72百万円等である。
増加項目は１番目が減価償却費で３期最高の3,205億34百万円、２番目が３期最高の純
利益2,818億77百万円である。３番目が長期収資産の評価減の446億27百万円、４番目がそ
の他流動資産の増加396億２百万円、５番目が投資有価証券の評価減の318億42百万円、６
番目は少数株主利益286億37百万円等であった。
②投資活動に関するキャッシュ・フロー
投資ＣＦは３期最少の613億71百万円であった。投資支出項目は３項目で１番目が有形
固定資産の購入が３期最高の4,187億３千万円、２番目に多いのが投資及び貸付金の増加
で３期最少の1,604億23百万円、３番目がその他の465億82百万円であった。
投資収入項目は投資及び貸付金の売却及び回収が１番多く3,139億47百万円、２番目が
定期預金の減少1,667億５千万円、３番目が有形固定資産の売却の1,512億79百万円、４番
目に初めての新規連結子会社株式の取得に伴う収入が683億９百万円もあったこと等であ
る。
③財務活動に関するキャッシュ・フロー
財務ＣＦの純支出が2,035億48百万円で３期最少である。減少支払返済項目は６項目で
ある。１番多く支払ったのは自己株式の取得に1,031億12百万円当てている。２番目が配
当金に692億95百万円、３番目が長期債務の返済467億５千万円、４番目が少数株主への配
当金198億７百万円等が中心である。
増加収入は１番目は子会社の株式発行収入の398億66百万円、２番に長期債務の増加13
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億44百万円等にすぎなかった。
以上の結果、フリーＣＦのうえ、それで財務ＣＦもまかなうことができ３活動純増加
2,011億39百万円を計上した。
しかし為替変動により1,295億21百万円の支出があったこと、今期初めて連結範囲の変
更に伴う減少額が934億41百万円あり、結果、前期同様現金及び現金同等物は218億23百万
円純減となった。その結果期末残高を前期より減らして１兆2,148億16百万円とした。
以上３年間のＣＦの変動を要約すれば、2006年３月は営業ＣＦ5,754億18百万円あった
が、更に投資による収入も4,070億91百万円あり、更に財務活動ＣＦ支出もしていること
が特徴である。投資収入・返済充足余裕型ともいえよう。
2007年３月は営業ＣＦで投資活動ＣＦを賄えないこととなり、将来利益獲得のために積
極投資をした。また有利子負債等の財務活動ＣＦ支出も4,277億３百万円も返済して期首
残高を4,307億57百万円持ち出しをしたのが特徴である。積極投資持出し返済型とも言え
よう。
2008年３月はフリーＣＦが出て、それで財務ＣＦも賄うことができたが、為替変動によ
る支出が大きいことはまだしも、今期特別の連続範囲変更に伴う減少額が大きくひびいて
期首残高を持ち出すこととなったのが特徴である。超安定型による特別持出し型とも言え
よう。
ハK松ソＣＦ比較
①ソニーは現金及び現金同等物残高を３年間逓増し7,030億98百万円から１兆864億31百
万円と3,833億33百万円と純増したが、松下は逆に逓減しこれまでが保有が大きく１兆
6,673億96百万円から１兆2,366億39百万円へと4,525億８千万円を減らしている。しかし保
有はソニーより多い。
②ソニーは３期ともフリーＣＦは出ない積極投資でありまた財務活動ＣＦを得ている。
2006年には財務活動ＣＦでは投資ＣＦを賄えず、期首残高を持ち出すこととなっている。
積極投資持出し型の成長期型であった。2007年、2008年も積極投資であるが、財務活動Ｃ
Ｆの範囲内で投資をしている成長期型が特徴である。
③松下はソニーと反対に３期とも財務ＣＦの返済をしている。2006年３月は営業活動Ｃ
Ｆのプラスのうえに投資活動の収入で、財務活動ＣＦを支払って純増となる形式的には
「投資収入・返済充足余裕型」である。2007年３月にはフリーＣＦが出ず、積極投資をし、
かつ債務返済支出をして、持ち出しによる純減の「積極投資・持ち出し返済型」のＣＦ政
策であった。2008年３月には３活動では純増であり、更に為替変動も充足したが、連結範
囲の変更による支出で持ち出しをした特別の事情で期首残高を持ち出した。超安定型によ
る特別持出し型とも言えよう。
松下は創業時期から現金決済を重視していたため昔から現預金残高は余裕を持っていた
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第54表　キャッシュ・フロー分析（ソニー） （単位　百万円、％）
出所　各年の「有価証券報告書」より作表
1998年３月1999年３月2000年３月2001年３月2002年３月2003年３月2004年３月2005年３月2006年３月2007年３月2008年３月
　売上高および営業収入
　営業ＣＦ
営業ＣＦ対抗売上高比率
6,755,490
612,350
9.06
222,068
612,350
36.32
114,617
1,104,420
1,303,831
46.97
13,165
612.650
△598,700
1.05
84,794 87,825 158,509 170,838 240,786 34,385 383,757
387,851
166,870
546,718
193,555
599,952
43,170
752,367
291,879
1,144,399
6,794,619
663,267
9.76
179,004
663,267
26.99
40,877
1,037,460
1,166,162
56.88
296,007
663,267
△367,260
25.38
6,686,661
579,463
8.67
37,830
579,463
6.53
56,426
813,328
1,028,263
56,35
129,570
579,463
△449,893
12.60
7,314,824
544,767
7.45
16,754
544,767
3.08
185,535
843,687
1,200,060
45,39
△174,281
544,767
△719,048
△14.52
7,578,258
737,596
9.73
15,310
737,596
7.08
113,277
838,617
1,192,680
61,84
△29,521
737,596
△767,117
△2.48
7,473,633
853,788
11.42
115,519
853,788
13.53
124,360
807,439
966,184
88.37
147,363
853,788
△706,425
15,25
7,496,391
632,635
8.44
88,518
632,635
13.99
91,260
777,649
1,640,517
38.56
△129,157
632,635
△761,792
△7.87
7,159,616
646,997
9.04
163,838
646,997
25.32
63,396
678,992
1,455,976
44.44
△284,175
646,997
△931,172
△19.52
7,475,436
349,858
5.35
123,616
399,858
30.91
142,766
746,898
1,683,171
23.76
△471,406
399,858
△871,264
△28.01
7,567,359
561,028
7.41
126,328
561,028
22.52
52,291
1,001,005
1,848,833
30.34
△154,402
561,028
△715,430
△8.35
8,201,839
757,684
9.24
369,435
757,684
48.76
63,224
729,059
2,228,561
34.0
△152,758
757,684
△910,442
△6.85
　当期純利益
　営業ＣＦ
当期純利益対営業ＣＦ
　有利子負債
　　短期借入金
　　長期借入金
　　　　　　　　　  計
営業ＣＦ対有利子負債比率
　フリーＣＦ
　　営業ＣＦ
　　投資ＣＦ
フリーＣＦ対有利子負債比率
１年以内に返済期限の
到来する長期借入金
銀行ビジネスにおける
顧客預金
が、ここ６年のうち2006年３月の１兆6,673億95百万円を最高に逓減している。
②連結ＣＦの比率分析（ソニー、松下）（第54表、第55表）
営業ＣＦ対売上高比率
松下の最高は2003年３月の9.43％である。ソニーの最高は2003年の11.42％である。松下
は5.6％で推移し、ソニーはそれより高く、７～８％で推移し、松下がソニーを上回った
のが2005年３月の6.47％の１期だけである。それだけ相対的に松下の営業ＣＦが少いとい
うことである。当期は松下5.14％、ソニー9.24％と差が大きい。
当期純利益対営業ＣＦ
当期純利益はその年により大きく変動する。
松下は最低は純損失から最高は今期の60.48％の変動巾があり、２桁行かない期も４期
ある。対してソニーは２桁いかない期は３期であり、割合に平準化しており、最高は今期
の48.76％であった。変動の松下、平準化のソニーとも言えよう。ソニーは当期純利益に
は赤字がなく、比較的安定しているということである。
営業ＣＦ対有利子負債
有利子負債に対する営業ＣＦの支払能力をみるものである。
松下は2002年３月まで比率が悪く、またソニーを下回っていた。しかし2004年３月から
５年間ソニーを上回るようになり、前年度から営業ＣＦで有利子負債を返済できる100％
以上を示し、今期過去最高の119.93％であった。ソニーは最高でも2003年３月の88.37％で
あり、後は近年30～40％台と有利子負債が多く、１兆円台であり、営業ＣＦの伸び以上で
あることによる。松下の改善とソニーの低下が特徴である。
109
松下電器とソニーの財務分析
第55表　連結キャッシュ・フローの比率分析（松下） （単位　百万円、％）
出所　各年の「有価証券報告書」より作表
営業ＣＦ
売上高
営業ＣＦ対抗売上高比率
当期純利益
当期純利益対営業ＣＦ
有利子負債合計
　短期借入金及び一年以内
　返済長期借入金
　長期負債（社債＋長期借入金）
営業ＣＦ対有利子負債比率
流動負債
営業ＣＦ対流動負債
　フリーＣＦ
　営業ＣＦ
　投資ＣＦ
フリーＣＦ対有利子負債比率
固定負債
営業ＣＦ対抗固定負債比率
1998年３月 1999年３月 2000年３月 2001年３月 2003年３月
2004年３月 2005年３月 2006年３月 2007年３月 2008年３月
2002年３月
529,279
7,890,662
6.71
93,604
17.69
1,715,882
1,026,301
689,581
30.85
1,145,546
46.20
97,930
529,279
△431,349
5.71
3,030,218
17.47
449,151
7,640,119
5.87
13,541
3.01
1,359,231
650,147
709,084
36.72
1,205,174
41.42
121,396
499,151
△377,755
8.93
2,590,939
17.34
476,136
7,299,387
6.52
99,709
20.94
1,110,709
466,969
643,840
42.87
1,219,010
39.06
△128,218
476,136
△604,354
△11.54
2,457,322
19.38
392,452
7,681,561
5.1
41,500
10.57
1,126,000
548,459
541,541
34.85
1,123,012
34.95
△190,136
392,452
△582,588
△16.89
2,692,787
14.57
112,946
6,876,688
1.64
△431,007
1,261,824
553,651
708,173
8.95
1,431,768
5.37
38,474
112,946
△74,472
3.05
2,486,076
4.54
489,132
7,479,744
6.54
42,145
8.62
750,847
290,208
460,639
65.14
1,288,536
38.66
403,687
489,132
△85,445
53.76
2,569,786
19.03
464,562
8,713,636
5.33
58,481
12.59
862,617
385,474
477,143
53.85
1,187,797
39.11
286,266
464,562
△178,296
33.19
2,828,891
16.42
575,418
8,894,329
6.47
154,410
36.67
603,915
339,845
264,070
95.28
790,360
72.80
982,509
575,418
407,091
162.69
2,885,068
19.94
532,557
9,108,170
5.85
217,185
40.78
449,970
223,190
226,780
118.35
687,196
77.50
△35,251
532,557
△567,808
△7.83
2,741,867
19.42
466,058
9,068,928
5.14
281,877
60.48
388,606
156,260
232,346
119.93
625,706
74.49
404,687
466,058
△61,371
104.14
2,560,959
18.20
698,317
7,401,714
9.43
△19,453
921.888
333.686
588,202
75.75
1,975,284
35.35
687,140
698,317
△11,177
74.54
2,570,832
27.16
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松下はフリーＣＦが出ない期は３期の2000年３月、2001年３月、2007年３月のみである
のに対して、ソニーは７期もある。決定的相違である。したがって松下は最高は2006年の
162.69％であるが、ソニーの最高は1999年３月の25.38％にすぎず、2004年３月から今期ま
で５期連続マイナスである。ソニーは積極投資の結果とも言えるが、営業活動からの本来
的資金が低い分けではなく、逆に通年でも１期だけ松下が多く他はソニーの方が多いので
ある。いかにソニーが積極投資支出をしているかがわかる。
投資ＣＦが11年中２期のみソニーが少なく９期ソニーの投資が松下を上回っていること
にも原因がある。
営業ＣＦ対流動負債比率
松下のみをみると、最高が2003年３月の27.16％であり、他は20％弱である。これは固
定負債が平均して流動負債の半分弱であるので、営業活動ＣＦ対固定負債比率の約半分弱
ということであり、したがって支払能力もまた20％弱ということである。
（５）内部留保の分析（ソニー、松下）（第56表、第57表）
①松下の公表内部留保
構成比率では過去最高の58.38％に達し、２兆8,642億97百万円で６年比最高の1.59倍とな
った。
隠し利益
６年間年々減らし、今期41.62％の２兆416億５千万円で６年比0.62倍と減少した。
公表利益よりも隠し利益が一貫して少ないが、資本剰余金は１兆2,178億65百万円の
24.82％に達し、減価償却累計額が5,645億21百万円の11.51％もあるが、隠し利益項目は前
年より皆減らした。
内部留保合計では４兆9,059億47百万円と前のより△5.34％減少し、６年比でも0.96倍で
ある。
実質総資産に占める内部留保の割合は、内部留保額は前期より減らしたが総資産を圧縮
しているために61.10％と過去最高となっている。
②ソニーの内部留保
公表内部留保
利益剰余金がほぼ毎年増加して今期最高の46.43％の１兆6,878億34百万円で、６年比で
も各項目最高の2.03倍である。
隠し利益
公表利益より実額は減少傾向にあるものの毎年、隠し利益のほうが多く2003年３月には
73.28％も占めていたが、今期は53.36％に落ちている。内訳は資本剰余金が圧倒的に多く
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第56表　松下の内部留保（連結） （単位　百万円、％、倍）
2003年３月
（平成15年３月）
2004年３月
（平成16年３月）
2005年３月
（平成17年３月）
2008年
対
2003年
利益準備金
その他の余剰金
その他の包括利益
公表利益合計
資本準備金
資本余剰金
貸倒引当金
減価償却留計額
退職給付引当金
隠し利益合計
実質内部留保
総資産
実質総資産
実質総資産内部留保率
80,700
2,432,052
△705,642
1,807,110
1,219,686
－
53,043
630,135
1,375,143
3,279,007
5,085,117
7,834,693
8,517,781
1.59
47.83
－
35.54
23.99
－
1.04
12.39
27.04
64.46
100.0
59.70
△2.36
△1.55
356.60
48.62
－
22.60
△7.04
90.24
13.45
0.85
0.33
13.09
83,175
2,442,504
△399,502
2,126,627
－
1,230,476
47,873
609,311
801,199
2,688,859
4,815,036
7,438,012
8,095,196
1.73
50.73
－
44.17
－
25.55
0.94
12.65
16.64
55.84
100.0
58.48
3.07
0.43
△43.38
17.68
－
0.88
△9.75
△3.30
△41.74
△19.97
△5.31
△5.06
△4.96
△0.37
87,837
2,461,071
△238,377
2,310,532
－
1,230,701
43,836
714,418
597,163
2,586,118
4,896,650
8,056,881
8,815,135
1.79
50.26
－
47.19
25.13
0.90
14.59
12.20
52.81
100.0
55.55
5.61
0.76
△40.33
8.65
0.02
△8.43
△8.43
△35.47
△3.82
1.69
8.32
8.89
△6.61
構成比金　　　額 伸び率 構成比金　　　額 伸び率 構成比金　　　額 伸び率
2006年３月
（平成18年３月）
2007年３月
（平成19年３月）
2008年３月
（平成20年３月）
87,526
2,575,890
△26,119
2,871,425
－
1,234,289
37,400
724,811
414,266
2,418,766
5,048,063
7,964,640
8,726,851
1.73
51.03
－
56.88
24.45
0.74
14.36
8.21
47.91
100.0
57.85
△0.36
4.67
△89.04
24.28
2.92
△14.68
1.45
△30.63
△6.47
3.09
4.14
88,588
2,737,024
107,097
2,932,709
1,220,967
29,061
718,894
280,958
2,249,880
5,182,589
7,896,758
8,644,913
1.71
52.81
2.07
56.59
23.56
0.56
13.87
5.42
43.41
100.0
59.95
1.21
6.25
－
△1.08
△22.30
△0.82
△32.18
2.66
△6.98
△0.85
△0.94
3.63
90,129
2,948,065
△173,897
2,864,297
1,217,865
20,868
564,521
238,396
2,041,650
4,905,947
7,443,614
8,029,003
1.82
60.09
△3.55
58.38
24.82
0.43
11.51
4.86
41.62
100.0
61.10
1.74
7.71
－
△2.33
△0.25
△28.19
△21.47
△15.15
△9.26
△5.34
△5.74
△7.12
1.92
1.12
1.21
△0.25
1.59
－
－
0.39
0.90
0.10
0.62
0.96
0.95
0.94
2.35
構成比金　　　額 伸び率 構成比金　　　額 伸び率 構成比金　　　額 伸び率 倍
出所　「有価証券報告書」より作成
31.67％と占め、２位が減価償却累計額の12.97％である。
実質内訳留保は2005年３月には最少の３兆989億29百万円を底に、今期まで逓増し、過
去最高額の３兆6,352億15百万円に達し、６年比1.15倍に伸びている。
実質総資産内部留保率は５年前の37.78％から年々減らし、今期27.71％と最低となって
いる。
松ソ比較
松下は隠し利益より公表利益が多く、オーソドックスな蓄積政策をとりソニーは逆に隠
し利益留保政策をとっている点が第１の違いである。第２に内部留保の実額が松下は５兆
円弱に対してソニーは３兆円強であり、蓄積額に差がみられる。第３に、松下は内部留保
が維持横バイ傾向にあるが、ソニーは実額は上昇傾向にあり、1.15倍に達する。第４に総
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第57表　ソニーの内部留保
利益剰余金
その他の包括利益
公表利益
資本剰余金
貸倒および返品引当金
減価償却累計額
未払退職・年金費用
隠し利益
実質内部留保
総資産
実質資産
実質総資産内部留保率
2003年３月
（平成15年３月）
2004年３月
（平成16年３月）
2005年３月
（平成17年３月）
2006年３月
（平成18年３月）
2008年３月
（平成20年３月）
2007年３月
（平成19年３月）
2008年
対
2003年
金　　　額 構成比 伸び率
金　　　額 構成比 伸び率 金　　　額 構成比 伸び率 金　　　額 構成比 伸び率
金　　　額 構成比 伸び率 金　　　額 構成比 伸び率
倍
1,301,740
△471,978
829,762
984,196
110,494
379,369
864,188
2,338,247
3,168,009
8,370,545
8,860,408
1,367,060
△44,959
1,322,101
992,817
112,674
381,457
812,175
2,299,123
3,621,224
9,090,662
9,584,793
41.09
△14.9
26.19
31.07
3.49
11.97
27.28
73.81
100.0
35.75
37.75
△1.24
36.51
27.42
3.11
10.53
22.57
63.49
100.0
37.78
5.02
△90.47
59.33
0.88
1.97
0.55
△4.02
△1.67
14.31
5.68
1,506,082
△385,675
1,120,407
1,134,222
87,709
404,189
352,402
1,978,522
3,098,929
9,499,100
9,990,998
48.6
△12.45
36.15
36.6
2.83
13.04
11.31
63.85
100.0
31.02
10.17
757.84
△5.26
14.24
△22.16
5.96
△56.61
△18.29
△14.42
△17.89
1,602,654
△156,437
1,446,217
1,136,638
89,563
432,181
182,247
1,840,629
3,286,846
10,607,753
11,129,497
48.76
△4.76
44.0
34.58
2.72
13.15
5.54
56.0
100.0
29.53
6.41
△59.44
29.08
6.21
2.11
6.93
△48.28
△6.97
6.37
△4.8
1,719,506
△115,493
1,604,013
1,143,423
120,675
453,761
173,474
1,891,333
3,495,346
11,716,362
12,290,798
49.19
3.30
45.89
32.71
3.45
12.98
4.96
54.11
100.0
28.44
7.29
△26.17
10.91
0.62
34.74
4.99
△4.81
10.29
6.34
△4.69
2,059,361
△371,527
1,687,834
1,151,447
93,335
471,362
231,237
1,947,381
3,635,215
12,552,739
13,117,436
56.65
△10.22
46.43
31.67
2.57
12.97
6.36
53.36
100.0
27.71
19.76
221.68
47.61
0.70
△2.66
3.88
33.30
2.96
4.0
△2.57
1.58
0.79
2.03
1.17
0.84
1.24
0.27
0.83
1.15
1.50
1.48
0.78
出所　「有価証券報告書」より作成
資産に占める内部留保である実質総資産内部留保率が、松下は上昇傾向にあり今期
61.10％と占めているのに対してて、ソニーは半分弱の27.71％で低下傾向にあり、蓄積率
の違いをみせている。
Ⅵ　おわりに
世界的ブランドを持ち、競争優位性の商品開発力を持った、コングロマリット型がソニ
ーの特徴である。しかし、以上見てきたように、ここ５、６年は収益力を中心に、財務比
率においては圧倒的に松下電器（パナソニック）が優れている。貸借対照表の資産の構成
が大事であるというとき、その基準は収益に貢献するような最適な資産構成でなくてはな
らず、松下電器はそれに近い財務構造になっている。ソニーより相対的に優れており強固
な財務構造であることがわかるのである。
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松下電器は垂直型モデルで「自前主義」の追求という独自のモデルで世界のトップに挑
戦している（５）。しかも大手電気の三洋の買収も行った。
さて、内部留保の分析によれば、松下電器は隠し利益よりも公表利益が多く、積極的、
オーソドックスな蓄積政策を採りえているが、ソニーはそれが出来ず、逆に隠し利益政策
に頼らざるを得なくなっている。内部留保の実額が松下電器は５兆円弱もあるのに対して、
ソニー３兆円強であり、蓄積額にも差が見られるのである。しかし、６年比で松下電器は
内部留保の伸びが横バイ傾向にあるが、ソニーは若干上昇傾向にあり、1.15倍であった。
しかし一番重要なのは、実質総資本内部留保率が松下電器は上昇傾向にあり今期
61.10％も占める。つまり資産の61％が利益の内部留保である。ソニーは半分弱の27.71％
であり、しかも低下傾向にあり、実質蓄積率において松下電器の高さがわかる。これが強
固な財務構造の所以である
松下電器の中期経営計画の自己資本利益率（ＲＯＥ）の目標は10％を掲げている。収益
拡大と自社株買いで2005年の４％から2008年３月の7.36％に上昇。しかし世界に目を向け
ると韓国サムスンの15％、ＧＭの19％の背中が遠い（６）。この点ではソニーは自己資本比
率が小さいことにもより、10.81％と松下電器を上回っているのが注目される。
注
（１）拙稿「松下電器の財務分析」『作新経営論集』17号　作新学院大学　2008年３月
（２）中野誠　第５章「管理会計とバランスシート」『松下電器の経営改革』伊丹、田中、加藤編著、
有斐閣、162P
（３）伊藤邦雄「松下電器のキャッシュフロー経営」『現代会計入門』日本経済新聞社、243P
（４）拙稿「ソニーの財務分析」『作新経営論集』16号　作新学院大学　2007年３月
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